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１．この届出目論見書により行うブックビルディング方式による株式

85,000千円（見込額）の募集及び株式15,000千円（見込額）の売出し

（オーバーアロットメントによる売出し）については、当社は金融商品

取引法第５条により有価証券届出書を2026年９月７日に関東財務局長に

提出しておりますが、その届出の効力は生じておりません。 

 したがって、募集の発行価格及び売出しの売出価格等については今後

訂正が行われます。 

 なお､その他の記載内容についても訂正されることがあります｡ 

２．この届出目論見書は、上記の有価証券届出書に記載されている内容の

うち、「第三部 特別情報」を除いた内容と同一のものであります。 

 

募集又は売出しの公表後における空売りについて 

① 金融商品取引法施行令（以下「金商法施行令」という。）第26条の６の規定により、

「有価証券の取引等の規制に関する内閣府令」（以下「取引等規制府令」という。）

第15条の５に定める期間（有価証券の募集又は売出しについて、有価証券届出書が公

衆の縦覧に供された日の翌日から、発行価格又は売出価格を決定したことによる当該

有価証券届出書の訂正届出書が公衆の縦覧に供された時までの間）において、当該有

価証券と同一の銘柄につき取引所金融商品市場又は金商法施行令第26条の２の２第７

項に規定する私設取引システムにおける空売り（注１）又はその委託若しくは委託の

取次の申込みを行った投資家は、当該募集又は売出しに応じて取得した有価証券によ

り、当該空売りに係る有価証券の借入れ（注２）の決済を行うことはできません。 

② 金融商品取引業者等は、①に規定する投資家がその行った空売り（注１）に係る有

価証券の借入れ（注２）の決済を行うために当該募集又は売出しに応じる場合には、

当該募集又は売出しの取扱いにより有価証券を取得させることはできません。 

（注）１．取引等規制府令第15条の７各号に掲げる、次の取引を除きます。 

・先物取引 

・国債証券、地方債証券、社債券（新株予約権付社債券及び交換社債券を除

く。）等の空売り 

・取引所金融商品市場における立会外売買による空売り 

２．取引等規制府令第15条の６に定めるもの（売戻条件付売買又はこれに類似

する取引による買付け）を含みます。 
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　本ページ及びこれに続く写真・図表等は、当社グループの概況等を要約・作成したものであります。詳細は、本文
の該当ページをご参照ください。

・経営方針
　当社グループは、「すべてのあなたをHAPPYに」を経営理念として掲げ、サービスをご利用いた
だく障がい者の方々はもちろん、従業員や取引先も含め、当社グループに関わるすべてのステー
クホルダー（利害関係者）ひとりひとりに、自身の幸福を追求できる環境を提供することを、会社
経営の基本方針としております。

・アイビスルールブック
　当社グループでは、アイビスルールブックを制定し、日々のアップデートを通じて、従業員の行
動指針や施設での規則を定めることで、提供するサービスの質の向上を図っております。そのた
め、ルールブックの改良とその内容を全社的に周知する活動を継続するとともに、外部講師によ
る勉強会や研修を継続的に実施することで、お客様や利用者に提供するサービスの質の向上を実
施してまいります。

経営方針Ⅰ

・行動指針

01
公平であること

－�常にフラットな視点を
持つ

02
孤立させないこと

－�通所していただくこと
が最大の支援

03
奪わないこと

－�相手の持つ本来の力を
信じ、自立と成長を育む

04

－�得意を活かして挑戦する

05
豊かさを

追い求めること
－�日々の充実、経済的な豊
かさ、自己実現

感情や主観に流されず、す
べてのスタッフやパート
ナーさんに対して誠実に
向き合う

パートナーさんとアイビ
スの繋がりを持ち、誰一人
として取り残さず、安心で
きる居場所を作り続ける

努力し続け、誰かの采配や
能力に頼らず継続してい
く

仲間の可能性を信じ、未来
の選択肢を増やす

自分自身の人生、相手の人
生を豊かにすることを諦
めずに追い求め続ける

可能性を
広げること



　当社グループは、当社（株式会社アイビスホールディングス）、連結子会社4社（株式会社IBIS東海、
株式会社関東IBIS、株式会社九州IBIS、株式会社スマイルライフ）の5社により構成されております。
　現在の当社グループは就労支援サービス事業の単一セグメントであり、障害者総合支援法に基
づく「就労継続支援B型事業」を展開しております。当該事業における運営形態は、（1）施設で行う
「B型事業所」、（2）施設外就労を行う「施設外作業所」の2つに大別され、運営形態に基づく各社の
位置付けは以下の通りであります。

事業内容Ⅱ

セグメント 業務内容 運営形態 事業会社

就労支援サービス事業 就労継続支援B型事業
B型事業所

㈱IBIS東海
㈱関東IBIS
㈱九州IBIS

施設外作業所 ㈱スマイルライフ

障害者総合支援法における就労系障害福祉サービス

就労移行支援 就労継続支援A型 就労継続支援B型

目的 就職するために必要なス
キルを身につける

就労の機会の提供及び生
産活動の機会の提供

就労の機会の提供及び生
産活動の機会の提供

対象者
障がいのある方、難病の
ある方で、一般企業へ就
職することを希望の方

通常の事務所に雇用され
ることが困難な方

通常の事務所に雇用され
ることが困難な方

雇用契約 なし あり なし

賃金 基本なし 給与が発生 工賃が発生

働き方・支援内容 通所による就職活動のサ
ポートや作業訓練

週4～5日、1日4時間な
どの一定時間で勤務

週1日や1日1時間など、
体調に合わせた短時間勤
務が可能

年齢制限 65歳未満※ 65歳未満※ なし

利用期間の上限 原則2年以内 定めなし 定めなし

※2018年4月から、65歳以上でも要件を満たせば利用可能



事業の内容
　当社グループは、障害者総合支援法に基づく就労継続支援B型事業に特化した運営をしており
施設で行うB型事業所、施設外就労を行う施設外作業所の2つの運営形態を有しております。

①　B型事業所
　連結子会社株式会社IBIS東海、株式会社関東IBIS、株式会社九州IBISにおいて、障害者総合支援法
の訓練等給付に基づく就労継続支援B型事業を行っております。就労継続支援B型施設においては、
利用者が利用者自身のペースで訓練を行い、一般就労に向けた支援をしております。
　多店舗展開することで、それぞれの施設で行う作業に特色を出すことができ、利用者が興味の
持てる作業の選択肢を多く提供することができます。

②　施設外作業所
　連結子会社株式会社スマイルライフ及び協力企業3社において、障害者総合支援法の施設外就
労に基づく施設外作業所を運営しております。施設外作業所として就労継続支援B型の利用者を
受け入れ、作業委託をすることで、事業展開しております。
　障害者総合支援法に基づく施設外就労では、就労継続支援B型事業所は施設外作業所を運営す
る法人と請負契約を締結し、施設外作業所内で作業を受託することで、施設での作業と同様に利
用者に工賃を支払うことが可能になります（実際には、B型スタッフの人員数等、一定の要件を満
たす必要があります）。
　施設外就労により、施設が受給する訓練給付費は就労継続支援B型事業における当社グループ
の収入となり、施設外作業所は作業を委託した成果物等（商品・製品やサービス）が外部へ販売が
なされた場合に、施設外作業所としての収入となります。
　なお、厚生労働省においても、利用者が施設外就労をすることには、利用者工賃の向上や一般就
労へのステップになる等、一定の効果があるとの見解もあり、当社グループとしても積極的に取
り組んでまいります。

陶芸 ダイヤモンドビーズアート

イラスト・デザイン クラフトバンド 軽作業

ペーパークイリング



　2026年7月末現在、愛知県内及び東京都内において、株式会社スマイルライフが菊井施設外、新
瑞橋施設外、上野施設外3か所をそれぞれ展開しております。
　2026年7月末現在、10か所の施設外作業所を運営する企業4社とそれぞれ請負契約を締結し、
利用者が施設外作業所にて作業を行っております。株式会社スマイルライフを除く3社は当社グ
ループと資本関係・人的関係はありません。

［就労継続支援B型事業「アイビス」の事業系統図］

［利用メリット］

　グループ内とグループ外の施設外作業所に関して、それぞれで利用メリットがありますので、
グループ内外でのバランスを取りながら、施設外作業所の拠点を増やしてまいります。
　また、グループ内、グループ外を問わず、施設外作業所で行う作業については、利用者の通所日
数増及び一般就労に資する作業を取り入れ、当該事業の収益性は重要ではありますが、それのみ
に基づく判断はしない方針であります。

当社グループとしてのメリット 施設利用者としてのメリット

グループ内施設外作業所
（株式会社スマイルライフ）

施設外作業所での事業における
売上が計上される
施設利用者の状況に応じた柔軟
な事業運営が可能となる

施設と施設外作業所を同一のグ
ループが運営することで、利用者
自身に合った作業を選択するこ
とが可能となる

グループ外施設外作業所
（協力企業）

施設外作業所の運営企業が事業
運営を担うため、設備投資や運転
資金等、事業資金は必要ない

一般就労での就業環境により近
くなるため、一般就労により近づ
くことが可能となる

外部顧客 中古品オークション
（BtoB）

ECサイト
（BtoC）

金地金
取引業者

給付費支払い

業務請負

販売

給付費申請

業務委託

福祉・障害サービスの申込・更新

障害者手帳・受給者証の発行

工賃支払い

施設の利用

支援サービス・
生産活動の機会等の提供

施設外作業所の利用

支援サービス・
生産活動の機会等の提供

利用者

市町村／国民健康保険連合会

仕入先

施設外作業所

協力企業
株式会社 スマイルライフ
中古品等販売事業

就労継続支援B型事業所

株式会社
IBIS東海

株式会社
関東IBIS

株式会社
九州IBIS



　2018年に当社取締役の加藤咲江が就労継続支援B型事業所の運営を目的として設立した「株式
会社花大和」が当社グループの原点であります。その後、本格的に事業化することを目的に、創業
時より連携及び支援をしていた永江榮司が当社を設立し、株式会社花大和を連結子会社として資
本参加する形で、当社グループを形成してまいりました。

沿革Ⅲ

　厚生労働省の障害者関係予算は、精神障害等の認知向上による利用者の増加や地域生活・就労
支援の整備に伴い、大きく拡大しております。こうした中、障害福祉分野では「地域共生社会」の実
現に向けた取り組みが加速しており、特に障がいのある方々が地域で自立して活躍するための就
労支援の重要性が一段と高まっております。

経営環境Ⅳ
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自立支援給付費等（億円） 障害児措置費・給付費（億円）

障害福祉サービス等予算の推移 （単位：億円）

出所:厚生労働省「障害福祉分野の最近の動向202604」を基に当社作成

2018年

2020年10月

2020年
愛知県に
就労継続支援B型事業所

「アイビス太閤」を
開所 2021年

就労継続支援B型事業所
愛知県に4か所 開所

2021年1月
株式会社IBIS東海を
連結子会社化

2022年12月
株式会社関東IBIS
を設立

2023年
東京証券取引所
TOKYO PRO
Marketに
株式上場

2024年
福岡証券取引所
Fukuoka PRO Marketに
株式上場
2024年10月
株式会社九州IBISを設立

2025年8月
株式会社スマイルライフを
連結子会社化

2022年
就労継続支援B型事業所
愛知県に3か所 開所
施設外作業所
愛知県に1か所 開所

2023年
施設外作業所
愛知県に1か所 開所

株式会社アイビスホールディングス 設立
就労継続支援B型事業への参入及び
純粋持株会社体制への移行を見据え、当社を設立

就労継続支援B型
事業所

合計15拠点

施設外作業所

合計10拠点※

株式会社花大和 設立
（現株式会社IBIS東海）
就労継続支援B型事業所の運営を目的

2019年
愛知県に
就労継続支援B型事業所

「アイビス上前津」を
開所

岐阜県
施設外作業所
1か所

愛知県
就労継続支援B型事業所
11か所
施設外作業所
7か所

東京都
就労継続支援B型事業所
2か所
施設外作業所
1か所

2024年
就労継続支援B型事業所
東京都に2か所 開所
施設外作業所
東京都に1か所 開所
愛知県に2か所 開所

2025年
就労継続支援B型事業所
福岡県に2か所 開所
愛知県に1か所 開所
施設外作業所
岐阜県に1か所 開所
愛知県に3か所 開所
福岡県に1か所 開所

福岡県
就労継続支援B型事業所
2か所
施設外作業所
1か所

※協力企業 
（㈱i HUG cheese ／㈱Crossover ／
㈱LIBERO）運営を含む

2026年7月末現在



　B型事業市場は標準化の難しさから大手不在ですが、精神障害者は増加傾向にあります。現代社
会のストレスや診断精度向上により多様な特性が明確化しニーズが増える一方、サービス標準化
の遅れが課題です。この「ニーズの多様化」と「標準化不足」の乖離が、現在の市場における大きな
問題となっております。

　当社グループは、就労継続支援B型事業を経営の主軸に据えつつ、新規事業として「リワーク事
業」を本格展開いたします。メンタル不調等による休職者に対し、B型事業や施設外作業所での支
援を通じて復職をサポートすることで、安定した収益基盤のさらなる拡大を目指します。
　また、工賃の向上や施設外作業所の拡充、一般就労先の確保において高いシナジーが見込める
M&Aを積極的に推進し、グループ成長の加速を図ってまいります。

経営戦略Ⅴ

2003 2009～11 2014～162005～08 2020～22 （年）

351.6

45.9

655.9

258.4

366.3

54.7

744.3

323.3

393.7

74.1

787.9

320.1

436.0

108.2

936.6

392.4

423.0

126.8

1,164.6

614.8

身体障害者 知的障害者 精神障害者

障がい者数の推移 （単位：万人）

出所:内閣府「障害者白書」及び厚生労働省「生活のしづらさなどに関する調査」を基に当社作成

登録者数の
増加 徹底した業務標準化と独自の教育体制により、未

経験から即戦力への育成を実現。多様な前職スキ
ルを生かした高付加価値サービスと、業界最高水
準の給与還元が生み出す「人材獲得の好循環」が
持続的成長を牽引。

人材獲得・育成

施設外作業所の拡充により稼働率を最大化し、高
工賃化と一般就労への移行を強力に推進。利用者
のエンゲージメントと収益性を同時に高める独
自の循環モデルを確立し、社会貢献と持続的な企
業成長を両立。

施設外作業所との
連携の充実

就労継続支援B型のインフラを生かした新しい
リワークで、中小企業の休職者問題に対応。保健
師等の面談を通じ、福祉サービスでの復職を提案。
本人・企業・当社の「WIN-WIN-WIN」で、円滑な
社会復帰を支援。

リワーク事業

地域のニーズに合わせながらも、これまで培った
運営ノウハウを生かし、「選ばれる事業所」として、
エリア拡大をしていきます。磨き上げた店舗オペ
レーションを生かし、業界のスタンダードを変え
ていきます。

エリア密着戦略

施設運営の
標準化

出店計画



（単位：千円）

単体 連結

単体 連結

単体 連結 単体 連結

単体 連結

●売上高

（単位：千円）
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第6期
（2025年）10月期

第7期
中間会計期間
（2026年）4月期

第1期
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第2期
（2021年）10月期
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第3期
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第1期
（2021年）6月期
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62.89
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54.19
70.08
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主要な経営指標等の推移

（注）	1. ‌�当社は2020年10月30日に設立され、第1期は2020年10月30日から2021年6月30日までの8ヶ月と2日となっており、第2期は決算期の変更により2021年7月
1日から2021年10月31日までの4ヶ月間となっております。

	 2. ‌�当社は、2023年1月31日付で普通株式1株につき100株の株式分割を行っております。また、2026年8月1日付で普通株式1株につき2株の株式分割を行っており
ます。第1期の期首に株式分割が行われたと仮定し、1株当たり純資産額及び1株当たり当期（中間）純利益又は1株当たり当期純損失（△）を算定しております。

	 3. ‌�「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を第3期の期首から適用しており、第3期以降に係る主要な経営指標等については、当該
会計基準等を適用した後の指標等となっております。

	 4. 第1期、第2期、第3期及び第4期の数値については、監査法人コスモスの監査を受けておりません。

業績等の推移Ⅵ
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【提出書類】 有価証券届出書

【提出先】 関東財務局長
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ブックビルディング方式による募集　　　　　　　85,000,000円

売出金額

（オーバーアロットメントによる売出し）
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【表紙】
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種類 発行数（株） 内容

普通株式 200,000（注）２．
全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標

準となる株式であり、単元株式数は100株であります。

第一部【証券情報】

第１【募集要項】

１【新規発行株式】

　（注）１．2026年９月７日開催の取締役会決議によっております。

２．発行数については、2026年９月24日開催予定の取締役会において変更される可能性があります。

３．当社の定める振替機関の名称及び住所は、以下の通りであります。

名称：株式会社証券保管振替機構

住所：東京都中央区日本橋兜町７番１号
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区分 発行数（株） 発行価額の総額（円） 資本組入額の総額（円）

入札方式のうち入札による募集 － － －

入札方式のうち入札によらない募集 － － －

ブックビルディング方式 200,000 85,000,000 46,000,000

計（総発行株式） 200,000 85,000,000 46,000,000

２【募集の方法】

　2026年10月２日に決定される予定の引受価額にて、当社と元引受契約を締結する予定の後記「４　株式の引受け」

欄記載の金融商品取引業者（以下「第１　募集要項」において「引受人」という。）は、買取引受けを行い、当該引

受価額と異なる価額（発行価格）で募集（以下「本募集」という。）を行います。引受価額は2026年９月24日開催予

定の取締役会において決定される会社法上の払込金額以上の価額となります。引受人は払込期日までに引受価額の総

額を当社に払込み、本募集における発行価格の総額との差額は引受人の手取金といたします。当社は、引受人に対し

て引受手数料を支払いません。

　なお、本募集は、株式会社名古屋証券取引所（以下「名証」という。）の定める「有価証券上場規程施行規則」第

256条及び証券会員制法人福岡証券取引所（以下「福証」という。）の定める「上場前の公募又は売出し等に関する

規則」第３条の２に規定するブックビルディング方式（株式の取得の申込みの勧誘時において発行価格又は売出価格

に係る仮条件を投資家に提示し、株式に係る投資家の需要状況を把握したうえで発行価格等を決定する方法をい

う。）により決定する価格で行います。

　（注）１．全株式を引受人の買取引受けにより募集いたします。

２．上場前の公募増資を行うに際しての手続き等は、名証の定める「有価証券上場規程施行規則」及び福証の定

める「上場前の公募又は売出し等に関する規則」（以下「取引所の定める有価証券上場規程施行規則等」と

総称する。）により規定されております。

３．発行価額の総額は、会社法上の払込金額の総額であり、有価証券届出書提出時における見込額であります。

４．資本組入額の総額は、会社法上の増加する資本金であり、2026年９月７日開催の取締役会決議に基づき、

2026年10月２日に決定される予定の引受価額を基礎として、会社計算規則第14条第１項に基づき算出される

資本金等増加限度額（見込額）の２分の１相当額を資本金に計上することを前提として算出した見込額であ

ります。

５．有価証券届出書提出時における想定発行価格（500円）で算出した場合、本募集における発行価格の総額

（見込額）は100,000,000円となります。

６．本募集にあたっては、需要状況を勘案し、オーバーアロットメントによる売出しを行う場合があります。

なお、オーバーアロットメントによる売出しについては、「第２　売出要項　１　売出株式（オーバーアロ

ットメントによる売出し）」及び「２　売出しの条件（オーバーアロットメントによる売出し）」をご参照

下さい。

７．本募集に関連して、ロックアップに関する合意がなされております。その内容については、「募集又は売出

しに関する特別記載事項　３．ロックアップについて」をご参照下さい。
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３【募集の条件】

（１）【入札方式】

①【入札による募集】

　該当事項はありません。

②【入札によらない募集】

　該当事項はありません。

発行価格
（円）

引受価額
（円）

払込金額
（円）

資本組入
額（円）

申込株数
単位
（株）

申込期間
申込証拠
金（円）

払込期日

未定

(注)１．

未定

(注)１．

未定

(注)２．

未定

(注)３．
100

自　2026年10月５日(月)

至　2026年10月８日(木)

未定

(注)４．
2026年10月９日(金)

（２）【ブックビルディング方式】

　（注）１．発行価格は、ブックビルディング方式によって決定いたします。

発行価格は、2026年９月24日に仮条件を決定し、当該仮条件による需要状況、上場日までの価格変動リスク

等を総合的に勘案した上で、2026年10月２日に引受価額と同時に決定する予定であります。

仮条件は、事業内容、経営成績及び財政状態、事業内容等の類似性が高い上場会社との比較、価格算定能力

が高いと推定される機関投資家等の意見その他を総合的に勘案して決定する予定であります。

需要の申込みの受付けに当たり、引受人は、当社株式が市場において適正な評価を受けることを目的に、機

関投資家等を中心に需要の申告を促す予定であります。

２．払込金額は、会社法上の払込金額であり、2026年９月24日開催予定の取締役会において決定される予定であ

ります。また、「２　募集の方法」の冒頭に記載のとおり、発行価格と会社法上の払込金額及び2026年10月

２日に決定される予定の引受価額とは各々異なります。発行価格と引受価額との差額の総額は、引受人の手

取金となります。

３．資本組入額は、１株当たりの増加する資本金であります。なお、2026年９月７日開催の取締役会において、

増加する資本金の額は、2026年10月２日に決定される予定の引受価額を基礎として、会社計算規則第14条第

１項に基づき算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたと

きは、その端数を切り上げるものとすること、及び増加する資本準備金の額は資本金等増加限度額から増加

する資本金の額を減じた額とする旨、決議しております。

４．申込証拠金は、発行価格と同一の金額とし、利息をつけません。申込証拠金のうち引受価額相当額は、払込

期日に新株式払込金に振替充当いたします。

５．株式受渡期日は、2026年10月13日（火）（以下「上場（売買開始）日」という。）の予定であります。本募

集に係る株式は、株式会社証券保管振替機構（以下「機構」という。）の「株式等の振替に関する業務規

程」に従い、機構にて取扱いますので、上場（売買開始）日から売買を行うことができます。

６．申込みの方法は、申込期間内に後記申込取扱場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものといたします。

７．申込みに先立ち、2026年９月25日から2026年10月１日までの間で引受人に対して、当該仮条件を参考として

需要の申告を行うことができます。当該需要の申告は変更または撤回することが可能であります。

販売に当たりましては、名証の「有価証券上場規程」及び福証の「株券上場審査基準」に定める株主数基準

の充足、上場後の株式の流通性の確保等を勘案し、需要の申告を行わなかった投資家にも販売が行われるこ

とがあります。

引受人は、公平かつ公正な販売に努めることとし、自社で定める配分に関する基本方針及び社内規程等に従

い、販売を行う方針であります。配分に関する基本方針については各社の店頭における表示またはホームペ

ージにおける表示等をご確認下さい。

８．引受価額が会社法上の払込金額を下回る場合は新株式の発行を中止いたします。

①【申込取扱場所】

　後記「４　株式の引受け」欄記載の引受人の全国の本支店及び営業所で申込みの取扱いをいたします。
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店名 所在地

株式会社三十三銀行　今池支店 愛知県名古屋市千種区今池五丁目１番５号

②【払込取扱場所】

　（注）　上記の払込取扱場所での申込みの取扱いは行いません。

引受人の氏名又は名称 住所
引受株式数

（株）
引受けの条件

フィリップ・キャピタル
証券株式会社

東京都港区虎ノ門一丁目23番１号

未定

１．買取引受けによります。

２．引受人は新株式払込金とし

て、2026年10月９日までに

払込取扱場所へ引受価額と

同額を払込むことといたし

ます。

３．引受手数料は支払われませ

ん。ただし、発行価格と引

受価額との差額の総額は引

受人の手取金となります。

株式会社SBI証券 東京都港区六本木一丁目６番１号

マネックス証券株式会社 東京都港区赤坂一丁目12番32号

楽天証券株式会社 東京都港区南青山二丁目６番21号

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町一丁目４番地

東洋証券株式会社 東京都中央区八丁堀四丁目７番１号

安藤証券株式会社 愛知県名古屋市中区錦三丁目23番21号

水戸証券株式会社 東京都文京区小石川一丁目１番１号

Ｊトラストグローバル証券
株式会社

東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号

計 － 200,000 －

４【株式の引受け】

　（注）１．2026年９月24日開催予定の取締役会において各引受人の引受株式数が決定される予定であります。

２．上記引受人と発行価格決定日（2026年10月２日）に元引受契約を締結する予定であります。

３．引受人は、上記引受株式数のうち、2,000株を上限として、全国の販売を希望する引受人以外の金融商品取

引業者に販売を委託する方針であります。
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払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円）

92,000,000 6,000,000 86,000,000

５【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

　（注）１．払込金額の総額は、会社法上の払込金額の総額とは異なり、新規発行に際して当社に払い込まれる引受価額

の総額であり、有価証券届出書提出時における想定発行価格（500円）を基礎として算出した見込額であり

ます。

２．発行諸費用の概算額には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。

３．引受手数料は支払わないため、発行諸費用の概算額は、これ以外の費用を合計したものであります。

（２）【手取金の使途】

　　　①資金使途の内訳

　　　　a.自動記録ビジネス電話の導入　21,000千円

　　　　　外部（関係各所）との電話のやり取りを文章化して支援記録に反映できるビジネス電話を導入する予定です。

　　　　b.利用管理記録システム　30,000千円

　　　　　利用者の個別QRコードを発行し、通所時間や送迎利用、昼食提供等の管理ができるシステムを開発、導入する

予定です。

　　　　c.支援記録作成AI　35,000千円

　　　　　利用者の個別支援計画等の作成補助ができるAIを導入し、スタッフ事務作業の省力化を図る予定です。

　　　②投資回収計画

　　　　本DX投資は、業務効率化を目的としており、即座の売上拡大を企図するものではありませんが、当社グループの

持続的成長における生命線となるシステム投資です。中長期的な省力化・効率化を推進するだけでなく、将来的な

M&Aや他社からの業務請負への対応力も高め、グループ全体の事業拡大と収益化を牽引する投資回収計画としてお

ります。

　　　③資金調達の妥当性

　　　　当社グループは、今後の成長戦略の実現に向けて、DX化が必要不可欠であり、公募増資による資金調達はDX化の

ために合理的かつ妥当であると判断しております。

　　　　また、上場による資金調達は、以下のメリットがあると考えております。

　　　　a.施設運営の効率化が進み、労働生産性向上を図ることができます。

　　　　b.業界未経験者でも障がい者支援の業務を早く習得することが可能となります。

　　　　c.M&Aで当社グループに合流した施設においても、当社グループと同レベルの支援提供が可能になります。
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種類 売出数（株）
売出価額の総額

（円）
売出しに係る株式の所有者の住所及び氏名
又は名称

－
入札方式のうち入札

による売出し
－ － －

－
入札方式のうち入札

によらない売出し
－ － －

普通株式
ブックビルディング

方式
30,000 15,000,000

東京都港区虎ノ門一丁目23番１号

フィリップ・キャピタル証券株式会社

30,000株

計(総売出株式) － 30,000 15,000,000 －

第２【売出要項】

１【売出株式（オーバーアロットメントによる売出し）】

　（注）１．オーバーアロットメントによる売出しは、本募集に伴い、その需要状況を勘案し、フィリップ・キャピタル

証券株式会社が行う売出しであります。したがってオーバーアロットメントによる売出しに係る売出株式数

は上限株式数を示したものであり、需要状況により減少若しくは中止される場合があります。

２．オーバーアロットメントによる売出しに関連して、フィリップ・キャピタル証券株式会社は、名証又は福証

においてオーバーアロットメントによる売出しに係る売出株式数を上限とする当社普通株式の買付け（以下

「シンジケートカバー取引」という。）を行う場合があります。

なお、その内容については、「募集又は売出しに関する特別記載事項　２．グリーンシューオプションとシ

ンジケートカバー取引について」をご参照下さい。

３．上場前の売出しを行うに際しての手続き等は、取引所の定める有価証券上場規程施行規則等により規定され

ております。

４．「第１　募集要項」における株式の発行を中止した場合には、オーバーアロットメントによる売出しも中止

いたします。

５．売出価額の総額は、有価証券届出書提出時における想定売出価格（500円）で算出した見込額であります。

６．振替機関の名称及び住所は、「第１　募集要項　１　新規発行株式」の（注）３．に記載した振替機関と同

一であります。
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２【売出しの条件（オーバーアロットメントによる売出し）】

（１）【入札方式】

①【入札による売出し】

　該当事項はありません。

②【入札によらない売出し】

　該当事項はありません。

売出価格
（円）

申込期間
申込株数単位

（株）
申込証拠金

（円）
申込受付場所

引受人の住所及び
氏名又は名称

元引受契約の内容

未定

(注)１．

自　2026年

10月５日(月)

至　2026年

10月８日(木)

100
未定

(注)１．

フィリップ・

キャピタル証

券株式会社の

本店及び全国

各支店

－ －

（２）【ブックビルディング方式】

　（注）１．売出価格及び申込証拠金については、引受人の買取引受による売出しにおける売出価格及び申込証拠金とそ

れぞれ同一とし、売出価格決定日に決定する予定であります。ただし、申込証拠金には、利息をつけませ

ん。

２．株式受渡期日は、引受人の買取引受による売出しにおける株式受渡期日と同じ上場（売買開始）日の予定で

あります。オーバーアロットメントによる売出しに係る株式は、機構の「株式等の振替に関する業務規程」

に従い、機構にて取扱いますので、上場（売買開始）日から売買を行うことができます。

３．申込みの方法は、申込期間内に上記申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものといたします。

４．フィリップ・キャピタル証券株式会社の販売方針は、「第１　募集要項　３　募集の条件　(2）ブックビル

ディング方式」の（注）７．に記載した販売方針と同様であります。
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【募集又は売出しに関する特別記載事項】

１．名古屋証券取引所ネクスト市場及び福岡証券取引所Q-Board市場への上場について

　当社は、「第１　募集要項」における新規発行株式及び「第２　売出要項」における売出株式を含む当社普通株式

について、フィリップ・キャピタル証券株式会社を主幹事会社として、名古屋証券取引所ネクスト市場及び福岡証券

取引所Q-Board市場への上場を予定しております。

　なお、当社普通株式は2023年10月20日付でTOKYO PRO Marketに、2024年12月20日付でFukuoka PRO Marketに上場し

ておりますが、名古屋証券取引所ネクスト市場及び福岡証券取引所Q-Board市場への上場(売買開始)日の前日(2026年

10月12日(月))付でTOKYO PRO Market及びFukuoka PRO Marketについて上場廃止となる予定です。

TOKYO PRO Market及びFukuoka PRO Marketについて上場廃止となるまでの間、当社普通株式はTOKYO PRO Market及

びFukuoka PRO Marketにおいて上場銘柄として取り扱われますが、TOKYO PRO Market及びFukuoka PRO Marketにおけ

る当社普通株式の取引状況、及び本書提出日現在の当社の株主が本書提出日から名古屋証券取引所ネクスト市場及び

福岡証券取引所Q-Board市場への上場(売買開始)日の前日までの期間中、当社普通株式の売却及び売却に係る注文等

を行わない旨を約束している点(詳細につきましては、後記「３．ロックアップについて(1)」をご参照下さい。)等を

勘案し、本募集については、発行価格及び売出価格決定日時点のTOKYO PRO Market及びFukuoka PRO Marketにおける

当社普通株式の終値を基準とした発行価格及び売出価格の決定は行わず、取引所の定める「有価証券上場規程施行規

則」第256条に規定するブックビルディング方式により決定する予定です。

２．グリーンシューオプションとシンジケートカバー取引について

　オーバーアロットメントによる売出しの対象となる当社普通株式は、オーバーアロットメントによる売出しのため

に、主幹事会社が当社株主である株式会社旺司ライフワーク（以下「貸株人」という。）より借入れる株式でありま

す。これに関連して、主幹事会社は、30,000株を上限として貸株人より追加的に当社株式を取得する権利（以下「グ

リーンシューオプション」という。）を、2026年10月26日を行使期限として貸株人より付与される予定であります。

　また、主幹事会社は、2026年10月13日から2026年10月26日までの間、貸株人から借入れる株式の返却を目的とし

て、名証又は福証においてオーバーアロットメントによる売出しに係る売出株式数を上限とするシンジケートカバー

取引を行う場合があります。

　主幹事会社は、上記シンジケートカバー取引により取得した株式について、当該株式数については、グリーンシュ

ーオプションを行使しない予定であります。また、シンジケートカバー取引期間内においても、主幹事会社の判断で

シンジケートカバー取引を全く行わないか若しくは上限株式数に至らない株式数でシンジケートカバー取引を終了さ

せる場合があります。

３．ロックアップについて

(1) TOKYO PRO Market及びFukuoka PRO Marketにおける当社普通株式の取引(気配表記を含む。)がブックビルディン

グ方式による発行価格及び売出価格の決定に影響を及ぼすおそれを可及的に排除する観点から、本募集に関連して、

当社株主かつ貸株人である株式会社旺司ライフワーク、当社株主である株式会社PROUD WORKS、桂新堂株式会社、

ZenPro NEXT VISION株式会社、アクアプレコン株式会社、甲斐ふく、並びに当社新株予約権者である当社役員加藤 

咲江は、フィリップ・キャピタル証券株式会社(主幹事会社)に対し、本書提出日から当社普通株式に係るTOKYO PRO 

Market及びFukuoka PRO Marketからの上場廃止予定日である2026年10月12日までの期間中は、本書提出日現在に自己

の計算で保有する当社普通株式(当社新株予約権及び新株予約権の行使により取得した当社普通株式を含む。)の売却

等又はこれらに係る注文を行わない旨を約束しております。

(2) 本募集に関連して、当社株主かつ貸株人である株式会社旺司ライフワーク、当社株主である株式会社PROUD 

WORKS、アクアプレコン株式会社、甲斐ふく、並びに当社新株予約権者である当社役員加藤 咲江は、主幹事会社に対

し、元引受契約締結日から上場（売買開始）日（当日を含む）後180日目の2027年４月10日までの期間（以下「ロッ

クアップ期間」という。）中、主幹事会社の事前の書面による同意なしには、当社株式の売却（ただし、引受人の買

取引受による売出し、オーバーアロットメントによる売出しのために当社普通株式を貸し渡すこと、グリーンシュー

オプションの対象となる当社普通株式を主幹事会社が取得することは除く。）等は行わない旨合意しております。

　当社株主である桂新堂株式会社、ZenPro NEXT VISION株式会社は、主幹事会社に対し、元引受契約締結日から上場

（売買開始）日（当日を含む）後90日目の2027年１月10日までの期間（以下「ロックアップ期間」という。）中、主

幹事会社の事前の書面による同意なしには、当社株式の売却（ただし、その売却価格が募集における発行価格の1.5

倍以上であって、主幹事会社を通して行う売却等及び、引受人の買取引受による売出し、オーバーアロットメントに

よる売出しのために当社普通株式を貸し渡すこと、グリーンシューオプションの対象となる当社普通株式を主幹事会

社が取得することは除く。）等は行わない旨合意しております。

　また、当社は主幹事会社に対し、ロックアップ期間中は主幹事会社の事前の書面による同意なしには、当社株式の
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発行、当社株式に転換若しくは交換される有価証券の発行または当社株式を取得若しくは受領する権利を付与された

有価証券の発行（ただし、本募集、株式分割及びストックオプションとしての新株予約権の発行等を除く。）等を行

わない旨合意しております。

　なお、上記のいずれの場合においても、主幹事会社はロックアップ期間中であってもその裁量で当該合意の内容を

一部若しくは全部につき解除できる権限を有しております。
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回次 第５期 第６期

決算年月 2024年10月 2025年10月

売上高 （千円） 894,558 1,094,078

経常利益 （千円） 25,576 45,761

親会社株主に帰属する当期純

利益
（千円） 2,511 35,284

包括利益 （千円） 2,511 35,284

純資産額 （千円） 125,993 161,277

総資産額 （千円） 571,057 736,830

１株当たり純資産額 （円） 70.08 89.70

１株当たり当期純利益 （円） 1.40 19.62

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益
（円） － －

自己資本比率 （％） 22.1 21.9

自己資本利益率 （％） 2.0 24.6

株価収益率 （倍） 465.3 33.1

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 9,102 25,276

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △129,278 △87,680

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 75,621 98,390

現金及び現金同等物の期末残

高
（千円） 167,703 203,689

従業員数
（人）

74 109

（外、平均臨時雇用者数） (13) (48)

第二部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

　（注）１．第５期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。また、第６期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が

存在しないため、記載しておりません。

２．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パート・アルバイトを含み、人材会社からの派遣社員は除く）

は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

３．連結財務諸表については、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第

28号）に基づき作成しており、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、監査法人コスモスの監

査を受けております。

４．「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年

改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しており、前連結会計年度に係る主要な経営

指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。なお、2022年改正会計

基準については第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱いを適用し、「税効果会計に係る会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年10月28日）については第65－２項(2)ただし書きに定める

経過的な取扱いを適用しております。この結果、当連結会計年度に係る主要な経営指標等については、当連

結会計基準等を適用した後の指標等となっております。

５．2026年８月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っており、第５期の期首に株式分割が行われた

と仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。
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６．第５期は、固定資産の取得及び株式会社スマイルライフの持分法適用会社化に伴う関係会社株式の取得が主

な要因となり、投資活動によるキャッシュ・フローがマイナスとなっております。また、第６期は、株式会

社スマイルライフの連結子会社化に伴う関係会社株式の取得が主な要因となり、投資活動によるキャッシ

ュ・フローがマイナスとなっております。
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回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期

決算年月 2021年６月 2021年10月 2022年10月 2023年10月 2024年10月 2025年10月

売上高 （千円） 13,750 18,700 77,000 114,630 154,390 177,175

経常利益又は経常損失

（△）
（千円） 1,265 △9,508 8,397 20,904 46,762 37,254

当期純利益又は当期純損失

（△）
（千円） 513 399 6,679 15,574 △36,319 20,684

資本金 （千円） 49,900 49,900 49,900 49,900 49,900 49,900

発行済株式総数 （株） 8,990 8,990 8,990 899,000 899,000 899,000

純資産額 （千円） 90,413 90,813 97,492 113,066 76,747 97,431

総資産額 （千円） 106,539 135,796 112,192 141,595 224,820 330,637

１株当たり純資産額 （円） 10,057.12 10,101.58 10,844.54 125.77 42.69 54.19

１株当たり配当額

（円）

－ － － － － －

（うち１株当たり中間配当

額）
(－) (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益又は

１株当たり当期純損失

（△）

（円） 57.12 44.46 742.95 17.32 △20.20 11.51

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
（円） － － － － － －

自己資本比率 （％） 84.86 66.87 86.90 79.85 34.14 29.47

自己資本利益率 （％） 0.57 0.44 7.09 14.79 △38.27 23.75

株価収益率 （倍） － － － 75.04 － 56.50

配当性向 （％） － － － － － －

従業員数
（人）

－ － 2 5 5 5

（外、平均臨時雇用者数） (－) (－) (－) (－) (0) (1)

(2）提出会社の経営指標等

　（注）１．当社は2020年10月30日に設立され、第１期は2020年10月30日から2021年６月30日までの８ヶ月と２日となっ

ており、第２期は決算期の変更により2021年７月１日から2021年10月31日までの４ヶ月間となっておりま

す。

２．第１期、第２期、第３期及び第４期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。第５期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期

純損失であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第６期の潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第１期から第３期の株価収益率については、当社株式は非上場であるため、記載しておりません。また、第

５期の株価収益率については、１株当たり当期純損失のため、記載しておりません。

４．１株当たり配当額及び配当性向については、配当を行っていないため記載しておりません。

５．第５期及び第６期の財務諸表については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38

年大蔵省令第59号）に基づき作成しており、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、監査法人

コスモスの監査を受けております。

なお、第１期、第２期、第３期及び第４期については、「会社計算規則」（平成18年法務省令第13号）の規

定に基づき算出した各数値を記載しております。また、当該各数値については、金融商品取引法第193条の

２第１項の規定に基づく、監査法人コスモスの監査を受けておりません。

６．2023年１月31日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っており、第４期の期首に株式分割が行われ

たと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失を算定しておりま

す。また、2026年８月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っており、第５期の期首に株式分割

が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失を算定して

おります。
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回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期

決算年月 2021年６月 2021年10月 2022年10月 2023年10月 2024年10月 2025年10月

１株当たり純資産額 （円） 50.29 50.51 54.22 62.89 42.69 54.19

１株当たり当期純利益又は

１株当たり当期純損失

（△）

（円） 0.29 0.22 3.71 8.66 △20.20 11.51

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
（円） － － － － － －

１株当たり配当額

（円）

－ － － － － －

（うち１株当たり中間配当

額）
(－) (－) (－) (－) (－) (－)

７．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第３期の期首から適用してお

り、第３期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっておりま

す。

８．当社は、2023年１月31日付で普通株式１株につき100株の株式分割、2026年８月１日付で普通株式１株につ

き２株の株式分割を行っております。

そこで、株式会社名古屋証券取引所の引受担当者宛通知「『上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）』

の作成上の留意点について」（2008年４月４日付名証自規Ｇ第８号及び2012年10月１日付同取扱い）及び証

券会員制法人福岡証券取引所の定める会員証券会社宛通知『上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）』

の作成上の留意点について」（2008年５月12日付福証自規20号）に基づき、第１期の期首に当該株式分割が

行われたと仮定して算定した場合の１株当たり指標の推移を参考までに掲げると以下の通りとなります。

なお、第１期、第２期、第３期及び第４期の数値（１株当たり配当額についてはすべての数値）について

は、監査法人コスモスの監査を受けておりません。
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年月 事項

2018年12月 株式会社花大和（現株式会社IBIS東海（連結子会社））設立

2019年11月 株式会社花大和が就労継続支援B型事業所「アイビス上前津」を開所

2020年10月 就労継続支援B型事業への参入および純粋持株会社体制への移行を見据え、当社を設立

11月 株式会社花大和が就労継続支援B型事業所「アイビス太閤」を開所

12月 株式会社花大和が株式会社IBIS東海に会社名称を変更

2021年１月 株式会社IBIS東海の全株式を取得し、連結子会社化

２月 株式会社ICS名古屋（連結子会社）を設立し、相談支援事業を開始

株式会社IBISの全株式を取得し、連結子会社化

３月 株式会社IBIS東海が就労継続支援B型事業所「アイビス八事」を開所

４月 株式会社ICS名古屋が「アイビス名古屋相談支援センター」を開所

５月 株式会社IBIS東海が就労継続支援B型事業所「アイビス今池」を開所

６月 株式会社IBIS東海が就労継続支援B型事業所「アイビス星ヶ丘」を開所

８月 株式会社IBIS東海が就労継続支援B型事業所「アイビス砂田橋」「アイビス大曽根」（アイビス砂田橋

の従たる施設）を開所

　　　９月 株式会社IBISがMBO（マネジメントバイアウト）によりグループから離脱

2022年２月 株式会社IBIS東海が就労継続支援B型事業所「アイビス新瑞橋」を開所

７月 株式会社IBIS東海が就労継続支援B型事業所「アイビス金山」を開所

９月 株式会社HUGアイビス（現：株式会社i HUG cheese）を設立

12月 株式会社関東IBIS（連結子会社）を設立し、関東圏で就労継続支援B型事業を開始

株式会社HUGアイビスが施設外作業所「イオンタウン名西」を開所

株式会社IBIS東海が就労継続支援B型事業所「アイビス徳重」を開所

2023年１月 株式会社IBIS東海がアイビス徳重の従たる施設として「アイビス池下」を開所

４月 株式会社HUGアイビスが「久屋施設外作業所（h.u.g-flower Hisaya-odori）」を開所

株式会社ICS名古屋が相談支援事業を休止

５月 株式会社ICS名古屋がグループホーム事業を開始し、「アイビスの家 尾張旭東山」を開設

９月 株式会社IBIS東海が就労継続支援B型事業所「アイビス豊田GAZA」を開所

10月 東京証券取引所　TOKYO PRO Marketに株式上場

2024年２月 株式会社IBIS東海が就労継続支援B型事業所「アイビス湯島」を開所

３月 株式会社HUGアイビスが施設外作業所「i Hug Cheese上野店」を開所

５月 株式会社ICS名古屋がMBOによりグループから離脱

株式会社スマイルライフ（旧社名　株式会社Millefiorire）の株式44.4％を取得し、持分法適用会社化

６月 株式会社IBIS東海が就労継続支援B型事業所「アイビス岐阜」を開所

８月 株式会社HUGアイビスが施設外作業所「i Hug Cheese堀田店」を開所

10月 株式会社九州IBIS（連結子会社）を設立し、九州圏で就労継続支援B型事業を開始

12月 福岡証券取引所 Fukuoka PRO Marketに株式上場（TOKYO PRO Marketとの重複上場）

株式会社関東IBISが就労継続支援B型事業所「アイビス文京」を開所

2025年２月 株式会社九州IBISが就労継続支援B型事業所「アイビス福岡舞鶴」を開所

４月 株式会社HUGアイビスがMBOによりグループから離脱

８月 株式会社スマイルライフの株式55.6％を取得し、連結子会社化

９月 株式会社IBIS東海が就労継続支援B型事業所「アイビス中村黄金」を開所

12月 株式会社九州IBISが就労継続支援B型事業所「アイビス井尻」を開所

２【沿革】

　2018年に当社取締役の加藤咲江が就労継続支援B型事業所の運営を目的として設立した「株式会社花大和」が当社

グループの原点であります。その後、本格的に事業化することを目的に、創業時より連携及び支援をしていた永江榮

司が当社を設立し、株式会社花大和を連結子会社として資本参加する形で、当社グループを形成してまいりました。
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　当社グループの現在に至るまでの沿革を図示いたしますと、次の通りであります。
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＜持株会社＞ ＜就労継続支援B型＞

＜相談支援事業＞

（注１）

＜グループホーム事業＞

（注２） ＜施設外作業所事業＞

㈱アイビスHD ㈱IBIS東海

㈱関東IBIS

㈱九州IBIS

㈱IBIS

（注３）

㈱ICS名古屋 ㈱スマイルライフ

㈱i HUG cheese

㈱Crossover

㈱LIBERO

2019年11月 アイビス上前津

2020年11月 アイビス太閤

2021年２月 アイビス上野御徒町

（注３）

３月 アイビス八事

４月 アイビス名古屋

５月 アイビス今池 相談支援センター

６月 アイビス星ヶ丘

８月 アイビス砂田橋

アイビス大曽根

（注４）

2022年２月 アイビス新瑞橋

４月 丸田町施設外作業所

（注７）

７月 アイビス金山

12月 アイビス徳重 イオンタウン名西

施設外作業所

熱田施設外作業所

（注８）

2023年１月
アイビス池下

（注５）

４月
久屋施設外作業所

（注９）

５月
アイビスの家

尾張旭東山施設

６月 丸の内施設外作業所

（注10）

９月 アイビス豊田GAZA 豊田施設外作業所

2024年２月 アイビス湯島

３月 上野施設外作業所

６月
アイビス岐阜

（注６）
菊井施設外作業所

８月
堀田施設外作業所

（注11）

11月 新瑞橋施設外作業所

12月 アイビス文京

2025年２月 アイビス福岡舞鶴

３月 岐阜施設外作業所

６月 尾張旭施設外作業所

（注12）

７月 本山施設外作業所

９月 アイビス中村黄金 志賀本通施設外作業所

12月 アイビス井尻 井尻施設外作業所

2026年７月 星ヶ丘施設外作業所

［施設の開所］
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　（注１）　相談支援事業については、2023年10月末時点で事業を廃止しております。

　（注２）　ICS名古屋がグループから離脱したことにより、2024年５月以降グループホーム事業は行っておりません。

　（注３）　㈱IBIS及び㈱IBISが運営するアイビス上野御徒町は、2021年９月にグループから離脱しております。

　（注４）　アイビス大曽根は、現在閉所しております。

　（注５）　アイビス池下は、現在閉所しております。

　（注６）　アイビス岐阜は、現在閉所しております。

　（注７）　丸田町施設外作業所は、現在閉所しております。

　（注８）　熱田施設外作業所は、現在閉所しております。

　（注９）　久屋施設外作業所は、現在i Hug Cheese 久屋大通店として㈱IBIS東海の直営となっており、利用者の一般

就労先となっております。

　（注10）　丸の内施設外作業所は、現在閉所しております。

　（注11）　堀田施設外作業所は、現在閉所しております。

　（注12）　尾張旭施設外作業所は、現在閉所しております。
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セグメント 業務内容 運営形態 事業会社

就労支援サービス事業 就労継続支援B型事業
B型事業所

㈱IBIS東海

㈱関東IBIS

㈱九州IBIS

施設外作業所 ㈱スマイルライフ

３【事業の内容】

　当社グループは、当社（株式会社アイビスホールディングス）、連結子会社４社（株式会社IBIS東海、株式会社関

東IBIS、株式会社九州IBIS、株式会社スマイルライフ）の５社により構成されております。

　現在の当社グループは就労支援サービス事業の単一セグメントであり、障害者総合支援法に基づく「就労継続支援

B型事業」を展開しております。当該事業における運営形態は、(1)施設で行う「B型事業所」、(2)施設外就労を行う

「施設外作業所」の２つに大別され、運営形態に基づく各社の位置付けは以下の通りであります。

(1）会社の経営の基本方針

　当社グループは、「すべてのあなたをHAPPYに」を経営理念として掲げ、サービスをご利用いただく障がい者の

方々はもちろん、従業員や取引先も含め、当社グループに関わるすべてのステークホルダー（利害関係者）ひとり

ひとりに、自身の幸福を追求できる環境を提供することを、会社経営の基本方針としております。

(2）事業の内容

　当社グループは、障害者総合支援法に基づく就労継続支援B型事業に特化した運営をしており、施設で行うB型事

業所、施設外就労を行う施設外作業所の２つの運営形態を有しております。

①　B型事業所

　連結子会社株式会社IBIS東海、株式会社関東IBIS、株式会社九州IBISにおいて、障害者総合支援法の訓練等給

付に基づく就労継続支援B型事業を行っております。就労継続支援B型施設においては、利用者が利用者自身のペ

ースで訓練を行い、一般就労に向けた支援をしております。

　2026年７月末現在、愛知県内及び東京都内において株式会社IBIS東海が『アイビス』ブランドで12施設を展開

しております。

　2026年７月末現在、東京都内において株式会社関東IBISが『アイビス』ブランドで１施設を展開しておりま

す。

　2026年７月末現在、福岡県内において株式会社九州IBISが『アイビス』ブランドで２施設を展開しておりま

す。

　多店舗展開することで、それぞれの施設で行う作業に特色を出すことができ、利用者が興味の持てる作業の選

択肢を多く提供することができます。各施設の主な作業は［施設の特色］を参照ください。

②　施設外作業所

　連結子会社株式会社スマイルライフ及び協力企業３社において、障害者総合支援法の施設外就労に基づく施設

外作業所を運営しております。施設外作業所として就労継続支援B型の利用者を受け入れ、作業委託をすること

で、事業展開しております。

　障害者総合支援法に基づく施設外就労では、就労継続支援B型事業所は施設外作業所を運営する法人と請負契

約を締結し、施設外作業所内で作業を受託することで、施設での作業と同様に、利用者に工賃を支払うことが可

能になります（実際には、B型スタッフの人員数等、一定の要件を満たす必要があります）。

　施設外就労により、施設が受給する訓練給付費は就労継続支援B型事業における当社グループの収入となり、

施設外作業所は作業を委託した成果物等（商品・製品やサービス）が外部へ販売がなされた場合に、施設外作業

所としての収入となります。

　なお、厚生労働省においても、利用者が施設外就労をすることには、利用者工賃の向上や一般就労へのステッ

プになる等、一定の効果があるとの見解もあり、当社グループとしても積極的に取り組んでまいります。

　2026年７月末現在、愛知県内及び東京都内において、株式会社スマイルライフが菊井施設外、新瑞橋施設外、

上野施設外３か所をそれぞれ展開しております。

　2026年７月末現在、[施設の特色]に記載する10か所の施設外作業所を運営する企業４社とそれぞれ請負契約を

締結し、利用者が施設外作業所にて作業を行っております。株式会社スマイルライフを除く３社は当社グループ

と資本関係・人的関係はありません。
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当社グループとしてのメリット 施設利用者としてのメリット

グループ内施設外作業所

（株式会社スマイルライフ）

施設外作業所での事業における売上が計上

される

施設利用者の状況に応じた柔軟な事業運営

が可能となる

施設と施設外作業所を同一のグループが運

営することで、利用者自身に合った作業を

選択することが可能となる

グループ外施設外作業所

（協力企業）

施設外作業所の運営企業が事業運営を担う

ため、設備投資や運転資金等、事業資金は

必要ない

一般就労での就業環境により近くなるた

め、一般就労により近づくことが可能とな

る

　　　　［就労継続支援B型事業「アイビス」の事業系統図］

※　株式会社スマイルライフは金地金や多種多様な中古品の仕入れから販売までを一貫して行う中古品等販売事業

を展開しております。仕入先から確保した商品は、その特性やニーズに合わせて、会員制市場である中古品オー

クションや金地金専門業者等の事業者間取引（BtoB）、ECサイトを通じた一般個人顧客へのダイレクト販売

（BtoC）と、最適なチャネルで販売しております。

　　　　　グループ内とグループ外の施設外作業所に関して、それぞれで利用メリットがありますので、グループ内外で

のバランスを取りながら、施設外作業所の拠点を増やしてまいります。

　また、グループ内、グループ外を問わず、施設外作業所で行う作業については、利用者の通所日数増及び一般

就労に資する作業を取り入れ、当該事業の収益性は重要ではありますが、それのみに基づく判断はしない方針で

あります。

［利用メリット］
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施設／施設外 主な作業

＜施設＞

アイビス上前津 軽作業（シール貼り、ラベリング等）

アイビス今池 PCデザイン・クラフト製作（カレンダー等）

アイビス太閤 クラフト製作（クラフトバンド等）

アイビス八事 珈琲豆焙煎・選別、計量・軽作業

アイビス星ヶ丘 軽作業

アイビス砂田橋 菓子製造・菓子梱包

アイビス徳重 軽作業（菓子袋詰め・箱検品）・DM封入

アイビス新瑞橋 軽作業・クラフト製作（ペーパークイリング）

アイビス金山 クラフト製作（陶芸・羊毛フェルト）

アイビス豊田GAZA 店頭販売・在庫管理・クラフト製作（PPバンド）

アイビス湯島 WEB通販・クラフト製作

アイビス中村黄金 軽作業・クラフト製作（ソーイング）

アイビス文京 WEB通販・クラフト製作

アイビス福岡舞鶴 デザイン業務

アイビス井尻 ピッキング作業

＜当社グループ運営の施設外＞

新瑞橋施設外 軽作業・WEB通販・WEB在庫管理

菊井施設外 レザークラフト・陶芸・軽作業・WEB通販

上野施設外 WEB通販

＜協力企業（注）運営の施設外＞

志賀本通施設外 倉庫作業・軽作業

イオンタウン名西施設外 小売り店舗運営・デザイン業務

本山施設外 在庫管理・WEB通販・デザイン業務

豊田GAZA施設外 在庫管理・小売店舗運営

岐阜施設外 菓子製造・菓子梱包

井尻施設外 小売店舗運営

星ヶ丘施設外 クラフト製作

［施設の特色］

（注）協力企業は当社グループと資本関係・人的関係はありません。
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名称 住所
資本金

（千円）
主要な事業の
内容

議決権の所
有割合又は
被所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）

株式会社IBIS東海

（注）１
名古屋市東区 30,000

就労継続支援B

型事業
100.0

役務の提供

資金の立替

役員の兼任

株式会社関東IBIS

（注）１
東京都千代田区 9,900

就労継続支援B

型事業
100.0

役務の提供

資金の立替

役員の兼任

株式会社九州IBIS

（注）１

福岡県博多市中央

区
9,900

就労継続支援B

型事業
100.0

役務の提供

資金の立替

役員の兼任

株式会社スマイルライフ

（注）１、３
名古屋市中区 49,900

施設外作業所事

業
100.0 役務の提供

株式会社IBIS東海
2025年10月期

(1）売上高 992,689千円

(2）経常利益 56,010千円

(3）当期純利益 36,285千円

(4）純資産額 101,284千円

(5）総資産額 558,381千円

４【関係会社の状況】

　（注）１．株式会社IBIS東海、株式会社関東IBIS、株式会社九州IBIS及び株式会社スマイルライフは特定子会社であり

ます。

２．2025年４月30日に、株式会社HUGアイビスは全株式の譲渡により連結の範囲から除外しております。

３．2025年８月１日より、株式会社スマイルライフの株式を取得したことにより連結子会社化しております。

４．下記については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えて

おります。
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2026年７月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

就労支援サービス事業 99（33）

合計 99（33）

2026年７月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

4 （1） 45.7 3.1 6,110

セグメントの名称 従業員数（人）

就労支援サービス事業 4 （1）

合計 4 （1）

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パート・アルバイトを含み、人材会社からの派遣社員は除く）

は、最近１年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．最近日までの従業員数が29名増加しております。主な理由は施設出店に伴う期中採用が増加したことによる

ものであります。

(2）提出会社の状況

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パート・アルバイトを含み、人材会社からの派遣社員は除く）

は、最近１年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(3）労働組合の状況

　当社グループにおいて労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。

(4）管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

　提出会社及び連結子会社は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）及び

「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規定によ

る公表義務の対象でないため、記載を省略しております。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　当社グループの経営方針、経営環境及び対処すべき課題等は、以下の通りであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において、当社グループが判断したものであります。

(1）経営方針

　当社グループは、「すべてのあなたをHAPPYに」を経営理念として掲げ、サービスをご利用いただく障がい者の

方々はもちろん、従業員や取引先も含め、当社に関わるすべてのステークホルダー（利害関係者）ひとりひとり

に、自身の幸福を追求できる環境を提供することを、会社経営の基本方針としております。

(2）経営戦略等

　当社グループは、就労継続支援B型事業を経営の主軸に据えつつ、新規事業として「リワーク事業」を本格展開

いたします。メンタル不調等による休職者に対し、B型事業や施設外作業所での支援を通じて復職をサポートする

ことで、安定した収益基盤のさらなる拡大を目指します。

　また、工賃の向上や施設外作業所の拡充、一般就労先の確保において高いシナジーが見込めるM&Aを積極的に推

進し、グループ成長の加速を図ってまいります。

(3）経営環境

　当社グループが所属する障害者福祉の分野においては、「地域共生社会」の実現に向けた取り組みが加速してお

り、特に、障がいのある方々が地域で自立した生活を送り、活躍できるための就労支援の重要性が一段と高まって

おります。一方で、障害福祉サービス事業所の人材確保の困難さ、物価高騰に伴う運営コストの上昇は、事業経営

における大きな課題として顕在化しており、より効率的かつ質の高いサービスの提供体制の構築が求められており

ます。

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　今後につきましては、2024年４月に実施された報酬改定の影響もあり、しばらくは売上高が堅調に推移するもの

と見込まれますが、業界全体ではサービスの質が低下しているとの指摘もあり、サービスの質に応じた報酬改定が

なされる可能性が高くなっております。このような環境の下、当社グループは以下の課題に取り組んでおります。

①　関係法令の遵守

　当社グループの就労継続支援B型事業及び関連する障害福祉事業では、障害者総合支援法をはじめとした関係

法令に基づいたサービス提供を行うことから、事業の継続的な運営には関係法令の遵守が前提となります。その

ため、当該関係法令の遵守が重要課題であると認識しております。当社グループは今後の関係法令の法改正に柔

軟に対応するとともに、内部管理体制の拡充や社員教育、研修等によるコンプライアンス体制の強化に継続的に

取り組んでまいります。

②　人材確保と人材育成

　当社グループの就労継続支援B型事業及び関連する障害福祉事業は、お客様や利用者に対する直接的なサービ

ス提供が主であることから、当社グループの事業運営にあたっては優秀な人材の確保、育成、定着が重要課題で

あると認識しております。そのため、社員それぞれの働き方に合った多様なキャリアパスや人事制度を整備する

とともに、育成や定着のため、入社時の社員研修の強化、システム導入による業務負担の軽減、長時間労働防止

施策の徹底、働きやすい職場環境の改善等を継続的に実施してまいります。

③　就労継続支援B型事業を中心とした関連障害福祉事業における提供サービスの質の向上

　当社グループの就労継続支援B型事業及び関連する障害福祉事業において、お客様や利用者の就労ニーズは高

度化・複雑化が進んでおり、これに対応するためには提供サービスの品質の維持向上が重要課題であると認識し

ております。当社グループでは、アイビスルールブックを制定し、日々のアップデートを通じて、従業員の行動

指針や施設での規則を定めることで、提供サービスの質の向上を図っております。そのため、ルールブックの改

良とその内容を全社的に周知する活動を継続するとともに、外部講師による勉強会や研修制度の充実等を継続的

に実施することで、お客様や利用者に提供するサービスの質の向上を実施してまいります。
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④　収益源の多角化

　第５期連結会計年度における就労継続支援B型事業、グループホーム事業の当社グループ売上に占める割合は

91.7％、第６期連結会計年度における就労継続支援B型事業の当社グループ売上に占める割合は90.7％と、障害

者総合支援法に基づく事業の売り上げが売上構成比のほぼ全てを占めていることは、日本政府の障害福祉政策の

動向に大きく影響を受けるビジネスモデルであり、短期的には障害福祉政策の影響を受ける可能性があります。

当面は、就労継続支援B型事業及び関連する障害福祉事業の成長を目指しますが、一方で利用者のニーズが多様

化すれば、就労継続支援B型事業に限定せず、中長期的には、新規事業の拡大等による収益源の多角化を進めて

いく可能性があります。

⑤　事業資金の確保

　障害福祉事業は、事業施設の増設に関して多額の資金が必要であり、当社グループはこれらの事業資金の多く

を金融機関からの借入により調達しており、当社グループの成長のためには、今後も安定的な事業資金の確保が

課題であると認識しております。その課題に対処するために、事業の成長に伴う信用力の増加を活かし、資金調

達の多様化を図るとともに、中長期的な財務体質の強化を図ってまいります。

(5）経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　当社グループの経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標は、高い収益性の維持と企業価値の向上

に資するための質の高い支援の成果を図ることができる、売上高（利用者の登録数と通所率及び平均工賃）であり

ます。

　なお、2025年10月期の業績につきましては、売上高は1,094,078千円となりました（利用者の登録数437名、通所

率61.5％、平均工賃33,606円）。
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２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

　株式会社アイビスホールディングス（当社グループ）は、経営理念である「すべてのあなたをHAPPYに」に基づ

き、サービスをご利用いただく障がい者の方々、従業員、取引先を含むすべてのステークホルダー一人ひとりが、自

身の幸福を追求できる環境を提供することは当社グループの使命と考えております。

　当社グループの就労支援サービス事業は、障害者総合支援法に基づき、障がい者の方々の自立と社会参加を支援す

るものであり、それ自体が高い公共性と社会貢献性を有していると認識しております。この事業の持続的な発展を通

じて、持続可能な社会の実現に貢献することが、当社グループのサステナビリティに関する基本的な考え方でありま

す。

　なお、文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

(1）ガバナンス及びリスク管理

　当社グループの経営理念に基づく福祉サービスは、ご利用いただく障がい者の方々はもちろん、従業員、取引

先、株主等、当社グループに関わるすべてのステークホルダーに対して当社グループが提供できる付加価値そのも

のであり、当社グループの存在意義でもあると認識しております。これらを踏まえ、当社グループはコーポレート

ガバナンスを「経営理念を実践し、中長期的に社会から信用されることを念頭に、健全性を維持しながら持続的に

企業価値を向上させていくための最も重要な仕組み」であると定義しております。

　当社グループは、現状、サステナビリティに関する基本方針を定めておらず、サステナビリティ関連のリスク及

び機会をその他経営上のリスク及び機会と一体的に監視・管理しております。「リスク・コンプライアンス管理規

程」に基づき、代表取締役を委員長とする「リスク・コンプライアンス管理委員会」を設置し、サステナビリティ

関連を含む多様なリスクの把握、評価、対策等を実行し、適切なリスク管理に努めております。

　「リスク・コンプライアンス管理委員会」は、原則四半期に１回定例で開催され、顕在化したリスクやヒヤリハ

ットレベルの事象の把握と対策の検討・実施を定例で行い、必要に応じて取締役会に報告することで、リスク管理

体制の継続的な改善を図っております。

(2）戦略

　当社グループは、事業活動を通じて直面する社会的な課題（障がい者の就労支援、人材の確保・育成など）を重

要な経営課題と捉え、これらの課題への積極的な取り組みこそが、長期的な企業価値向上に繋がると確信しており

ます。

①　すべての利用者の「HAPPY」の追求

　就労支援サービス事業の質の向上と多様化を通じて、利用者の自立と選択肢の拡大に貢献しております。

・「アイビスルールブック」の制定と継続的な改良、全社周知を徹底し、提供サービスの品質維持・向上を図

ります。

・多店舗展開による作業の特色化（軽作業、PCデザイン、クラフト製作、菓子製造・販売、陶芸など）によ

り、利用者が興味を持つことができる作業の選択肢を多く提供しております。

・就労継続支援B型事業と施設外作業所事業を両軸で展開し、一般就労へのステップアップに資する、より実

践的で多様な就労訓練の場を提供しております。

・外部講師による勉強会や研修制度を充実させ、従業員の専門性の向上に努めております。

②　従業員が「HAPPY」に働ける環境づくり

　当社グループの事業の特性上、人に依拠する部分が大きいため、優秀な人財の確保、育成、定着が事業運営の

重要課題です。すべての従業員がモチベーション高く仕事に取り組み、共に成長できる働きやすい環境を整備し

ております。

（人財の確保）

・当社グループの掲げる企業理念に共感し、多様な属性、能力、経験等を持った人材採用を行っております。

・社員それぞれの働き方に合った多様なキャリアパスや人事制度を整備することにより、入社しやすい環境づ

くりに取り組んでおります。

（働きやすい職場環境の整備）

・入社時の社員研修に加え、継続的な実践研修やe-learning、外部講師による研修制度を充実させ、従業員一

人ひとりのスキルアップとキャリアアップに注力しております。

・システム導入による業務負担の軽減、生産性の向上を図り、長時間労働防止施策を徹底しております。

・2025年５月には既存の評価制度の改訂を実施いたしました。評価制度を浸透させるための研修の実施や処遇

への反映、年２回の役員面談を通じて経営層と従業員の意思疎通を図り、持続的な組織の成長につなげられ

るように取り組んでおります。

(3）指標

　　　　当社グループは、(1)ガバナンス・リスク管理及び(2)戦略に掲げた各種取組（「アイビスルールブック」に基づ
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くサービス品質の維持・向上、多店舗展開による作業選択肢の提供、従業員研修の充実や業務負担軽減による職場

環境の整備など）を通じて、利用者が安心して通所できる環境を構築しております。当社グループの事業において

は、利用者が毎日いきいきと通所いただくことが極めて重要な経営指標であると考え、これらのサステナビリティ

に関する取組の成果を示す指標として「利用者の通所率」を設定しております。利用者が安心して通所できる環境

整備の達成度を測る目安として通所率60％を設定しており、当連結会計年度の実績は61.5％となっております。

取得 所轄官庁 許認可名称 許認可内容 有効期限 主な許認可取消事由

当社各事業所 厚生労働省
指定障害福祉サー

ビス

障害者総合支援法の就

労継続支援B型
６年毎の更新

障害者総合支援法第50条

（指定の取消等）

３【事業等のリスク】

　以下において、当社グループの事業展開その他に関してリスク要因と考えられる主な事項を記載しております。

　当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の適切な対応に努め

る方針ですが、当社株式に関する投資判断は、以下の事項及び本項以外の記載事項を慎重に検討した上で行われる必

要があると考えております。

　また、文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものであり、実際の結果とは

異なる可能性があります。

　なお、当社グループのリスク管理体制につきましては 「４　コーポレートガバナンスの状況等　（１）　コーポ

レートガバナンスの概要に記載の通りであります。

(1）法的規制等について（発生可能性：中、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

　当社グループは、事業活動を行う上で、「障害者総合支援法」等様々な法規制の適用を受けております。

　当社グループでは、法令・諸規則遵守の強化を図るため内部管理体制の整備・強化に努めておりますが、今後、

これらの法律の改廃、法的規制の新設、適用基準の変更等がなされた場合、また、何らかの事情により法律に抵触

する事態が生じた場合には、当社グループの事業展開及び業績に影響を与える可能性があります。

　とりわけ当社グループの事業モデルは、国からの報酬を主な収益源としており、３年ごとに実施される障害福祉

サービスの報酬改定にて下方の改定が行われた場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

　また、障害福祉サービスの各事業所は、都道府県知事、政令指定都市市長又は中核市市長から設置の指定（６年

ごとの更新）を受けるものであり、指定には人員、設備及び運営に関する基準が規定されており、これらの規定に

従って営業する必要があります。

　当社グループの提供する就労支援事業に必要な指定・許認可は、以下の通りです。

　障害福祉サービスの指定は事業所単位で取得しており、法人全体として組織的な不正が認められるといった場合

を除き、指定の取消等についても事業所毎に検討されます。現時点において、当社グループの運営する障害福祉サ

ービス事業所に指定取消や営業停止は発生しておりませんが、今後何らかの原因によりこれらの指定が取り消され

た場合や営業停止となった場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

　特に、各事業所には指定を受ける際に、「障害者総合支援法」では省令「障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準」において、

報酬に係る算定基準を定め、指定承認を受けることとなりますが、施設運営を継続する中で、配置基準や施設運営

職員の役割に応じて、加算または減算となることがあります。よって、指定時には満たしていた要件であっても、

施設運営や会社経営による事情から当該要件が満たせなくなった場合、各事業所または会社全体で減算となり、当

社グループの業績に影響を与える可能性があります。

　また、厚生労働省の通知「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉

サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項

について」にて、定員超過やサービス管理責任者欠如減算等、報酬の減算対象がそれぞれ明記されておりますが、

各都道府県知事は減算の対象となる事案については指導すること、また、指導に従わない場合には、指定の取消し

を検討すると定められており、その運用は各自治体に委ねられております。

　当社グループでは、上記の省令や通知事項等を遵守し、細心の注意を払っておりますが、今後、国による制度、

各自治体の運用方針や通知事項が変更された場合には、これまで通りの運営が困難となり、当社グループの業績に

影響を与える可能性があります。

　また、当社グループが展開する古物卸売事業は古物営業法の規制を受けており、都道府県公安委員会の許可のも

と事業を行っております。当社グループでは法令を遵守し、盗品等の混入防止や本人確認手続き等の徹底に努めて

おりますが、万一、法令違反等により営業停止や許可取消等の行政処分を受けた場合、ならびに将来的な規制強化

等により遵守コストが著しく増加した場合には、当社グループの業績及び財務状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。
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(2）人材の確保について（発生可能性：中、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

　当社グループの就労継続支援B型事業や関連する障害福祉事業は、お客様や利用者に対する直接的なサービス提

供が主であり、また障害者総合支援法に基づき、有資格者の配置を含む一定の人員基準及び設備基準が定められて

いるため、今後の事業展開に応じた優秀な人材の持続的な確保及び育成が必要となっております。当社グループで

は幅広い採用活動を行うとともに、社内研修の充実等により人材の確保及び育成に努めておりますが、他社からの

引き抜き等により人材の確保が今後の事業展開の速度に対応できない場合には、当社グループの業績に影響を与え

る可能性があります。

(3）事業所展開について（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：低）

　当社グループでは、お客様や利用者が利用しやすい立地条件、事業所の採算性等を総合的に勘案し新規事業所開

設を行っていく方針としております。しかしながら、当社グループの新設条件に合致する物件が見つからなかった

場合や、工事や人材確保等の遅れにより開設が遅延した場合、当初計画通りに新規事業所開設ができなくなり、当

社グループの業績に影響を与える可能性があります。

(4）個人情報の保護について（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：高）

　当社グループの就労支援事業においては、利用者の氏名、住所、連絡先等の情報を保持しております。これら顧

客の個人情報の取扱いについては厳重に管理し、万全を期しておりますが、万が一漏洩するようなことがあった場

合、顧客からだけでなく、広く社会的な信用を失墜することとなり、事業所の許認可及び指定に影響が出る等、当

社グループの業績に影響を与える可能性があります。

(5）自然災害について（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：高）

　当社グループは、愛知県に本部機能、就労継続支援B型事業所、施設外作業所を有しており、これらの拠点は南

海トラフ巨大地震防災対策推進地域に指定されております。巨大地震が発生し、津波、火災や水害などの被害を受

けた場合は、利用者や従業員、建物などに被害が及ぶ可能性があります。その場合、当社グループの業績に影響を

与える可能性があります。

(6）訴訟等について（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

　当社グループでは、現在までのところ訴訟の実績はありません。しかしながら、利用者が事業所を利用している

際の事故等により生じた損害について、当社グループの過失責任を問う訴訟が係属し、当社グループの責任が認め

られた場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

(7）運営施設の事故等（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

　当社グループは、施設運営において、お客様や利用者の安全を確保する体制を整備していることから、これまで

業績に多大な影響を与えるような事故等は発生しておりません。しかしながら、万が一運営施設において重大な事

故等が発生した場合、所管する自治体等からの業務停止命令や訴訟及び風評被害等による多数の利用者減少によ

り、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

(8）風評等の影響について（発生可能性：中、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

　当社グループの事業はお客様及び利用者、そのご家族、行政機関や医療機関等の関係機関、就労先や取引先等の

企業、地域社会の皆様との連携の上に成り立っております。当社グループの従業員には引き続き、企業理念やコー

ポレートミッションの浸透及び高いコンプライアンス意識の保持のための社内研修を実施してまいります。しかし

ながら、当社グループの従業員の不祥事等何らかの事象の発生や、当社グループに対して不利益となる情報や風評

が流れた場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

(9）感染症について（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：高）

　感染症について、従業員において検温や手洗い・うがい、アルコール消毒等の感染予防の徹底を行っております

が、利用者や取引先等の間で感染が拡大した場合、新規利用者の受入停止や事業所の営業自粛等により、当社グル

ープの業績に影響を与える可能性があります。
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(10）食品衛生関連事項について（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

　当社グループは、食品衛生法に基づき、所管保健所から菓子製造許可を取得するとともに、小売、小分け作業の

届出をしており、食品の製造・小売・小分け作業を行う全ての施設に食品衛生責任者を配置しております。また、

各施設では施設運営管理規程に基づき衛生や品質に対する管理を徹底しております。しかしながら、万が一、食中

毒が発生した場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

(11）競合について（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：高）

　当社グループが属する障害福祉サービス業界は、提供サービスが人材の質に左右される傾向の強い業種であり、

当社グループは、当社グループのミッションに強く共感している人材を積極的に採用することで、競合他社との差

別化を図っております。しかしながら、本書提出日以降において、さらなる競合他社の事業拡大や新規参入等があ

る場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

(12）固定資産の減損会計について（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

　当社グループは、すでに固定資産の減損会計を適用しておりますが、今後当社グループが保有する固定資産を使

用する事業所の業績が悪化し、回復が見込まれない場合や、固定資産の市場価格が著しく低下した場合には、当該

固定資産について減損損失を計上することにより、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

(13）特定人物への依存について（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：低）

　当社の代表取締役社長である永江榮司は当社グループの創業者であり、当社グループの経営方針や経営戦略の立

案及び決定において重要な役割を果たしております。当社グループはノウハウの共有、人材の獲得及び育成等によ

り組織体制の強化を図り、同氏に過度に依存しない経営体制の構築を進めてまいります。しかしながら、不測の事

態により同氏の当社グループにおける職務執行が困難となった場合には当社グループの今後の事業展開、業績に影

響を与える可能性があります。

(14）減配及び無配のリスクについて（発生可能性：中、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

　当社グループでは、業績・財務状況及び事業環境等を総合的に勘案し、安定的かつ継続的な配当を行うことを基

本方針としております。しかしながら中長期的な視点から、財務体質の強化と持続的な事業拡大の投資を目的とし

た内部留保の充実のために、配当の減少もしくは配当未実施の可能性があります。

(15）情報システム障害について（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：高）

　当社グループは、請求業務やERPにおいて、様々なシステムを利用しています。サーバーダウン等のシステム障

害が生じた場合には、別の支援サービスを提供する等の対策をとっておりますが、当該システム障害が長期にわた

る場合には、利用者等へ支援サービス提供が困難になり、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

(16）中古品等販売事業に係るリスクについて（発生可能性：中、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

　当社の子会社である株式会社スマイルライフは、中古品等販売事業において特定の仕入先に依存しているため、

安定的な取引関係の維持に努めているものの、仕入量や仕入価格を当社グループ側でコントロールできない面が存

在します。仕入れた中古品等を古物市場やネット通販サイトにて販売する場合、一時的に在庫が生じ、需要の予測

が困難な市場環境の変化や販売動向の急変動等が生じた場合、当社グループの意図しない過剰在庫や滞留在庫が発

生する可能性があり、保管管理コストの増加や滞留・評価切り下げに伴う処分損失が生じるほか、在庫資産への資

金拘束によるキャッシュ・フローの悪化を招き、当社グループの経営成績及び財務状態に影響を与える可能性があ

ります。

　また、株式会社スマイルライフは、当該仕入先との継続的な仕入取引を確保するため、保証金を預託しておりま

すが、当該仕入先の財務状態の悪化や経営破綻等が生じた場合、保証金の全部または一部が回収不能となり、当社

グループの業績及び財務状態に重大な影響を及ぼすリスクがあります。

　さらに、株式会社スマイルライフは、施設外作業所として中古品等販売事業に係る一連の作業を当社グループに

業務委託しており、当社グループの利用者工賃の向上につながっております。株式会社スマイルライフの業績等の

悪化が生じた場合、当社グループにおいて利用者工賃の確保が困難になり、当社グループの経営成績及び財務状態

に重大な影響を与える可能性があります。

(17）新株予約権の行使によるリスクについて（発生可能性：低、発生時期：新株予約権行使時、影響度：低）

　当社グループでは、役員及び従業員に対するインセンティブを目的として、当社の新株予約権（以下、「ストッ

クオプション」という。）を付与しておりますが、これらのストックオプションが権利行使された場合、当社株式

が新たに発行され、既存の株主が有する株式の価値及び議決権割合が希薄化する可能性があります。
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2024年10月期 2025年10月期

総資産額（千円） 571,057 736,830

有利子負債合計（千円） 313,891 418,281

有利子負債依存度（％） 55.0 56.8

(18）有利子負債の依存度について（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

　当社グループでは、営業活動の運転資金を主として金融機関からの借入等により調達しているため、総資産額に

占める有利子負債の割合は高い水準にあります。このため、当社グループの経営成績は将来の金利変動により影響

を受ける可能性があります。

　有利子負債依存の状況は、次の通りであります。
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４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績等の状況の概要

　当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下

「経営成績等」という。）の状況の概要は次の通りであります。

①　財政状態の状況

第６期連結会計年度（自　2024年11月１日　至　2025年10月31日）

（資産）

　流動資産は、前連結会計年度末に比べて85,740千円増加し、433,730千円となりました。

　これは主として、売掛金が43,155千円、現金及び預金が35,986千円増加したこと等によるものでありま

す。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べて80,033千円増加し、303,100千円となりました。

　これは、関連会社株式が32,926千円減少したものの、差入保証金が58,223千円、長期貸付金が27,272千円

増加したこと等によるものであります。

　以上の結果、資産合計は、前連結会計年度末に比べて165,773千円増加し、736,830千円となりました。

（負債）

　流動負債は、前連結会計年度末に比べて140,090千円増加し、290,797千円となりました。

　これは、短期借入金が100,000千円、１年内返済予定の長期借入金が14,103千円、未払金が17,939千円増

加したこと等によるものであります。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べて9,601千円減少し、284,755千円となりました。

　これは主として、長期未払金が4,600千円増加したものの、長期借入金が15,513千円減少したこと等によ

るものであります。

　以上の結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて130,488千円増加し、575,552千円となりました。

（純資産）

　純資産は、前連結会計年度末に比べて35,284千円増加し、161,277千円となりました。

　これは、親会社株主に帰属する当期純利益35,284千円を計上したことによるものであります。

第７期中間連結会計期間（自　2025年11月１日　至　2026年４月30日）

（資産）

　流動資産は、前連結会計年度末に比べて153,632千円増加し、587,362千円となりました。

　これは、現金及び預金が131,386千円、商品が30,486千円増加したこと等によるものであります。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べて20,688千円増加し、323,789千円となりました。

　これは、建物及び構築物（純額）が4,019千円、車両運搬具（純額）が2,383千円減少したものの、差入保

証金が33,306千円増加したこと等によるものであります。

　以上の結果、資産合計は、前連結会計年度末に比べて174,321千円増加し、911,151千円となりました。

（負債）

　流動負債は、前連結会計年度末に比べて39,747千円増加し、330,544千円となりました。

　これは主として、１年内返済予定の長期借入金が29,874千円増加したこと等によるものであります。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べて102,494千円増加し、387,250千円となりました。

　これは主として、長期借入金が103,038千円増加したこと等によるものであります。

　以上の結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて142,241千円増加し、717,794千円となりました。

（純資産）

　純資産は、前連結会計年度末に比べて32,079千円増加し、193,357千円となりました。

　これは、親会社株主に帰属する中間純利益32,079千円を計上したことによるものであります。
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②　経営成績の状況

第６期連結会計年度（自　2024年11月１日　至　2025年10月31日）

　当連結会計年度におけるわが国経済は、ポスト・コロナの状況が定着し、経済活動のさらなる正常化に向け

た動きが継続しました。しかしながら、世界各地での地政学的な緊張の長期化に加え、エネルギーや原材料価

格の高騰、急速な円安の進行等が相まって、物価の上昇傾向が続き、経済の先行きについては依然として不透

明な状況が続いております。障害者福祉の分野においては、「地域共生社会」の実現に向けた取り組みが加速

しており、特に、障がいのある方々が地域で自立した生活を送り、活躍できるための就労支援の重要性が一段

と高まっております。一方で、障害福祉サービス事業所の人材確保の困難さ、物価高騰に伴う運営コストの上

昇は、事業経営における大きな課題として顕在化しており、より効率的かつ質の高いサービスの提供体制の構

築が求められております。

　このような環境のもと、当社グループは就労継続支援B型事業及び施設外作業所事業において、2024年４月

に実施された報酬改訂の影響が当期を通じて顕在化しており、全体的には報酬単価や加算項目において当社グ

ループにプラスに寄与する結果となり、売上高は堅調に推移いたしました。一方で、将来の収益基盤強化に向

けた戦略的投資として人件費、設備投資等の諸経費が先行して発生いたしました。

　以上の結果、当連結会計年度における売上高は1,094,078千円（前期比22.3％増）、営業利益は40,651千円

（前期比61.4％増）、経常利益は45,761千円（前期比78.9％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は35,284

千円（前期は2,511千円の親会社株主に帰属する当期純利益）となりました。

　なお、当社グループは就労支援サービス事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略して

おります。

第７期中間連結会計期間（自　2025年11月１日　至　2026年４月30日）

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善に支えられ、緩やかな回復基調を維持い

たしました。しかしながら、中東情勢の緊張が急速に高まったことで、原油やエネルギー価格の急騰、物流網

の混乱が生じるなど、景気の下振れリスクが意識されました。

　障害者福祉分野におきましては、2024年４月の障害福祉サービス等報酬改定から２年が経過し、新制度への

対応や効率的な事業運営の確立が本格化する重要な局面となりました。しかし、2026年の春季生活闘争におけ

る３年連続５％超の歴史的な賃上げや、産業界全体での深刻な人手不足を背景に、福祉人材の確保・定着に向

けた競争は一段と激化しております。加えて、エネルギー価格や物価の上昇に伴う事業運営コストの高騰も続

いており、総じて先行き予断を許さない経営環境で推移いたしました。

　このような環境のもと当社グループでは、主軸となる就労継続支援B型におきまして、手厚い支援員の配置

とより質の高い支援をもとに、月間における１日当たり利用者数のアベレージが目標としておりました300名

超を達成する等、拡大する就労支援ニーズに幅広く対応できる事業所を展開してまいりました。

　以上の結果、当中間連結会計期間における売上高は689,920千円、営業利益は44,602千円、経常利益は

47,952千円、親会社株主に帰属する中間純利益は32,079千円となりました。

　なお、当社グループは就労支援サービス事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略して

おります。
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③　キャッシュ・フローの状況

第６期連結会計年度（自　2024年11月１日　至　2025年10月31日）

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べて

35,986千円増加し、203,689千円となりました。

　当連結会計年度末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次の通りであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は25,276千円（前期は9,102千円の獲得）となりました。これは主に、売上

債権の増加額29,260千円、仕入債務の減少額17,398千円等により資金が減少した一方、税金等調整前当期純

利益の計上55,218千円に加え、減価償却費の計上20,626千円、未払金の増加額23,183千円等により資金が増

加したことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は87,680千円（前期は129,278千円の使用）となりました。これは主に、連

結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出45,655千円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却

による支出17,573千円、有形固定資産の取得による支出11,986千円等により資金が減少したことによるもの

であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果獲得した資金は98,390千円（前期は75,621千円の獲得）となりました。これは、長期借入

金の返済による支出36,410千円等により資金が減少した一方、短期借入れによる収入100,000千円、長期借

入れによる収入35,000千円により資金が増加したことによるものであります。

第７期中間連結会計期間（自　2025年11月１日　至　2026年４月30日）

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

て131,386千円増加し、335,076千円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次の通りであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は34,469千円となりました。これは、棚卸資産の増加額30,486千円等により

資金が減少した一方、税金等調整前中間純利益の計上48,043千円に加え、減価償却費の計上10,701千円、仕

入債務の増加額8,764千円等により資金が増加したこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は35,394千円となりました。これは主として差入保証金の差入による支出

33,883千円、有形固定資産の取得による支出3,652千円等により資金が減少したこと等によるものでありま

す。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果獲得した資金は132,312千円となりました。これは、長期借入金の返済による支出27,088

千円により資金が減少した一方、長期借入れによる収入160,000千円により資金が増加したこと等によるも

のであります。

④　生産、受注及び販売の実績

ａ．生産実績

　当社グループは生産活動を行っていないため、該当事項はありません。

ｂ．受注実績

　当社グループは受注活動を行っていないため、該当事項はありません。
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事業名
当連結会計年度

（自　2024年11月１日
至　2025年10月31日）

前年同期比（％）

就労継続支援B型事業（千円） 991,900 122.0

施設外作業所事業（千円） 88,261 152.9

その他（千円） 13,916 85.9

合計（千円） 1,094,078 122.3

相手先

第５期連結会計年度
（自　2023年11月１日
至　2024年10月31日）

第６期連結会計年度
（自　2024年11月１日
至　2025年10月31日）

第７期中間連結会計期間
（自　2025年11月１日
至　2026年４月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

国民健康保険団体

連合会
700,771 78.3 916,837 83.8 484,484 70.2

ｃ．販売実績

　当連結会計年度における事業別販売実績を示すと、次の通りであります。

　（注）　最近２連結会計年度及び第７期中間連結財務諸表の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に

対する割合は次の通りであります。

(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

　経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次の通りであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において判断したものであります。

①　経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

　第６期連結会計年度（自　2024年11月１日　至　2025年10月31日）

　（売上高）

　　当連結会計年度における売上高は1,094,078千円（前期比22.3％増）となりました。これは主に、就労継続支

援b型事業において利用者数の増加に伴い前期比23.0％増の1,080,162千円となったこと等の結果であります。

　（売上原価及び売上総利益）

　　当連結会計年度における売上原価は705,081千円（前期比24.6％増）となりました。これは主に、利用者数増

加に伴う工賃の増加及び支援員の増員等により労務費が78,002千円の増加（前期比18.5％増）となったこと、事

業所の新規開所による地代家賃の増加等により製造経費が44,402千円の増加（前期比36.8％増）となったこと等

の結果であります。

　　上記により、当連結会計年度における売上総利益は388,996千円（前期比18.4％増）となりました。

　（販売費及び一般管理費、営業利益）

　　当連結会計年度における販売費及び一般管理費は348,345千円（前期比14.8％増）となりました。これは主

に、業績拡大に伴い業務委託費が28,648千円の増加（前期比301.1％増）となったこと、控除対象外消費税の増

加に伴い租税公課が10,183千円の増加（前期比31.6％増）となったこと等の結果であります。

　　上記により、当連結会計年度における営業利益は40,651千円（前期比61.4％増）となりました。

　（営業外損益及び経常利益）

　　当連結会計年度における営業外収益は14,302千円（前期比16.7％増）となりました。これは主に、家賃収入の

増加に伴い不動産収入が3,437千円の増加（前期比625.0％増）となったこと等の結果であります。また、当連結

会計年度における営業外費用は9,192千円（前期比22.5％減）となりました。これは主に、株式会社スマイルラ

イフの業績改善に伴い持分法による投資損失が6,241千円の減少（前期比72.8％減）となったこと等の結果であ

ります。

　　上記により、当連結会計年度における経常利益は45,761千円（前期比78.9％増）となりました。

　（特別損益、法人税等及び親会社株主に帰属する当期純利益）

　　当連結会計年度における特別利益は15,037千円（前期比676.9％増）となりました。これは主に、株式会社ス

マイルライフの連結子会社化に伴い段階取得による差益9,304千円を計上したこと等によるものであります。ま

た、当連結会計年度における特別損失は5,580千円（前期比671.2％増）となりました。これは主に、減損損失
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4,939千円を計上したこと等によるものであります。

　　当連結会計年度における法人税等合計は19,934千円（前期比17.9％減）となりました。

　　上記により、当連結会計年度における親会社株主に帰属する当期純利益は35,284千円（前期は2,511千円の親

会社株主に帰属する当期純利益）となりました。

第７期中間連結会計期間（自　2025年11月１日　至　2026年４月30日）

（売上高）

　　当中間連結会計期間における売上高は689,920千円（前年同期比36.4％増）となりました。これは主に、就労

継続支援b型事業において利用者数の増加に伴い前期比36.1％増の677,400千円となったこと等の結果でありま

す。

　（売上原価及び売上総利益）

　　当中間連結会計期間における売上原価は445,105千円（前年同期比34.0％増）となりました。これは主に、利

用者数増加に伴う工賃の増加及び支援員の増員等により労務費が36,774千円の増加（前年同期比15.5％増）とな

ったこと、業績拡大に伴う外注費の増加等により製造経費が22,469千円の増加（前年同期比30.6％増）となった

こと等の結果であります。

　　上記により、当中間連結会計期間における売上総利益は244,815千円（前年同期比41.1％増）となりました。

　（販売費及び一般管理費、営業利益）

　　当中間連結会計期間における販売費及び一般管理費は200,213千円（前年同期比8.1％増）となりました。これ

は主に、業績拡大に伴い業務委託費が22,435千円の増加（前年同期比164.4％増）となったこと、上場関係に係

る費用の増加に伴い支払報酬料が8,698千円の増加（前年同期比56.7％増）となったこと等の結果であります。

　　上記により、当中間連結会計期間における営業利益は44,602千円（前年同期は営業損失11,722千円）となりま

した。

　（営業外損益及び経常利益）

　　当中間連結会計期間における営業外収益は7,529千円（前年同期比68.6％増）となりました。これは主に、各

種支援金の増加に伴い助成金収入が3,931千円の増加（前年同期比12,482.0％増）となったこと等の結果であり

ます。また、当中間連結会計期間における営業外費用は4,179千円（前年同期比45.1％減）となりました。これ

は主に、株式会社スマイルライフの連結子会社化に伴い持分法による投資損失が未計上（前年同期5,497千円計

上）となったこと等の結果であります。

　　上記により、当中間連結会計期間における経常利益は47,952千円（前年同期は経常損失14,873千円）となりま

した。

　（特別損益、法人税等及び親会社株主に帰属する中間純利益）

　　当中間連結会計期間における特別利益は90千円（前年同期比97.8％減）となりました。これは、車両売却に伴

い固定資産売却益90千円を計上したことによるものであります。また、当中間連結会計期間における特別損失に

ついて該当事項はありません。

　　当中間連結会計期間における法人税等合計は15,963千円（前年同期比24.5％増）となりました。

　　上記により、当中間連結会計期間における親会社株主に帰属する中間純利益は32,079千円（前年同期は親会社

株主に帰属する中間純損失24,166千円）となりました。

②　財政状態の状況に関する認識及び分析・検討内容については、「第２　事業の状況　４　経営者による財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　(1）経営成績等の状況の概要　①　財政状態の状況」をご

参照ください。

③　キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

　キャッシュ・フローの状況の分析については、「第２　事業の状況　４　経営者による財政状態、経営成績及

びキャッシュ・フローの状況の分析　(1）経営成績等の状況の概要　③　キャッシュ・フローの状況」をご参照

ください。

　資金の流動性については、当社グループは、営業活動から得られる自己資金及び金融機関からの借入を資金の

源泉としております。事業所の開設等の設備投資に伴う長期的な資金需要については、金融機関からの長期借入

による調達などを活用して対応しております。運転資金など短期の資金需要については、主として人件費をはじ

めとする販売費及び一般管理費の支払いがこれにあたり、自己資金、金融機関からの長期借入、短期借入を活用
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第５期連結会計年度

（自　2023年11月１日　至　2024年10月31日）

第６期連結会計年度

（自　2024年11月１日　至　2025年10月31日）

実績 達成率（％） 実績 達成率（％）

利用者の登録数（人） 410 100.7 437 100.9

通所率（％） 55.7 92.8 61.5 102.5

平均工賃（円） 34,102 101.9 33,606 98.5

して対応しております。

　なお、当連結会計年度末における有利子負債残高は、412,481千円と前連結会計年度末に比べ、98,590千円増

加しております。

④　重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成して

おります。この連結財務諸表を作成するにあたって、資産、負債、収益及び費用の報告額に影響を及ぼす見積り

及び仮定を用いておりますが、これらの見積り及び仮定に基づく数値は実際の結果と異なる可能性があります。

　連結財務諸表の作成にあたって用いた会計上の見積り及び仮定のうち、重要なものは「第５　経理の状況　１　

連結財務諸表等　(1）連結財務諸表　注記事項　（重要な会計上の見積り）」に記載しております。

⑤　経営方針・経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　　当社グループ経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標は、「第２　事業の状況１　経営方針、

経営環境及び対処すべき課題等　(5)経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等」に記載の通

り、売上高（利用者の登録数、通所率、及び平均工賃）であります。その推移を継続的に管理することで営業活

動における新たな施策の立案を行っております。

　　その結果、当社グループが重視する経営指標は以下の通りとなりました。

    なお、売上高、営業利益の推移実績については、「第２　事業の状況４　経営者による財政状態、経営成績及

びキャッシュ・フローの状況の分析(1)経営成績等の状況の概要」に記載しております。

2026/09/01 11:31:04／26393901_株式会社アイビスホールディングス_有価証券届出書（新規公開）

- 35 -



５【重要な契約等】

（フランチャイズ契約）

　当社の連結子会社である株式会社IBIS東海は、株式会社HUGアイビス（現：株式会社i HUG cheese）が定めた商号

（サービスマークを含む。）並びに経営ノウハウを使用することを目的として、株式会社HUGアイビスとの間でフラ

ンチャイズ契約を締結しております。

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

第６期連結会計年度（自　2024年11月１日　至　2025年10月31日）

　重要な設備の投資・除却又は売却はありません。

第７期中間連結会計期間（自　2025年11月１日　至　2026年４月30日）

　重要な設備の投資・除却又は売却はありません。

2025年10月31日現在

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（人）建物及び構

築物
車両運搬具

工具、器具
及び備品

その他 合計

名古屋本部

（名古屋市東区）

名古屋本部ビル内

装工事

（本社機能）

23,804 1,212 4,653 21,880 51,550
5

(1)

事業所名 設備の内容 年間賃借料（千円）

名古屋本部 名古屋本部ビル（本社機能） 6,545

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次の通りであります。

(1）提出会社

　（注）１．現在休止中の主要な設備はありません。

２．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パート・アルバイトを含み、人材会社からの派遣社員は除く）

は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

３．当社グループは、就労支援サービス事業の単一セグメントであるため、セグメントの名称については記載を

省略しております。

４．上記の他、連結会社以外から賃借している設備の内容は、下記の通りであります。

５．「その他」の欄は、土地、ソフトウエアであります。
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2025年10月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（人）建物及び構

築物
車両運搬具

工具、器具
及び備品

その他 合計

㈱IBIS東海

本社

（名古屋市

東区）

内装工事他 27,120 333 8,721 1,587 37,763
91

(35)

㈱関東IBIS

本社

（東京都千

代田区）

内装工事 3,427 － － － 3,427
5

(0)

㈱九州IBIS

本社

（福岡県博

多市博多

区）

備品 － － 87 － 87
5

(0)

㈱スマイル

ライフ

本社

（名古屋市

東区）

内装工事他 3,398 4,030 1,679 74 9,183
3

(1)

会社名 事業所名 設備の内容 年間賃借料（千円）

㈱IBIS東海
アイビス上前津他

12施設
就労継続支援B型施設 51,180

㈱関東IBIS アイビス文京 就労継続支援B型施設 5,166

㈱九州IBIS アイビス福岡舞鶴 就労継続支援B型施設 7,358

㈱スマイルライフ
菊井施設外作業所

他１施設
施設外作業所 2,700

(2）国内子会社

　（注）１．現在休止中の主要な設備はありません。

２．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パート・アルバイトを含み、人材会社からの派遣社員は除く）

は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

３．子会社は、就労支援サービス事業の単一セグメントであるため、セグメントの名称については記載を省略し

ております。

４．上記の他、連結会社以外から賃借している設備の内容は、下記の通りであります。

５．「その他」の欄は、ソフトウエア及び営業権の合計であります。

３【設備の新設、除却等の計画】（2026年７月31日現在）

(1）重要な設備の新設

　該当事項はありません。

(2）重要な設備の除却等

　該当事項はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 7,192,000

計 7,192,000

（注）2026年７月15日開催の取締役会決議により、2026年８月１日付で株式分割に伴う定款変更が行われ、発行可能株式

総数3,596,000株増加し、7,192,000株となっております。

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行数（株）
上場金融商品取引所名又は登録
認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 1,798,000

東京証券取引所

（TOKYO PRO Market）

福岡証券取引所

（Fukuoka PRO Market）

単元株式数

100株

計 1,798,000 － －

②【発行済株式】

（注）2026年７月15日開催の取締役会決議により、2026年８月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っ

ております。これにより発行済株式総数は899,000株増加し、1,798,000株となっております。

　決議年月日 2025年１月30日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役１名

新株予約権の数（個） 500

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）
50,000〔100,000〕

(注）３

新株予約権の行使時の払込金額（円）
1,300〔650〕

（注）２、３

新株予約権の行使期間
自　2027年３月15日

至　2035年３月14日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　　　1,300〔650〕

資本繰入額　　　　　　  650〔325〕

（注）２、３

新株予約権の行使の条件 （注）１

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締

役会の承認を要するものとする。

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を導入しております。当該制度は、会社法に基づき、

新株予約権を発行する方法によるものであります。当該制度の内容は、以下の通りであります。

第１回新株予約権（2025年１月30日定時株主総会決議）

　※当事業年度の末日（2025年10月31日）における内容を記載しております。最近事業年度の末日から提出日の前月末

（2026年８月31日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を〔　〕内に記載してお

り、その他の事項については当事業年度末日における内容から変更はありません。
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（注）１　本新株予約権の行使の条件

(1）本新株予約権者は、本新株予約権を取得した時点において当該本新株予約権者が当社の取締役等の役員又

は使用人である場合は、本新株予約権の取得時から権利行使時まで継続して、当社の取締役等の役員又は

使用人のいずれかの地位にあることを要する。但し、当社取締役会が正当な理由があるものと認めた場合

にはこの限りではない。

(2）本新株予約権者が権利行使期間中に死亡した場合、その相続人は本新株予約権を行使することができな

い。

(3）本新株予約権者は、次の各号のいずれかに該当する事由が生じた場合には、本新株予約権を行使すること

ができない。但し、以下の①、③、⑨号の場合を除き、当社取締役会が合理的に別段の取扱いを行うこと

について賛成した場合にはこの限りではない。

①　禁錮刑以上の刑に処せられた場合

②　当社と競合する業務を営む会社を直接若しくは間接に設立し、又は当該会社の取締役等の役員若しく

は使用人に就任する等、名目を問わず当社と競業した場合（但し、当社の書面による事前の承認を得

た場合を除く。）

③　法令違反その他不正行為により、当社の信用を損ねた場合

④　差押、仮差押、仮処分、強制執行若しくは競売の申立てを受け、又は公租公課の滞納処分を受けた場

合

⑤　支払停止若しくは支払不能となり、又は振出し若しくは引き受けた手形若しくは小切手が不渡りにな

った場合

⑥　破産手続開始、民事再生手続開始その他これらに類する手続開始の申立てがあった場合又は自らこれ

を申し立てた場合

⑦　就業規則に違反し、懲戒処分を受けた場合

⑧　役員として果たすべき忠実義務等に違反した場合

⑨　反社会的勢力又は反市場勢力に該当する疑いのある場合並びに過去５年以内にこれらに該当した疑い

のある場合

(4）本新株予約権者の新株予約権の行使に係る権利行使価額の年間（１月１日から12月31日まで）の合計額

は、3,600万円を超えてはならない。

　（注）２　組織再編行為の際の本新株予約権の取扱い

当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分

割会社となる場合に限る。）、株式交換又は株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）

（以下総称して「組織再編行為」という。）をする場合、組織再編行為の効力発生日の直前において残存す

る本新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）を保有する本新株予約権者に対し、それぞれの場合に

応じて会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の

新株予約権を以下の条件に基づき交付する。この場合においては、残存新株予約権は消滅するものとする。

但し、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収

分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限る。

(1）交付する再編対象会社の新株予約権の数

本新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数又はその算定方法

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、下記※に準じて目的となる株式の数につき合理的な調整がなされ

た数とする。

※本新株予約権の目的である株式の種類及び数

本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、本新株予約権１個当たりの目的たる株式

の数（以下「付与株式数」という。）は200株とする。但し、本新株予約権の割当日後、当社が当社

普通株式につき株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下同じ。）又は株式併合を行う

場合、次の算式により付与株式数を調整する。但し、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点

で権利行使されていない本新株予約権の付与株式数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数

が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割又は株式併合の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が必要と認めた場合、当社は、合理的な範囲で付与株式数の調

整を行うことができるものとする。
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調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

株式分割又は株式併合の比率

既発行株式数＋

新規発行・処分株式数×
１株当たりの
払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
時価

既発行株式数＋新規発行・処分株式数

(4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、下記※１及び下記※２に準じて行使価額につき合理的な調整がな

された額に、上記第(3)号に従って決定される当該新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数を

乗じて得られる金額とする。

※１　本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

①　各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額に付与株式数

を乗じた額とする。

②　本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の額（以下「行使価額」

という。）は、当初金1,300円とする。

※２　行使価額の調整

①　当社が、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場

合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとす

る。

②　当社が、本新株予約権の割当日後、時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場

合（新株予約権の行使による新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株式の移

転の場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は

切り上げるものとする。

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から、当社が保有する

自己株式数を控除した数とする。

③　本新株予約権の割当日後、当社が必要と認めた場合、当社は、合理的な範囲で行使価額を調整す

ることができるものとする。

(5）新株予約権を行使することができる期間

本新株予約権を行使することができる期間の開始日※と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅

い日から、本新株予約権を行使することができる期間の満了日※までとする。

※本新株予約権の付与決議後２年を経過した日から10年を経過する日まで（但し、最終日が銀行営業日

でない場合にはその前銀行営業日まで）

(6）新株予約権の行使の条件

（注）１　本新株予約権の行使の条件に準じて決定する。

(7）新株予約権の取得事由及び取得条件

下記※に準じて決定する。

※本新株予約権の取得

①　当社が消滅会社となる合併契約の議案又は当社が完全子会社となる株式交換契約の議案若しくは

株式移転計画の議案につき当社の株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は当該

議案につき当社取締役会が決議した場合）又は株主から当該株主総会の招集の請求があった場合

において、当社は、当社取締役会が別途取得する日を定めた場合は、当該日が到来することをも

って、本新株予約権の全部を無償で取得する。ただし、当社取締役会が有償で取得すると決定し

た場合には当社取締役会が定めた金額で本新株予約権の全部を有償で取得することができる。

②　当社は、本新株予約権者が第11項に基づき権利行使の条件を欠くこととなった場合又は本新株予

約権者が本新株予約権を放棄した場合は、当社は、当社の取締役会が別途定める日の到来をもっ

て、当該本新株予約権を無償で取得することができる。

③　当社は、当社取締役会が別途取得する日を定めた場合は、当該日が到来することをもって、本新

株予約権の全部又は一部を無償で取得する。なお、本新株予約権の一部を取得する場合は、当社

取締役会の決議によりその取得する本新株予約権の一部を定める。
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(8）新株予約権の譲渡制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認（再編対象会社が取締役会設

置会社でない場合は株主総会）を要するものとする。

(9）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

下記※に準じて決定する。

※本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備金

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第17条の定め

るところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端

数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額

より増加する資本金の額を減じた額とする。

(10）その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

　（注）３　2026年７月15日開催の取締役会決議により、2026年８月１日を効力発生日として普通株式１株につき２株の

株式分割を実施いたしました。これにより「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数」、「新株予約権の行

使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整され

ております。

②【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

③【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2021年６月30日

（注）１．
8,000 8,990 40,000 49,900 40,000 40,000

2023年１月31日

（注）２．
890,010 899,000 － 49,900 － 40,000

2026年８月１日

（注）３．
899,000 1,798,000 － 49,900 － 40,000

（３）【発行済株式総数、資本金等の推移】

　（注）１．有償第三者割当（債務の株式化による募集株式の発行）

割当先　　株式会社旺司ライフワーク

発行価格　　　10,000円

資本組入額　　 5,000円

２．株式分割（１：100）によるものです。

３．株式分割（１：２）によるものです。
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2026年７月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － － － 5 － － － 5 －

所有株式数（単元） － － － 8,990 － － － 8,990 －

所有株式数の割合

（％）
－ － － 100 － － － 100 －

2026年８月１日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － － － 5 － － － 5 －

所有株式数（単元） － － － 17,980 － － － 17,980 －

所有株式数の割合

（％）
－ － － 100 － － － 100 －

（４）【所有者別状況】

（注）当社は、2026年７月15日開催の取締役会決議により、2026年８月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分

割を行いました。なお、2026年８月１日現在の所有者別状況は以下の通りであります。

2026年７月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 899,000 8,990

権利内容に何ら限定の

ない、当社における標

準となる株式であり、

単元株式数は100株で

あります。

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 899,000 － －

総株主の議決権 － 8,990 －

（５）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（注）当社は、2026年７月15日開催の取締役会決議により、2026年８月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分

割を行いました。なお、2026年８月１日現在の発行済株式は以下の通りであります。
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2026年８月１日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,798,000 17,980

権利内容に何ら限定の

ない、当社における標

準となる株式であり、

単元株式数は100株で

あります。

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 1,798,000 － －

総株主の議決権 － 17,980 －

②【自己株式等】

　該当事項はありません。

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　該当事項はありません。
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３【配当政策】

　当社は、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、株主の皆様への利益還元を経営

の重要課題の一つとして位置付けております。

　これまでは、当社が成長拡大の過程にあることから、内部留保の充実を図り、事業拡大のための投資等に充当する

ことが、企業価値向上ひいては株主の皆様に対する最大の利益還元に繋がるものと考え、配当を実施しておりません

でした。

　しかしながら、近年の堅調な業績推移及び財務基盤の安定性を勘案し、今後の成長投資に必要な資金を確保しつ

つ、株主の皆様への直接的な利益還元を両立させることが可能と判断し、2026年10月期より剰余金の配当を実施する

ことといたしました。

　なお、剰余金の配当を行う場合、年１回の期末配当を基本方針としており、期末配当の決定機関は株主総会となっ

ております。また、当社は、取締役会の決議に基づき毎年４月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨を

定款に定めております。

４【コーポレートガバナンスの状況等】

（１）【コーポレートガバナンスの概要】

①　コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、経営理念を実践する過程において、健全性を維持しながら企業価値を継続的に増大させることで、株

主の皆様やお客様をはじめとするステークホルダーから信頼される企業であり続けられると考えております。持

続的な企業価値の向上のためには、経営の公正性・透明性を確保し、経営環境の変化に的確に対処し、迅速な意

思決定を行うための組織体制の整備や経営の執行及び監督機能の充実を図り、適切な情報の開示と説明責任の遂

行に努めることが重要であり、コーポレートガバナンスの一層の充実に努めてまいります。

②　会社の機関の内容

イ．取締役会

　当社の取締役会は、代表取締役社長の永江榮司を議長とし、加藤咲江（取締役）、猪田寛生（取締役）、坂

井朗（社外取締役）、夏目勝博（取締役常勤監査等委員）、岩田修一（社外取締役監査等委員）、堀田崇（社

外取締役監査等委員）の７名で構成されております。

　取締役会は、法令、定款及び株主総会決議に基づき、職務権限規程、取締役会規程その他の当社諸規程等の

会社運営の基礎となる諸基準を整備し、取締役の職務執行の適正性及び効率性を確保しております。なお、定

例取締役会が毎月１回、その他必要に応じて臨時取締役会が開催され、新規上場に関する事項や経営方針、事

業計画など経営に関する重要事項の審議及び意思決定並びに監督を行っております。
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ロ．監査等委員会

　当社は2026年１月29日の定時株主総会において監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行しており

ます。常勤監査等委員（取締役）である夏目勝博を委員長とし、監査等委員（社外取締役）岩田修一及び監査

等委員（社外取締役）堀田崇の３名で構成されております。各監査等委員である取締役は監査等委員会を毎月

１回開催するほか、取締役会に出席して取締役の職務執行を監督し、客観的かつ公平な観点から意見陳述を行

っております。

ハ．会計監査人

　当社は2026年１月29日の定時株主総会において監査等委員会設置会社に移行し、会計監査人として監査法人

コスモスを選任しております。また当社は、監査法人コスモスと監査契約を締結し、独立した立場から株式会

社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例」第128条第３項の規定及び証券会

員制法人福岡証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例」第127条第３項の規定に基

づき監査を受けております。なお、2025年10月期において監査を執行した公認会計士は小室豊和氏、杉江明俊

氏の２名であり、いずれも継続監査年数は７年以内であります。また当該監査業務にかかる補助者は公認会計

士10名、その他４名であります。

　なお、当社と監査に従事する公認会計士及びその補助者との間には特別の利害関係はありません。

ニ．指名報酬諮問委員会

　当社の指名報酬諮問委員会は、監査等委員（社外取締役）岩田修一を委員長とし、代表取締役社長永江榮

司、子会社取締役永江伸崇、社外取締役坂井朗、監査等委員（社外取締役）堀田崇の５名で構成されておりま

す。役員等の選任又は解任、役員報酬の改定等、経営上、特に重要な決定事項について議論をし、取締役会に

諮問・意見答申することで、取締役会を監督しております。

ホ．経営会議

　当社では、取締役会の決定に基づき、グループ全体の経営執行の基本方針、基本計画その他経営に関する重

要事項の審議および決裁を図るとともに、取締役会へ上程すべき業務に関する重要事項を審議・検討すること

を目的とし、経営会議を設置しております。本会議は、代表取締役社長永江榮司を議長とし、加藤咲江（取締

役）、猪田寛生（取締役）、夏目勝博（取締役常勤監査等委員）及びグループ会社の業務執行取締役で構成さ

れており、原則として毎月２回開催しております。

ヘ．リスク・コンプライアンス管理委員会

　当社は「リスク・コンプライアンス管理委員会」を設置し、当社グループの中長期的なリスクマネジメント

戦略の策定、サステナビリティ関連課題を含む全社的な課題と対応策の検討、各子会社のコンプライアンス推

進体制とクライシス対応体制の確立及びコンプライアンス推進状況の確認・監督等を行っております。本委員

会は、代表取締役社長永江榮司を委員長とし、加藤咲江（取締役）、猪田寛生（取締役）、夏目勝博（取締役

常勤監査等委員）及びグループ会社の業務執行取締役で構成されており、原則として四半期に１回開催してお

ります。

③　内部統制システムの整備の状況

　当社は、適正な業務執行のための体制を整備し、運用していくことが重要な経営の責務であると認識し、以下

の内部統制システムを構築しております。

イ．取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・株式会社アイビスホールディングス及び関係会社（以下「グループ会社」という。）のコンプライアンスの

取組みに関わる基本事項を「リスク・コンプライアンス管理規程」に定め、グループ会社の取締役及び使用

人が法令・定款等を遵守することを徹底する。

・「監査等委員会設置会社」として、監査等委員が独立した立場から、グループ会社の内部統制システムの構

築・運用の状況を監視し検証し、グループ会社の取締役及び使用人の職務執行を監査する。

・社長直属の内部監査室が、監査等委員会・会計監査人との連携、協力のもとグループ会社の内部監査を実施

し、内部統制システムが有効に機能しているかを定期的なモニタリングにより確認し業務改善点の指摘を行

い、業務の適法かつ適切な運営と内部管理の徹底を図る。

・グループ会社は「内部通報規程」を定め、組織または個人による不正・違法・反倫理的行為等を速やかに認

識し対処するとともに通報者に対する不利益な取扱いを防止する。

・グループ会社は「反社会的勢力排除規程」を定め、反社会的勢力とは一切関係を持たず、さらに反社会的力

からの不当要求を拒否し、毅然とした態度で臨む。
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ロ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・グループ会社の取締役の職務の執行に係る情報については、法令及び「取締役会規程」並びに「文書管理規

程」に基づき作成・保存するとともに、必要に応じて取締役が閲覧、謄写可能な状態にて管理する。

・グループ会社の情報セキュリティについては、「情報セキュリティ規程」に基づき、情報セキュリティに関

する責任体制を明確化し、保有情報等の適切な活用・保全・運用を行う。

・グループ会社の個人情報については、法令及び「個人情報管理規程」に基づき厳重に管理する。

ハ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・グループ会社のリスク管理と各部署におけるリスク管理の適正化を図るため、「リスク・コンプライアンス

管理規程」を定め、リスク管理に関する全社的推進と必要な情報の共有化を図るためリスク・コンプライア

ンス管理委員会を設置し、リスクに対する対応方針、対応策等を決定する。リスク・コンプライアンス管理

委員会は、四半期に１度以上開催する。

・社長は、リスク及びコンプライアンス管理を経営の基本方針の１つとし、リスク・コンプライアンス管理体

制の整備及び維持並びに向上に努め、リスク・コンプライアンス管理委員会の委員長としている。

・リスク・コンプライアンス管理の実務責任者として管理部長を担当役員としている。

・リスク・コンプライアンス管理の徹底を推進するため、委員長はリスク・コンプライアンス管理推進責任者

を指名し、推進責任者は、委員会が策定した年度計画の各部門への周知徹底を図り、リスクの予防と発生時

の対応、コンプライアンスの徹底と推進ができるよう、必要な助言、指導を行うものとする。

・各部門の責任者は、管理部長及び推進責任者との意見交換や自部門の役職員との情報交換、情報共有を通じ

て、リスク管理を適切に実行するものとする。

ニ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・グループ会社の取締役会の運営につき「取締役会規程」に定め、取締役会を月１回開催し必要に応じて臨時

開催する。グループ会社の取締役会は、経営上の重要事項の決定および業務執行状況の監督を行う。

・グループ会社の業務執行取締役役員全員と常勤監査等委員が参加する「経営会議」を原則として月２回開催

し、経営上の重要事項・課題の協議報告を行い、取締役会の議案検討を行う。

・グループ会社の取締役は、ＩＴを活用した情報システムを構築して、迅速かつ的確な経営情報把握に努め

る。

ホ．グループ会社の企業集団における業務の適正を確保するための体制

・グループ会社のグループ経営の基本原則に従い、各社の独立性を尊重しつつ、高い倫理観をもって、グルー

プ全体の経営を推進する。

・グループ会社の経営については、グループ会社の業務執行取締役役員全員と常勤監査等委員が参加する「経

営会議」を原則として月２回開催し、経営上の重要事項・課題の協議報告を行い、課題を検討解決する。

・グループ会社に関する諸手続及び管理体制については、「関係会社管理規程」に定め、関係会社の指導及び

育成を促進して企業グループとしての経営効率の向上に資する。グループ会社の管理を担当する部門は、管

理部とし、グループ会社が効率的にその経営目的を達成できるよう管理運営する。

ヘ．監査等委員監査の実効性を確保する体制

ａ．監査等委員がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項並び

にその使用人の取締役からの独立性に関する事項

・監査等委員がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役会は監査等委員と協議の上、

監査等委員を補助すべき使用人を指名することができる。

・監査等委員が指定する補助すべき期間中は、指名された使用人への指揮権は監査等委員に委譲されたもの

とし、取締役の指揮命令は受けないものとする。

ｂ．取締役及び使用人が監査等委員に報告するための体制その他の監査等委員への報告に関する体制

・グループ会社の取締役及び使用人は、監査等委員の求めに応じて会社の業務執行状況及び会計処理を報告

及び必要な情報提供を行う。

・監査等委員は必要に応じて、重要な社内会議に出席することができる。

ｃ．監査等委員の職務の執行について生じる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

・監査等委員は、その職務の執行に関し、法令で定める費用等を当社に請求することができる。

・監査等委員は、その職務の執行に必要と認めるときは、外部専門家を起用することができる。

なお、これに要する費用は、前記によるものとする。
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ｄ．その他監査等委員監査が実効的に行われることを確保する体制

・監査等委員は、監査等委員会が承認した監査等委員会規程及び監査等委員会監査基準に基づき監査を実施

する。

・常勤監査等委員は、グループ会社の「経営会議」に出席し、経営上の重要事項・課題の協議報告を受け、

必要な場合には意見具申する。

・監査等委員会は、取締役会へ四半期毎に監査等委員会監査実施報告を行い、改善を要する事項については

改善勧告書を提出して取締役会の回答を求め、取締役会はその是正措置を行う。

・監査等委員は、内部監査室と定期的に監査協議を行い、内部監査計画、その実施状況及び監査結果、内部

統制システムの構築・運用の状況について報告を受け、必要に応じ内部監査部門等が行う調査等への監査

等委員の立会い・同席、又は内部監査部門等に対して追加調査等とその結果の監査等委員への報告を求め

る。

・監査等委員は、会計監査人と定期的に監査協議を行い、会計及び内部統制システムの監査計画、その実施

状況及び監査結果について報告を受け、必要に応じ会計監査人監査に立会い・同席し監査の方法及び監査

結果の相当性を判断する。

④　内部監査及び監査等委員である取締役の状況

　当社の内部監査は、業務部門から独立した代表取締役直轄の内部監査室に専任者１名を置き、取締役会の承認

が得られた監査計画に基づき、業務を監査しております。各部の監査結果並びに改善点につきましては、内部監

査担当者より代表取締役に対し報告書を提出すると共に、各部門責任者に対し改善を指示する体制をとっており

ます。内部監査担当者において監視・監督を行いつつ、内部監査室、監査等委員会及び会計監査人が相互に連携

し、情報伝達・交換を通じて、三様監査を実効性あるものとしております。

⑤　リスク管理体制の整備の状況

　当社のリスク管理体制は、リスク管理の主管部署として管理部が情報の一元化を行っております。また、当社

は企業経営及び日常の業務に関して、必要に応じて弁護士等の複数の専門家から経営判断上の参考とするための

アドバイスを受ける体制をとっております。

⑥　社外取締役の状況

　当社の社外取締役は監査等委員でない取締役１名を選任し、監査等委員でない社内取締役に対する監督、見識

に基づく経営への助言を通じ、取締役会の透明性を担っております。また、監査等委員である社外取締役が２名

選任されており、外部からの客観的及び中立的な立場から経営を監視する体制を構築しております。社外取締役

と当社の間には特別な利害関係を有しておらず、一般株主との利益相反の恐れはありません。

　なお、当社は、社外取締役の独立性に関する基準または方針について特段の定めはありませんが、選任に際し

ては、客観的、中立の経営監視機能が十分に発揮されるよう、取引関係等を考慮した上で、選任を行っておりま

す。

⑦　役員報酬の内容

　役員報酬の内容につきましては、(4)役員の報酬等に記載の通りであります。

⑧　取締役の定数

　当社の取締役は10名以内、監査等委員である取締役は３名以内とする旨を定款で定めております。

⑨　取締役の選任決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらないものとする旨を定款で定めております。

⑩　株主総会の特別決議要件

　当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件につい

て、議決権を行使することができる株主の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をも

って行う旨を定款に定めております。
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⑪　自己の株式の取得

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することができる

旨を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、市

場取引等により自己の株式を取得することを目的とするものであります。

⑫　中間配当に関する事項

　当社は、株主への機動的な利益還元を可能とするため、会社法第454条第５項の定めに基づき、取締役会の決

議により中間配当をすることができる旨を定款に定めております。

⑬　取締役の責任免除

　当社は、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できる環境を整備するため、会社法第426条第１項

の規定により、任務を怠った取締役（取締役であったものを含む）の損害賠償責任を法令の限度において、取締

役会の決議によって免除できる旨を定款に定めております。

⑭　非業務執行取締役との責任限定契約の内容の概要

　当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結して

おります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低限度額としております。なお、当該責

任限定契約が認められるのは、当該非業務執行取締役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大

な過失がないときに限られます。

⑮　会計監査人との責任限定契約の内容の概要

　当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結して

おります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低限度額としております。なお、当該責

任限定契約が認められるのは、当該会計監査人が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失

がないときに限られます。

⑯　株式の保有状況

　該当事項はありません。
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役社長 永江　榮司 1949年４月２日生

1972年４月　積水ハウス株式会社　入社

2009年５月　株式会社永伸設立　代表取締役

2020年７月　株式会社旺司ライフワーク設立　代表取締

役（現任）

10月　当社設立　代表取締役社長（現任）

（注）１
847,000

（注）５

取締役 加藤　咲江 1976年７月７日生

1998年４月　株式会社ジュニアー　入社

2001年４月　株式会社ポイント（現　株式会社アダスト

リア）　入社

2006年11月　ニシキ工業株式会社　入社

2015年６月　株式会社サニープレイス　入社

2017年７月　株式会社KUSUGURU JAPAN　入社　常務取締

役

2018年12月　株式会社花大和（現　株式会社IBIS東海）

設立　代表取締役（現任）

2021年２月　株式会社ICS名古屋　代表取締役

９月　当社　取締役（現任）

2022年12月　株式会社関東IBIS　代表取締役

2024年10月　株式会社九州IBIS　代表取締役（現任）

2025年１月　株式会社関東IBIS　取締役（現任）

（注）１ －

取締役管理部長 猪田　寛生 1975年７月８日生

1998年４月　野村證券株式会社　入社

2018年10月　カーボンファイバーリサイクル工業株式会

社　入社　経営企画部長

2021年４月　株式会社IBIS東海　入社　管理部長

９月　当社　入社　取締役管理部長（現任）

2022年６月　株式会社ICS名古屋　取締役

９月　株式会社HUGアイビス（現　株式会社i HUG 

cheese）　取締役

（注）１ －

取締役 坂井　朗 1975年10月30日生

2000年４月　株式会社ビジネスブレイン太田昭和　入社

2006年１月　株式会社ゼットン　入社　財務経理部長

2007年６月　同社　執行役員　管理副本部長　兼　財務

経理部長

2008年３月　同社　執行役員　管理本部長

５月　同社　取締役　管理本部長

2014年６月　同社　常務取締役　管理本部長

2016年３月　同社　取締役副社長　管理本部長

９月　株式会社トリート　代表取締役（現任）

2018年６月　株式会社Lcode　取締役COO

2021年１月　株式会社El Dorado　取締役

９月　当社　取締役（現任）

10月　合同会社グラン　代表社員（現任）

2024年11月　株式会社Lcode　COO（現任）

（注）１ －

（２）【役員の状況】

①　役員一覧

男性6名　女性1名　（役員のうち女性の比率14.3％）
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役

（監査等委員）
夏目　勝博 1951年３月14日生

1978年10月　新光監査法人（現　有限責任あずさ監査法

人）　入社

1991年１月　日本合同ファイナンス株式会社（現　ジャ

フコ　グループ株式会社）　入社

1996年８月　同社　公開コンサルティング部　名古屋駐

在所長

1997年５月　ジャフココンサルティング株式会社出向　

公開コンサルティング第２グループ　グル

ープマネージャー

2004年８月　株式会社ドリーム　入社　取締役管理部ゼ

ネラルマネージャー

2016年12月　エムジーホールディングス株式会社　入社　

常勤監査役

2021年９月　当社　監査役

株式会社IBIS東海　監査役（現任）

株式会社ICS名古屋　監査役

2022年９月　株式会社HUGアイビス（現　株式会社i HUG 

cheese）　監査役

2024年１月　当社　常勤監査役

2025年１月　株式会社関東IBIS　監査役（現任）

2026年１月　株式会社九州IBIS　監査役（現任）

株式会社スマイルライフ　監査役（現任）

当社　取締役（監査等委員）（現任）

（注）２ －

取締役

（監査等委員）
岩田　修一 1970年４月28日生

1999年４月　弁護士登録、高橋正蔵法律事務所　入所

2004年４月　岩田法律事務所設立　代表就任（現任）

2014年６月　株式会社ひかり工芸　監査役

2015年９月　株式会社ひかりホールディングス　監査役

（現任）

2019年４月　株式会社アルファ１グループ　監査役

2022年３月　当社　ガバナンス諮問委員会　委員

11月　株式会社ひかりホールディングス　報酬委

員長（現任）

2024年１月　当社　監査役

2026年１月　当社　取締役（監査等委員）（現任）

（注）２ －

取締役

（監査等委員）
堀田　崇 1972年５月20日生

2000年４月　弁護士登録、小川総合法律特許事務所　入

所

2004年６月　高浜工業株式会社　監査役（現任）

2005年10月　SPR法律事務所（現　つるま法律事務所）

設立　代表（現任）

2020年12月　株式会社LOVELEDGE　代表取締役（現任）

2021年４月　愛知県弁護士会副会長

2024年１月　当社　監査役

2025年３月　株式会社豊橋魚市場　監査役（現任）

2026年１月　当社　取締役（監査等委員）（現任）

2026年５月　有限会社春日井クラブ　代表取締役（現

任）

（注）２ －

計 847,000

　（注）１．取締役の任期は、2025年10月期に係る定時株主総会終結の時から2026年10月期に係る定時株主総会終結の時

までであります。

２．取締役（監査等委員）の任期は、2025年10月期に係る定時株主総会終結の時から2027年10月期に係る定時株

主総会終結の時までであります。

３．2025年10月期における役員報酬の総額は24,600千円を支給しております。

４．取締役坂井朗及び取締役（監査等委員）岩田修一並びに取締役（監査等委員）堀田崇は、会社法第２条第15

号に定める社外取締役であります。

５．代表取締役社長永江榮司の所有株式数は、同氏の資産管理会社である株式会社旺司ライフワークが所有する

株式数を含めて表示しております。なお、同氏は株式会社旺司ライフワークの代表取締役であります。
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②　社外取締役の状況

　当社の社外取締役は監査等委員でない取締役１名を選任し、監査等委員でない社内取締役に対する監督、見識

に基づく経営への助言を通じ、取締役会の透明性を担っております。また、監査等委員である社外取締役が２名

選任されており、外部からの客観的及び中立的な立場から経営を監視する体制を構築しております。社外取締役

と当社の間には特別な利害関係を有しておらず、一般株主との利益相反の恐れはありません。

　なお、当社は、社外取締役の独立性に関する基準または方針について特段の定めはありませんが、選任に際し

ては、客観的、中立の経営監視機能が十分に発揮されるよう、取引関係等を考慮した上で、選任を行っておりま

す。

③　内部監査及び監査等委員である取締役の状況

　内部監査は、業務部門から独立した代表取締役直轄の内部監査室に専任者１名を置き、取締役会の承認が得ら

れた監査計画に基づき、業務を監査しております。各部の監査結果並びに改善点につきましては、内部監査担当

者より代表取締役に対し報告書を提出すると共に、各部門責任者に対し改善を指示する体制をとっております。

内部監査担当者において監視・監督を行いつつ、内部監査室、監査等委員会及び会計監査人が相互に連携し、情

報伝達・交換を通じて、三様監査を実効性あるものとしております。

氏名 開催回数 出席回数

夏目　勝博 14回 14回

岩田　修一 14回 14回

堀田　崇 14回 14回

（３）【監査の状況】

①　監査等委員会の状況

　当社は、2026年１月29日の定時株主総会において監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行しており

ます。当社では、監査等委員会を月１回開催しているほか、必要に応じて臨時開催しております。

　当社における監査等委員会の構成は、監査等委員３名であり、うち２名が社外監査等委員であります。

　委員長は常勤監査等委員の夏目勝博が務めており、公認会計士資格を有し、財務及び会計に関する相当程度の

知見を有しております。

　社外監査等委員の岩田修一は、弁護士資格を有し、かつ事業会社における監査役の経験と幅広い知見を有して

おります。

　社外監査等委員の堀田崇は、弁護士資格を有し、かつ事業会社における企業経営の経験と幅広い知見を有して

おります。なお、社外監査等委員である堀田崇が代表取締役を務める株式会社LOVELEDGE（女子サッカークラブ

の運営）と連結子会社である株式会社IBIS東海が2026年１月までパートナー契約（スポンサー契約）を締結して

おりましたが、現在は更新しておりません。

　最近事業年度の監査役会における個々の監査役の出席状況については次の通りであります。

　監査役が毎月の定例及び臨時取締役会に出席することを通して取締役の意思決定及び業務執行の状況を監視す

るとともに、監査法人と情報交換を行い、監査役監査を実施しております。

②　内部監査の状況

　当社における内部監査は、内部監査室が担当しており、その人員は内部監査室室長１名であります。

　内部監査室は内部監査規程に基づき、定期的に当社部署及び当社グループに所属する各事業所等の内部統制及

び管理状況について内部監査を実施しております。内部監査の結果については代表取締役社長・取締役会及び監

査役会に報告しており、必要に応じて改善措置を講じております。また内部監査報告書を監査法人にも提出し内

部監査の実効性を図っております。

③　会計監査の状況

ａ．監査法人の名称

監査法人コスモス

ｂ．継続監査期間

３年間
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区分

最近連結会計年度の前連結会計年度 最近連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 14,700 － 16,000 －

連結子会社 － － － －

計 14,700 － 16,000 －

ｃ．業務を執行した公認会計士

業務執行社員　　小室　豊和

業務執行社員　　杉江　明俊

ｄ．監査業務に係る補助者の構成

　当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士10名、その他４名であります。

ｅ．監査法人の選定方針と理由

　会計監査人の選定については、当社の業務内容に対応して効率的な監査業務を実施することができる一定の

規模を持つこと、審査体制が整備されていること、監査日数、監査期間及び具体的な監査実施要領並びに監査

費用が合理的かつ妥当であること、さらに監査実績などにより総合的に判断いたします。また、日本公認会計

士協会の定める「独立性に関する指針」に基づき独立性を有することを確認するとともに、必要な専門性を有

することについて検証し、確認いたします。

　会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提出する会計

監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定し、取締役会は当該決定に基づき、当該議案を株主総会に

提出します。

ｆ．監査等委員及び監査等委員会による監査法人の評価

　当社の監査等委員及び監査等委員会は、監査法人に対して評価を行っております。この評価については、事

前の監査計画、監査方法、監査時間及び監査実施体制の妥当性を評価基準として、評価を実施しております。

④　監査報酬の内容等

ａ．監査公認会計士等に対する報酬

ｂ．監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（ａ.を除く）

　該当事項はありません。

ｃ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

　該当事項はありません。

ｄ．監査報酬の決定方針

　当社グループの事業規模等を勘案して監査報酬額を決定しております。

ｅ．監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、監査方法及び監査内容など

を確認し、検討した結果、会計換算人の報酬等につき、会社法第399条第１項及び第３項の同意を行っており

ます。

（４）【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

　当社の取締役の個人別の報酬等の内容の決定に関しては、任意の指名報酬諮問委員会において審議の上、取

締役会に答申の上、取締役会にて決定しております。なお、役員の報酬体系は、取締役(監査等委員である取締

役を除く。)については別途定める「取締役(監査等委員である取締役を除く。)の報酬等の決定方針」により、

監査等委員である取締役については監査等委員の協議により決定しております。
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役員区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる役員
の員数（人）

基本報酬 賞与
ストックオプシ
ョン

取締役（社外取締役を除く） 16,200 16,200 － － 3

監査役（社外監査役を除く） 4,800 4,800 － － 1

社外役員 3,600 3,600 － － 3

a．取締役の報酬制度概要

当社の役員報酬制度は、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に向けて、健全なインセンティブとして機

能するよう設計しております。

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。以下同じ。）の報酬額は、2026年1月29日開催の第６回定

時株主総会決議に基づき、年額8,000万円（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）の範囲内で決定

します。

b．取締役の報酬等の内容の決定体制

当社は取締役の指名・報酬等に係る取締役会機能の独立性・客観性及び説明責任の強化や役員報酬の制度設

計等を目的に、取締役の報酬等に関する手続きの公正性・透明性・客観性を強化し、コーポレートガバナンス

の充実を図るため、委員の過半数を社外取締役で構成する指名報酬諮問委員会を設置しております。

取締役の個人別の報酬等の内容の決定に関しては、任意の指名報酬諮問委員会において審議の上、当社取締

役会にて決定します。

c．報酬の種類及び割合の決定

当社取締役の役員報酬は、「固定報酬」に加え、「非金銭報酬等」で構成されております。 「業績連動報

酬等」は、当面は支給しません。

なお、取締役の「固定報酬」、「非金銭報酬等」の割合につきましては、指名報酬諮問委員会において、中

長期の業績を踏まえて他の上場企業の水準等を基に検討を行い、取締役個人別の報酬等の割合を審議答申し、

当社取締役会にて決定します。

当事業年度の取締役の報酬等の額については、2025年12月13日開催の指名報酬諮問委員会において、取締役

候補者及び個別の報酬等に関する審議を行いました。その後、2026年1月29日開催の取締役会において、同日

開催の定時株主総会で承認された報酬限度額の範囲内にて、各取締役の報酬額を決定しております。

d．固定報酬

取締役の個人別の報酬額の設定については、役位、職責、在任年数その他会社の業績等を総合的に考慮して

決定し、月例で支給します。

e．非金銭報酬等

取締役に対しては、中長期の業績を踏まえて、株主総会において基本報酬と別枠で承認を得た報酬上限額の

範囲内において、ストックオプション（新株予約権）を付与することがあります。

個別の取締役に付与するストックオプションの個数は、個別の取締役の役位、職責、在任年数その他業績も

総合考慮して決定します。

②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

　（注）　2026年１月29日の定時株主総会において監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行しております。

③　役員ごとの報酬等の総額等

　報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

④　使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの

　該当事項はありません。

（５）【株式の保有状況】

　該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び中間連結財務諸表並びに財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

(2）当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号）に基づいて作成しております。なお、当社の中間連結財務諸表は、第１種中間連結財務諸表であります。

(3）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。

２．監査証明について

(1）当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（2023年11月１日から2024年10月

31日まで）及び当連結会計年度（2024年11月１日から2025年10月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度

（2023年11月１日から2024年10月31日まで）及び当事業年度（2024年11月１日から2025年10月31日まで）の財務諸

表について、監査法人コスモスにより監査を受けております。

(2）当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年11月１日から2026年４

月30日まで）に係る中間連結財務諸表について、監査法人コスモスによる期中レビューを受けております。

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、外部機関の行

うセミナーへ参加しております。
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2024年10月31日）

当連結会計年度
（2025年10月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 167,703 203,689

売掛金 153,512 196,668

商品 4,686 2,146

貯蔵品 633 1,892

前払費用 16,943 24,499

その他 4,511 4,834

流動資産合計 347,990 433,730

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 64,909 57,751

車両運搬具（純額） 5,089 5,576

工具、器具及び備品（純額） 12,612 15,142

土地 18,286 18,361

建設仮勘定 2,788 －

有形固定資産合計 ※１ 103,687 ※１ 96,831

無形固定資産

のれん 1,431 16,311

ソフトウエア ※２ 8,521 ※２ 5,007

無形固定資産合計 9,953 21,318

投資その他の資産

関係会社株式 32,926 －

長期前払費用 7,760 20,441

長期貸付金 10,000 37,272

差入保証金 52,357 110,581

繰延税金資産 6,272 10,945

その他 109 5,708

投資その他の資産合計 109,426 184,950

固定資産合計 223,067 303,100

資産合計 571,057 736,830

１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2024年10月31日）

当連結会計年度
（2025年10月31日）

負債の部

流動負債

買掛金 3,365 5,442

短期借入金 － 100,000

１年内返済予定の長期借入金 33,909 48,012

未払金 67,056 84,996

未払費用 10,441 12,550

未払法人税等 19,916 12,094

未払消費税等 2,334 4,901

預り金 10,024 11,461

賞与引当金 2,757 9,265

その他 901 2,073

流動負債合計 150,706 290,797

固定負債

長期借入金 279,982 264,469

長期未払金 － 4,600

預り保証金 1,000 1,000

資産除去債務 13,073 14,686

繰延税金負債 301 －

固定負債合計 294,357 284,755

負債合計 445,063 575,552

純資産の部

株主資本

資本金 49,900 49,900

資本剰余金 40,000 40,000

利益剰余金 36,093 71,377

株主資本合計 125,993 161,277

純資産合計 125,993 161,277

負債純資産合計 571,057 736,830
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（単位：千円）

当中間連結会計期間
（2026年４月30日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 335,076

売掛金 193,725

商品 32,632

貯蔵品 1,061

前払費用 19,145

その他 5,720

流動資産合計 587,362

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 53,731

車両運搬具（純額） 3,192

工具、器具及び備品（純額） 14,749

土地 18,286

有形固定資産合計 89,960

無形固定資産

のれん 14,567

ソフトウエア 4,295

無形固定資産合計 18,862

投資その他の資産

長期前払費用 19,975

長期貸付金 37,272

差入保証金 143,888

繰延税金資産 8,120

その他 5,708

投資その他の資産合計 214,965

固定資産合計 323,789

資産合計 911,151

【中間連結貸借対照表】
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（単位：千円）

当中間連結会計期間
（2026年４月30日）

負債の部

流動負債

買掛金 14,207

短期借入金 100,000

１年内返済予定の長期借入金 77,886

未払金 85,913

未払費用 9,856

未払法人税等 13,111

未払消費税等 6,853

預り金 12,806

賞与引当金 1,915

その他 7,993

流動負債合計 330,544

固定負債

長期借入金 367,507

長期未払金 4,000

預り保証金 1,000

資産除去債務 14,743

固定負債合計 387,250

負債合計 717,794

純資産の部

株主資本

資本金 49,900

資本剰余金 40,000

利益剰余金 103,457

株主資本合計 193,357

純資産合計 193,357

負債純資産合計 911,151
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（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2023年11月１日

至　2024年10月31日）

当連結会計年度
（自　2024年11月１日

至　2025年10月31日）

売上高 ※１ 894,558 ※１ 1,094,078

売上原価 565,863 705,081

売上総利益 328,694 388,996

販売費及び一般管理費 ※２ 303,514 ※２ 348,345

営業利益 25,180 40,651

営業外収益

受取利息 32 379

不動産収入 － 3,987

補助金収入 4,657 6,175

助成金収入 6,769 1,957

その他 801 1,802

営業外収益合計 12,260 14,302

営業外費用

支払利息 3,044 4,285

賃貸原価 － 2,033

持分法による投資損失 8,573 2,331

その他 246 542

営業外費用合計 11,863 9,192

経常利益 25,576 45,761

特別利益

固定資産売却益 ※３ 1,935 ※３ 1,560

段階取得による差益 － 9,304

子会社株式売却益 － 4,172

特別利益合計 1,935 15,037

特別損失

減損損失 － ※５ 4,939

固定資産除却損 ※４ 708 ※４ 640

子会社株式売却損 15 －

特別損失合計 723 5,580

税金等調整前当期純利益 26,788 55,218

法人税、住民税及び事業税 24,541 24,910

法人税等調整額 △264 △4,975

法人税等合計 24,277 19,934

当期純利益 2,511 35,284

親会社株主に帰属する当期純利益 2,511 35,284

②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】
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（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2023年11月１日

至　2024年10月31日）

当連結会計年度
（自　2024年11月１日

至　2025年10月31日）

当期純利益 2,511 35,284

包括利益 2,511 35,284

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 2,511 35,284

【連結包括利益計算書】
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（単位：千円）

当中間連結会計期間
（自　2025年11月１日

至　2026年４月30日）

売上高 689,920

売上原価 445,105

売上総利益 244,815

販売費及び一般管理費 ※ 200,213

営業利益 44,602

営業外収益

受取利息 397

補助金収入 300

助成金収入 3,963

不動産収入 2,475

その他 393

営業外収益合計 7,529

営業外費用

支払利息 3,139

賃貸原価 1,016

その他 23

営業外費用合計 4,179

経常利益 47,952

特別利益

固定資産売却益 90

特別利益合計 90

税金等調整前中間純利益 48,043

法人税、住民税及び事業税 13,138

法人税等調整額 2,825

法人税等合計 15,963

中間純利益 32,079

親会社株主に帰属する中間純利益 32,079

【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】
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（単位：千円）

当中間連結会計期間
（自　2025年11月１日

至　2026年４月30日）

中間純利益 32,079

中間包括利益 32,079

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 32,079

【中間連結包括利益計算書】
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（単位：千円）

株主資本
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 49,900 40,000 33,581 123,481 123,481

当期変動額

親会社株主に帰属する当期
純利益

2,511 2,511 2,511

当期変動額合計 － － 2,511 2,511 2,511

当期末残高 49,900 40,000 36,093 125,993 125,993

（単位：千円）

株主資本
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 49,900 40,000 36,093 125,993 125,993

当期変動額

親会社株主に帰属する当期
純利益

35,284 35,284 35,284

当期変動額合計 － － 35,284 35,284 35,284

当期末残高 49,900 40,000 71,377 161,277 161,277

③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2023年11月１日　至　2024年10月31日）

当連結会計年度（自　2024年11月１日　至　2025年10月31日）

2026/09/01 11:31:04／26393901_株式会社アイビスホールディングス_有価証券届出書（新規公開）

- 64 -



（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2023年11月１日

至　2024年10月31日）

当連結会計年度
（自　2024年11月１日

至　2025年10月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 26,788 55,218

減価償却費 16,438 20,626

のれん償却額 1,257 2,015

減損損失 － 4,939

賞与引当金の増減額（△は減少） 576 6,508

固定資産売却益 △1,935 △1,560

固定資産除却損 708 640

子会社株式売却益 － △4,172

段階取得による差益 － △9,304

子会社株式売却損 15 －

受取利息 △32 △379

支払利息 3,044 4,285

補助金収入 △4,657 △6,175

助成金収入 △6,769 △1,957

持分法による投資損益（△は益） 8,573 2,331

売上債権の増減額（△は増加） △31,609 △29,260

棚卸資産の増減額（△は増加） △4,686 7,883

未収入金の増減額（△は増加） △289 4,444

前払費用の増減額（△は増加） △6,661 △7,360

未払金の増減額（△は減少） 11,265 23,183

未払消費税等の増減額（△は減少） △4,551 3,108

仕入債務の増減額（△は減少） △304 △17,398

その他 350 △3,760

小計 7,520 53,856

利息の受取額 29 379

利息の支払額 △3,034 △4,259

補助金の受取額 4,657 6,175

助成金の受取額 6,769 1,957

法人税等の支払額 △6,839 △32,833

営業活動によるキャッシュ・フロー 9,102 25,276

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △48,057 △11,986

有形固定資産の売却による収入 1,935 3,460

無形固定資産の取得による支出 △2,449 △1,332

関係会社株式の取得による支出 △41,500 －

差入保証金の差入による支出 △23,606 △12,398

差入保証金の回収による収入 196 3,405

預り保証金の受入による収入 1,000 －

貸付金の回収による収入 10,000 －

貸付けによる支出 △10,000 －

保険積立金の積立による支出 － △5,600

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
－ ※２ △45,655

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

支出
△16,796 △17,573

投資活動によるキャッシュ・フロー △129,278 △87,680

④【連結キャッシュ・フロー計算書】

2026/09/01 11:31:04／26393901_株式会社アイビスホールディングス_有価証券届出書（新規公開）

- 65 -



（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2023年11月１日

至　2024年10月31日）

当連結会計年度
（自　2024年11月１日

至　2025年10月31日）

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 － 100,000

長期借入れによる収入 100,000 35,000

長期借入金の返済による支出 △24,379 △36,410

割賦債務の返済による支出 － △200

財務活動によるキャッシュ・フロー 75,621 98,390

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △44,554 35,986

現金及び現金同等物の期首残高 212,257 167,703

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 167,703 ※１ 203,689
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（単位：千円）

当中間連結会計期間
（自　2025年11月１日

至　2026年４月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 48,043

減価償却費 10,701

のれん償却額 1,698

賞与引当金の増減額（△は減少） △7,350

受取利息 △397

支払利息 3,139

補助金収入 △300

助成金収入 △3,963

固定資産売却益 △90

売上債権の増減額（△は増加） 2,942

棚卸資産の増減額（△は増加） △30,486

前払費用の増減額（△は増加） 4,295

未払金の増減額（△は減少） 917

未払消費税等の増減額（△は減少） 1,952

預り金の増減額（△は減少） 1,344

仕入債務の増減額（△は減少） 8,764

その他 4,114

小計 45,324

利息の受取額 397

利息の支払額 △3,395

補助金の受取額 300

助成金の受取額 3,963

法人税等の支払額 △12,121

営業活動によるキャッシュ・フロー 34,469

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △3,652

無形固定資産の取得による支出 △500

有形固定資産の売却による収入 2,485

差入保証金の差入による支出 △33,883

差入保証金の回収による収入 156

投資活動によるキャッシュ・フロー △35,394

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 160,000

長期借入金の返済による支出 △27,088

割賦債務の返済による支出 △600

財務活動によるキャッシュ・フロー 132,312

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 131,386

現金及び現金同等物の期首残高 203,689

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 335,076

【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

前連結会計年度（自　2023年11月１日　至　2024年10月31日）

１．連結の範囲に関する事項

　すべての子会社を連結しております。連結子会社の数：４社

連結子会社の名称：㈱IBIS東海、㈱HUGアイビス、㈱関東IBIS、㈱九州IBIS

　2024年５月１日より、㈱ICS名古屋は全株式の譲渡により連結の範囲から除外しております。

　また、㈱九州IBISについては、当連結会計年度において新たに設立したため、連結の範囲に含めてお

ります。

２．持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社の数：１社

持分法適用会社の名称：㈱スマイルライフ

　当連結会計年度より、㈱スマイルライフの株式を取得したため、持分法適用の範囲に含めておりま

す。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。

②　棚卸資産

商品

　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、建物及び構築物は定額法を採用しております。なお、主な耐

用年数は以下の通りであります。

建物及び構築物　　　　３～15年

車両運搬具　　　　　　２～５年

工具、器具及び備品　　３～11年

　取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、一括償却資産として、３年間で均

等償却しております。

②　無形固定資産

　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しております。

(3）重要な引当金の計上基準

賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき、当連結会計年度に対応する金額を計上し

ております。
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(4）重要な収益及び費用の計上基準

　当社及び連結子会社との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び収

益を認識する通常の時点については、以下に記載の通りであります。

①　就労継続支援B型事業

　就労継続支援B型事業を行っており、利用者に対し、就労移行に関わるサービスを提供した時点で

収益を認識しております。

②　グループホーム事業

　障害者総合支援法の訓練等給付に基づく共同生活援助（グループホーム）事業を行っており、利用

者に対し、居住空間の提供及び食事や生活介助等のサービスを提供した時点で収益を認識しておりま

す。

　また、短期入所については、宿泊の場を提供した時点で収益を認識しております。

③　施設外作業所事業

　障害者総合支援法の施設外就労に基づく施設外作業所として主に洋菓子等商品を販売しておりま

す。当該販売については店舗及びECサイトでの販売であり、商品の支配が顧客に移転した時点で、商

品と交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

　当社グループの役割が購買代行及び代理人として商品の販売に関与している場合には、純額で収益

を認識しております。

(5）のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、その効果が発現すると見積られる期間で均等に償却しております。

(6）退職給付に係る会計処理の方法

　当社は、確定給付型の制度として複数事業主制度の企業年金基金（福祉はぐくみ企業年金基金）に加

入しております。当該企業年金基金は、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することが

できないため、確定拠出制度と同様に会計処理しております。

(7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。ただし、当社連結子会社が免税事業者の場合は、税込方式を採用して

おります。
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当連結会計年度（自　2024年11月１日　至　2025年10月31日）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　４社（2025年10月31日現在）

連結子会社の名称：㈱IBIS東海、㈱関東IBIS、㈱九州IBIS、㈱スマイルライフ

　2025年４月30日より、㈱HUGアイビスは全株式の譲渡により連結の範囲から除外しております。

　また、2025年８月１日より㈱スマイルライフを連結の範囲に含めております。

２．持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社数　　０社（2025年10月31日現在）

　2025年７月31日まで株式会社スマイルライフを持分法適用の範囲に含めておりましたが、株式会社ス

マイルライフの全株式を取得し2025年８月１日より連結の範囲に含めております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。

ロ　棚卸資産

商品

　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）を採

用しております。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、建物及び構築物は定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

建物及び構築物　　　　３～15年

車両運搬具　　　　　　２～５年

工具、器具及び備品　　３～11年

　取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、一括償却資産として、３年間で均

等償却しております。

ロ　無形固定資産

　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しております。

(3）重要な引当金の計上基準

賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき、当連結会計年度に対応する金額を計上し

ております。
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(4）重要な収益及び費用の計上基準

　当社及び連結子会社との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び収

益を認識する通常の時点については、以下に記載の通りであります。

イ　就労継続支援B型事業

　就労継続支援B型事業を行っており、利用者に対し、就労移行に関わるサービスを提供した時点で

収益を認識しております。

ロ　施設外作業所事業

　障害者総合支援法の施設外就労に基づく施設外作業所として主に中古品及び金を市場に販売してお

ります。当該販売については、販売額相当の入金が確認された時点で、当該入金額を基に消費税及び

各種手数料を加味して収益を認識しております。

　当社グループの役割が購買代行及び代理人として商品の販売に関与している場合には、純額で収益

を認識しております。

(5）のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、その効果が発現すると見積られる期間で均等に償却しております。

(6）退職給付に係る会計処理の方法

　当社は、確定給付型の制度として複数事業主制度の企業年金基金（福祉はぐくみ企業年金基金）に加

入しております。当該企業年金基金は、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することが

できないため、確定拠出制度と同様に会計処理しております。

(7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。ただし、当社連結子会社が免税事業者の場合は、税込方式を採用して

おります。
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当連結会計年度
（2024年10月31日）

有形固定資産 103,687千円

無形固定資産 9,953千円

減損損失 －

当連結会計年度
（2024年10月31日）

繰延税金資産（相殺前） 9,879千円

（重要な会計上の見積り）

前連結会計年度（自　2023年11月１日　至　2024年10月31日）

固定資産の減損損失

１．当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　資産又は資産グループに減損の兆候が存在する場合、当該資産又は資産グループから得られる割引前

将来キャッシュ・フローに基づき、減損損失の認識の要否を判定しております。減損損失を認識すべき

であると判定された資産又は資産グループについては、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失として計上しております。

　減損損失の認識の要否を判定するに際して、割引前将来キャッシュ・フローの見積りを、取締役会で

承認された事業計画に基づき実施しており、将来の収益性の見積りを主要な仮定としております。

　これら見積り及び仮定について、将来の不確実な経営環境の変動等により見直しが必要となった場

合、翌連結会計年度以降の連結財務諸表に重要な影響を与える可能性があります。

繰延税金資産の回収可能性

１．当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　繰延税金資産の帳簿価額は、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に係る確実な回収可能性に基

づき計上しております。

　繰延税金資産の回収可能性を判断するに際しては、連結貸借対照表日時点で適用されている税制、繰

越欠損金の法定繰越可能期間、過去実績を踏まえた事業計画等、入手可能なあらゆる証拠に基づいて将

来の課税所得を慎重に見積っております。繰延税金資産は税務上の繰越欠損金及び将来減算一時差異の

うち将来にわたり税金負担額を軽減することが認められる範囲内で認識し、その範囲を超える額につい

ては評価性引当額として控除しております。見積りの前提となる事業計画には、利用者の登録数及び通

所数その他市場動向に対する仮定が含まれており、今後の動向如何により、繰延税金資産の全部又は一

部について追加的な評価性引当額の計上が要求される可能性や税金費用の戻し入れを伴う評価性引当額

の取崩しが要求される可能性があります。

　これらの要因や変化は、評価性引当額の計上又は取崩される期間において、親会社株主に帰属する当

期純利益に影響を及ぼします。
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当連結会計年度
（2025年10月31日）

有形固定資産 96,831千円

無形固定資産 21,318千円

減損損失 4,939千円

当連結会計年度
（2025年10月31日）

繰延税金資産（相殺前） 16,664千円

当連結会計年度（自　2024年11月１日　至　2025年10月31日）

固定資産の減損損失

１．当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　資産又は資産グループに減損の兆候が存在する場合、当該資産又は資産グループから得られる割引前

将来キャッシュ・フローに基づき、減損損失の認識の要否を判定しております。減損損失を認識すべき

であると判定された資産又は資産グループについては、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失として計上しております。

　減損損失の認識の要否を判定するに際して、割引前将来キャッシュ・フローの見積りを、取締役会で

承認された事業計画に基づき実施しており、将来の収益性の見積りを主要な仮定としております。

　これら見積り及び仮定について、将来の不確実な経営環境の変動等により見直しが必要となった場

合、翌連結会計年度以降の連結財務諸表に重要な影響を与える可能性があります。

繰延税金資産の回収可能性

１．当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　繰延税金資産の帳簿価額は、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に係る確実な回収可能性に基

づき計上しております。

　繰延税金資産の回収可能性を判断するに際しては、連結貸借対照表日時点で適用されている税制、繰

越欠損金の法定繰越可能期間、過去実績を踏まえた事業計画等、入手可能なあらゆる証拠に基づいて将

来の課税所得を慎重に見積っております。繰延税金資産は税務上の繰越欠損金及び将来減算一時差異の

うち将来にわたり税金負担額を軽減することが認められる範囲内で認識し、その範囲を超える額につい

ては評価性引当額として控除しております。見積りの前提となる事業計画には、利用者の登録数及び通

所数その他市場動向に対する仮定が含まれており、今後の動向如何により、繰延税金資産の全部又は一

部について追加的な評価性引当額の計上が要求される可能性や税金費用の戻し入れを伴う評価性引当額

の取崩しが要求される可能性があります。

　これらの要因や変化は、評価性引当額の計上又は取崩される期間において、親会社株主に帰属する当

期純利益に影響を及ぼします。
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（会計方針の変更）

前連結会計年度（自　2023年11月１日　至　2024年10月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　2024年11月１日　至　2025年10月31日）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022

年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第

20－３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定

める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による連結財務諸表への影響はありませ

ん。

　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務

諸表における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計期間の期首から

適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結財

務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前連結会計年度の連結財務諸表への影響はあり

ません。
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（未適用の会計基準等）

前連結会計年度（自　2023年11月１日　至　2024年10月31日）

・「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日）

・「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号　2022年10月28日）

・「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年10月28日）

(1）概要

　その他の包括利益に対して課税される場合の法人税等の計上区分及びグループ法人税制が適用される場

合の子会社株式等の売却に係る税効果の取扱いを定めるもの。

(2）適用予定日

　2025年10月期の期首より適用予定であります。

(3）当該会計基準等の適用による影響

　影響額については、現時点で評価中であります。

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日　企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日　企業会計基準

委員会）等

(1）概要

　企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手

の全てのリースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計

基準を踏まえた検討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするも

のの、IFRS第16号の全ての定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを目指したリ

ース会計基準等が公表されました。借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、

IFRS第16号と同様に、リースがファイナンス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかか

わらず、全てのリースについて使用権資産に係る減価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する

単一の会計処理モデルが適用されます。

(2）適用予定日

　2028年10月期の期首から適用予定であります。

(3）当該会計基準等の適用による影響

　「リースに関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中

であります。

当連結会計年度（自　2024年11月１日　至　2025年10月31日）

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日　企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日　企業会計基準

委員会）等

(1）概要

　企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手

の全てのリースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計

基準を踏まえた検討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするも

のの、IFRS第16号の全ての定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを目指したリ

ース会計基準等が公表されました。借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、

IFRS第16号と同様に、リースがファイナンス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかか

わらず、全てのリースについて使用権資産に係る減価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する

単一の会計処理モデルが適用されます。

(2）適用予定日

　2028年10月期の期首から適用予定であります。

(3）当該会計基準等の適用による影響

　「リースに関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中

であります。
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前連結会計年度
（2024年10月31日）

当連結会計年度
（2025年10月31日）

有形固定資産の減価償却累計額 37,896千円 53,430千円

前連結会計年度
（2024年10月31日）

当連結会計年度
（2025年10月31日）

ソフトウエア 2,999千円 2,999千円

（連結貸借対照表関係）

※１　有形固定資産の減価償却累計額（減損損失累計額を含む）

※２　国庫補助金等により取得原価から控除した固定資産の圧縮記帳累計額は、次の通りであります。

前連結会計年度
（自　2023年11月１日

至　2024年10月31日）

当連結会計年度
（自　2024年11月１日

至　2025年10月31日）

役員報酬 50,850千円 47,500千円

給料手当及び賞与 27,376 31,717

賞与引当金繰入額 867 400

退職給付費用 2,114 2,744

採用教育費 25,215 25,831

租税公課 32,251 42,435

支払報酬料 29,187 29,954

減価償却費 7,407 9,759

のれん償却額 1,166 2,015

前連結会計年度
（自　2023年11月１日

至　2024年10月31日）

当連結会計年度
（自　2024年11月１日

至　2025年10月31日）

車両運搬具 1,935千円 1,560千円

計 1,935 1,560

前連結会計年度
（自　2023年11月１日

至　2024年10月31日）

当連結会計年度
（自　2024年11月１日

至　2025年10月31日）

建物及び構築物 708千円 640千円

計 708 640

（連結損益計算書関係）

※１　顧客との契約から生じる収益

前連結会計年度（自　2023年11月１日　至　2024年10月31日）

　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりませ

ん。顧客との契約から生じる収益の金額は、「（収益認識関係）１．顧客との契約から生じる収益を分

解した情報」に記載しております。

当連結会計年度（自　2024年11月１日　至　2025年10月31日）

　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりませ

ん。顧客との契約から生じる収益の金額は、「（収益認識関係）１．顧客との契約から生じる収益を分

解した情報」に記載しております。

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の通りであります。

※３　固定資産売却益の内容は次の通りであります。

※４　固定資産除却損の内容は次の通りであります。
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場所 用途 種類 金額（千円）

愛知県名古屋市

（i Hug Cheese久屋大通店）
事業資産

建物及び構築物 4,780

工具、器具及び備品 159

合計 4,939

※５　減損損失

前連結会計年度（自　2023年11月１日　至　2024年10月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　2024年11月１日　至　2025年10月31日）

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

　当社グループは、原則として、事業用資産については事業所を基準としてグルーピングを行ってお

り、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。

　当連結会計年度において、上記の資産グループについて帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（4,939千円）として特別損失に計上しました。なお、回収可能価額は、使用価値によ

り測定しており、将来キャッシュ・フローが見込めないため、ゼロとして算定しております。

（連結包括利益計算書関係）

前連結会計年度（自　2023年11月１日　至　2024年10月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　2024年11月１日　至　2025年10月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式

普通株式 899,000 － － 899,000

合計 899,000 － － 899,000

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2023年11月１日　至　2024年10月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

　該当事項はありません。

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。
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当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式

普通株式 899,000 － － 899,000

合計 899,000 － － 899,000

会社名 内訳

目的となる株式の数（株）
当連結会計年
度末残高
（千円）

当連結会計年
度期首

当連結会計年
度増加

当連結会計年
度減少

当連結会計年
度末

提出会社
ストックオプションとし

ての新株予約権
－ － － － －

合計 － － － － －

当連結会計年度（自　2024年11月１日　至　2025年10月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

　該当事項はありません。

３．新株予約権等に関する事項

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。

前連結会計年度
（自　2023年11月１日

至　2024年10月31日）

当連結会計年度
（自　2024年11月１日

至　2025年10月31日）

現金及び預金勘定 167,703千円 203,689千円

現金及び現金同等物 167,703 203,689

流動資産 38,349千円

固定資産 75,219

のれん 16,986

流動負債 △40,179

固定負債 △476

支配獲得時までの取得価額 △30,595

段階取得に係る差益 △9,304

株式の取得価額 50,000

現金及び現金同等物 △4,344

差引：取得による支出 45,655

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

　株式の取得により新たに株式会社スマイルライフを連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内

訳並びに株式会社スマイルライフ株式の取得価額と株式会社スマイルライフ取得のための支出（純額）と

の関係は次の通りであります。

（リース取引関係）

前連結会計年度（自　2023年11月１日　至　2024年10月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　2024年11月１日　至　2025年10月31日）

　該当事項はありません。
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連結貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

差入保証金 52,357 51,891 △465

資産計 52,357 51,891 △465

長期借入金（１年内返済予定を含む） 313,891 307,550 △6,340

負債計 313,891 307,550 △6,340

（千円）

区分
当連結会計年度

（2024年10月31日）

関連会社株式 32,926

（金融商品関係）

前連結会計年度（自　2023年11月１日　至　2024年10月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行等の

金融機関からの借入及び新株発行による方針であります。また、デリバティブ取引に関しては行わない

方針であります。

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金は顧客の信用リスクに晒されております。

　関連会社株式は、持分法適用会社の株式であり、投資先の事業リスクに晒されております。営業債務

である未払金等は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。

　借入金は主に運転資金又は設備投資に係る資金調達を目的としたものであります。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　営業債権は売掛金等については、経常的に発生しており、担当者が、所定の手続きに従い、債権回

収の状況について定期的にモニタリングを行い、支払遅延の早期把握や回収リスクの軽減を図ってお

ります。

　特に金額等の重要性が高い取引については、取締役会において、取引実行の決定や回収状況の報告

などを行います。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　該当事項はありません。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　未払金については月次単位での支払予定を把握するとともに、手許流動性の維持などにより流動性

リスクを管理しております。

④　事業リスク（投資先の事業に係るリスク）の管理

　定期的に持分法適用会社の財政状態を把握しております。

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用すること

により、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであります。

　（※１）　現金については注記を省略しており、預金、売掛金、買掛金、未払金、未払法人税等は短期間で決済される

ため時価が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略しております。

　（※２）　市場価格のない株式等は、上表に含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下の通り

であります。
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１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 167,703 － － －

売掛金 153,512 － － －

差入保証金 27,824 23,099 1,434 －

合計 349,040 23,099 1,434 －

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 33,909 41,580 48,184 45,967 34,640 109,611

合計 33,909 41,580 48,184 45,967 34,640 109,611

時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

差入保証金 － 51,891 － 51,891

資産計 － 51,891 － 51,891

長期借入金（１年内返済予定を含む） － 307,550 － 307,550

負債計 － 307,550 － 307,550

　（注）１．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

２．長期借入金の連結決算日後の返済予定額

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しています。

時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

　（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

差入保証金

差入保証金の時価は、契約先ごとに、その将来キャッシュ・フローと国債の利回り等適切な指標の利率を基

に割引現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金（１年内返済予定を含む）

長期借入金の時価は、変動金利の借入は、金利の変動を反映していることから時価は当該帳簿価額によって

おり、固定金利の借入は、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引い

た現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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連結貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

長期貸付金 37,272 36,968 △304

差入保証金 110,581 109,817 △764

資産計 147,854 146,786 △1,068

長期借入金（１年内返済予定を含む） 312,481 300,625 △11,855

負債計 312,481 300,625 △11,855

当連結会計年度（自　2024年11月１日　至　2025年10月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行等の

金融機関からの借入及び新株発行による方針であります。また、デリバティブ取引に関しては行わない

方針であります。

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金は顧客の信用リスクに晒されております。

　関連会社株式は、持分法適用会社の株式であり、投資先の事業リスクに晒されております。営業債務

である未払金等は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。

　借入金は主に運転資金又は設備投資に係る資金調達を目的としたものであります。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　営業債権は売掛金等については、経常的に発生しており、担当者が、所定の手続きに従い、債権回

収の状況について定期的にモニタリングを行い、支払遅延の早期把握や回収リスクの軽減を図ってお

ります。

　特に金額等の重要性が高い取引については、取締役会において、取引実行の決定や回収状況の報告

などを行います。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　該当事項はありません。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　未払金については月次単位での支払予定を把握するとともに、手許流動性の維持などにより流動性

リスクを管理しております。

④　事業リスク（投資先の事業に係るリスク）の管理

　定期的に持分法適用会社の財政状態を把握しております。

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用すること

により、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであります。

　※　現金については注記を省略しており、預金、売掛金、買掛金、未払金、未払法人税等は短期間で決済されるため時

価が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略しております。
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１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 203,689 － － －

売掛金 196,668 － － －

長期貸付金 － 19,744 17,527 －

差入保証金 89,921 19,226 1,434 －

合計 490,278 38,970 18,961 －

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 48,012 54,616 52,399 41,072 28,174 88,208

合計 48,012 54,616 52,399 41,072 28,174 88,208

時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期貸付金 － 36,968 － 36,968

差入保証金 － 109,817 － 109,817

資産計 － 146,786 － 146,786

長期借入金（１年内返済予定を含む） － 300,625 － 300,625

負債計 － 300,625 － 300,625

　（注）１．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

２．長期借入金の連結決算日後の返済予定額

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しています。

時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

　（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

長期貸付金

長期貸付金の時価は、変動金利の貸付は、金利の変動を反映していることから時価は当該帳簿価額によって

おり、固定金利の貸付は、元利金の合計額を、新規の同様の貸付を行った場合に想定される利率で割り引い

た現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

差入保証金

差入保証金の時価は、契約先ごとに、その将来キャッシュ・フローと国債の利回り等適切な指標の利率を基

に割引現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金（１年内返済予定を含む）

長期借入金の時価は、変動金利の借入は、金利の変動を反映していることから時価は当該帳簿価額によって

おり、固定金利の借入は、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引い

た現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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（有価証券関係）

前連結会計年度（2024年10月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（2025年10月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度
（2024年３月31日現在）

年金資産の額 27,630百万円

年金財政計算上の数理債務の額 27,429　〃

差引額 200百万円

（退職給付関係）

前連結会計年度（自　2023年11月１日　至　2024年10月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社の一部が加入する確定給付型企業年金基金である、福祉はぐくみ企業年金基金は、

複数事業主制度の企業型年金制度であり、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することが

できない制度であるため、確定拠出年金制度と同様の会計処理をしております。

　なお、福祉はぐくみ企業年金基金には当期より加入しており、掛金を拠出しております。

２．複数事業主制度

　確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の福祉はぐくみ企業年金基金への要拠出額は、当

連結会計年度7,904千円であります。

(1）複数事業主制度の直近の積立状況

(2）複数事業主制度の掛金に占める当社グループの割合

当連結会計年度　0.02％（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

(3）補足説明

　上記(1)の差引額の主な要因は、当連結会計年度は剰余金の発生によるものであります。

　なお、上記(2)の割合は、当社グループの実際の負担割合とは一致しておりません。
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当連結会計年度
（2025年３月31日現在）

年金資産の額 47,177百万円

年金財政計算上の数理債務の額 46,419　〃

差引額 758百万円

当連結会計年度（自　2024年11月１日　至　2025年10月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社の一部が加入する確定給付型企業年金基金である、福祉はぐくみ企業年金基金は、

複数事業主制度の企業型年金制度であり、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することが

できない制度であるため、確定拠出年金制度と同様の会計処理をしております。

２．複数事業主制度

　確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の福祉はぐくみ企業年金基金への要拠出額は、当

連結会計年度8,666千円であります。

(1）複数事業主制度の直近の積立状況

(2）複数事業主制度の掛金に占める当社グループの割合

当連結会計年度　0.03％（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

(3）補足説明

　上記(1)の差引額の主な要因は、当連結会計年度は剰余金の発生によるものであります。

　なお、上記(2)の割合は、当社グループの実際の負担割合とは一致しておりません。

売上原価 －千円

販売費及び一般管理費 －千円

第１回新株予約権

付与対象者の区分及び人数 当社取締役　１名

株式の種類別のストックオプションの数（注） 普通株式　100,000株

付与日 2025年３月15日

権利確定条件
「第４　提出会社の状況　１　株式等の状況　(2）新株予

約権等の状況」に記載の通りであります。

対象勤務期間 ２年

権利行使期間 自　2027年３月15日　至　2035年３月14日

（ストックオプション等関係）

前連結会計年度（自　2023年11月１日　至　2024年10月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　2024年11月１日　至　2025年10月31日）

１．ストックオプションに係る費用計上額及び科目名

２．ストックオプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストックオプションの内容

　（注）2026年８月１日付株式分割（１株につき２株の割合）による分割後の株式数に換算して記載しております。
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第１回新株予約権

権利確定前 （株）

前連結会計年度末 －

付与 100,000

失効 －

権利確定 －

未確定残 100,000

権利確定後 （株）

前連結会計年度末 －

権利確定 －

権利行使 －

失効 －

未行使残 －

第１回新株予約権

権利行使価格 （円） 650

行使時平均株価 （円） －

付与日における公正な評価単価 （円） －

当連結会計年度末における本源的価値の合計額 －千円

当連結会計年度において権利行使された本源的価値の合計額 －千円

(2）ストックオプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度（2025年10月期）において存在したストックオプションを対象とし、ストックオプシ

ョンの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストックオプションの数

（注）2026年８月１日付株式分割（１株につき２株の割合）による分割後の株式数に換算して記載しております。

②　単価情報

（注）2026年８月１日付株式分割（１株につき２株の割合）による分割後の株式数に換算して記載しております。

３．ストックオプションの公正な評価額の見積方法

　ストックオプション付与日時点において、当社は、TOKYO PRO Market上場企業であるため、ストックオ

プションの公正な評価単価の見積方法を単位当たりの本源的価値の見積りによっております。

　また、単位当たりの本源的価値の算定基礎となる当社の株式価値は、純資産価額方式により算出してお

ります。

４．ストックオプションの権利確定数の見積方法

　基本的には、将来の失効数の合理的な見積は困難であるため、実績の失効数のみを反映させる方法を採

用しております。

５．ストックオプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当連結会計年度末における本源

的価値の合計額及び当連結会計年度において権利行使されたストックオプションの権利行使日における本

源的価値の合計額
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当連結会計年度
（2024年10月31日）

繰延税金資産

未払事業税 1,766千円

賞与引当金 926

未払金 5,165

預り金 943

減価償却超過額 55

資産除去債務 4,390

税務上の繰越欠損金（注）３ 26,354

繰延税金資産小計 39,600

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注）３ △26,354

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △3,367

評価性引当額小計（注）１ △29,721

繰延税金資産合計 9,879

繰延税金負債（注）２

資産除去債務に対応する除去費用 △3,568

未収還付事業税 △340

繰延税金負債合計 △3,908

繰延税金資産（負債）の純額 5,970

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

合計
（千円）

税務上の繰越欠損金(a) － － － － － 26,354 26,354

評価性引当額 － － － － － △26,354 △26,354

繰延税金資産 － － － － － － －

（税効果会計関係）

前連結会計年度（2024年10月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（注）１．評価性引当額が16,677千円増加しております。この増加の主な内容は、税務上の繰越欠損金

の評価性引当額が16,448千円増加したことによるものであります。

（注）２．連結貸借対照表に計上されている繰延税金負債301千円は、連結子会社株式会社HUGアイビス

（現：株式会社i HUG cheese）における将来加算一時差異（資産除去債務に対応する除去費

用）に係るものであります。当該連結子会社においては、回収可能性がないと判断し繰延税

金資産を計上していないため、繰延税金負債を別掲しております。

（注）３．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

(a）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。
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当連結会計年度
（2024年10月31日）

法定実効税率 33.6％

（調整）

住民税均等割 6.9

繰越欠損金の利用 －

評価性引当額の増減 62.3

子会社株式評価損の連結修正 △12.4

持分法による投資損益 10.7

中小法人軽減税率適用による影響 △5.7

のれん償却額 1.5

その他 △6.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 90.6

当連結会計年度
（2025年10月31日）

繰延税金資産

未払事業税 1,268千円

賞与引当金 3,111

未払金 5,342

預り金 828

減損損失 1,605

減価償却超過額 219

資産除去債務 4,931

税務上の繰越欠損金（注）２ 18,343

繰延税金資産小計 35,651

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注）２ △14,617

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △4,368

評価性引当額小計（注）１ △18,986

繰延税金資産合計 16,664

繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 △3,838

その他 △1,880

繰延税金負債合計 △5,719

繰延税金資産（負債）の純額 10,945

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

合計
（千円）

税務上の繰越欠損金(a) － － － － － 18,343 18,343

評価性引当額 － － － － － △14,617 △14,617

繰延税金資産 － － － － － 3,726 (b)3,726

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

当連結会計年度（2025年10月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（注）１．評価性引当額が10,735千円減少しております。この減少の主な内容は、税務上の繰越欠損金

の評価性引当額が11,736千円減少したことによるものであります。

（注）２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

(a）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

(b）税務上の繰越欠損金18,343千円（法定実効税率を乗じた額）について、繰延税金資産3,726千円を計上しておりま

す。
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当連結会計年度
（2025年10月31日）

法定実効税率 33.6％

（調整）

住民税均等割 3.9

繰越欠損金の利用 △1.4

評価性引当額の増減 25.1

持分法による投資損益 1.4

中小法人軽減税率適用による影響 △6.4

のれん償却額 1.2

連結範囲の変動に伴う影響 △13.4

税額控除 △5.9

その他 △1.7

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.4

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳
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流動資産 28,145千円

固定資産 41,740

資産合計 69,885

流動負債 45,661

固定負債 27,067

負債合計 72,729

売上高 45,093千円

営業損失 24,623

（企業結合等関係）

前連結会計年度（自　2023年11月１日　至　2024年10月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　2024年11月１日　至　2025年10月31日）

事業分離

(1）事業分離の概要

①　分離先

山嶋　美和（以下、「山嶋氏」という。）

②　分離した子会社の名称及び事業内容

連結子会社：株式会社HUGアイビス（現、株式会社i HUG cheese　以下、「HUGアイビス」とい

う。）

事業の内容：障害者総合支援法の施設外就労に基づく施設外作業所事業

③　事業分離を行った主な理由

　HUGアイビスの全株式を山嶋氏へ譲渡し当社グループからHUGアイビスを除外した上、山嶋氏がより

裁量権を持ってHUGアイビスの経営を行うことが、今後のHUGアイビスの業績の改善に資するものであ

り、当社グループ及びHUGアイビスにとって最善であると判断いたしました。

④　事業分離日

2025年４月30日

⑤　法的形式を含むその他取引の概要に関する事項

受取対価を現金等の財産のみとする持分譲渡

(2）実施した会計処理の概要

①　移転損益の金額

子会社株式売却益　4,172千円

②　移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

③　会計処理

　当該譲渡株式の売却価額と連結上の帳簿価額との差額から未実現利益を控除した額を「子会社株式

売却益」として特別利益に計上しております。

(3）分離した事業が含まれていた報告セグメント

就労支援サービス事業

(4）当連結会計期間の連結損益計算書に計上されている譲渡した事業に係る損益
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取得の対価 現金 89,900千円

取得原価 89,900千円

流動資産 38,349千円

固定資産 75,219

資産合計 113,569

流動負債 40,179

固定負債 476

負債合計 40,656

取得による企業結合

　2025年７月31日開催の取締役会において、当社の持分法適用会社であった株式会社スマイルライフの株式

55.6％を追加取得し、連結子会社化することを決議いたしました。

　また、対象会社の資本金が当社資本金の100分の10以上となるため、対象会社は特定子会社に該当いたし

ます。

(1）企業結合の概要

①　被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　株式会社スマイルライフ

事業の内容　　　　　中古ブランド品及び貴金属の売買事業

②　企業結合を行った理由

　株式会社スマイルライフは、連結子会社の株式会社IBIS東海と施設外就労業務請負契約を締結し、

菊井施設外作業所及び新瑞橋施設外作業所を運営しております。株式会社スマイルライフが手掛ける

中古ブランド品及び貴金属の売買事業における事務作業やPC入力作業等は障がい者の方々が担う作業

に適しており、2024年５月に持分法適用会社となって以降、当社グループとしては施設外作業所運営

の観点で事業上のシナジー効果が一定程度あったものと考えております。

　株式会社スマイルライフを連結子会社化することで、当社グループと事業上のシナジー効果をさら

に高め、施設外作業所事業のさらなる拡大を図るため、株式を追加取得することといたしました。

③　企業結合日

2025年８月１日

④　企業結合の法的形式

株式取得

⑤　結合後企業の名称

　変更ありません。

⑥　取得後の議決権所有割合

100％

(2）連結損益計算書に含まれている被取得企業の業績の期間

2025年８月１日から2025年10月31日

(3）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

(4）主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等　　1,600千円

(5）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①　発生したのれんの金額

16,986千円

②　発生原因

　今後の事業展開によって期待される超過収益力であります。

③　償却方法及び償却期間

定額法　５年間

(6）企業結合日に受け入れた資産及び引受けた負債の額並びにその主な内訳
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当連結会計年度
（自　2023年11月１日

至　2024年10月31日）

期首残高 10,975千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 2,040

時の経過による調整額 57

期末残高 13,073

当連結会計年度
（自　2024年11月１日

至　2025年10月31日）

期首残高 13,073千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 1,991

連結範囲の変更に伴う増加額 476

時の経過による調整額 101

その他増減額（△は減少） △956

期末残高 14,686

（資産除去債務関係）

前連結会計年度（自　2023年11月１日　至　2024年10月31日）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

イ　当該資産除去債務の概要

　建物及び構築物の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を契約期間又は取得から15年と見積り、割引率は0.15％～1.44％を使用して資産除去債

務の金額を計算しております。

ハ　当該資産除去債務の総額の増減

当連結会計年度（自　2024年11月１日　至　2025年10月31日）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

イ　当該資産除去債務の概要

　建物及び構築物の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を契約期間又は取得から15年と見積り、割引率は0.15％～2.15％を使用して資産除去債

務の金額を計算しております。

ハ　当該資産除去債務の総額の増減
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（単位：千円）

当連結会計年度
（自　2024年11月１日

至　2025年10月31日）

連結貸借対照表計上額 25,911

期首残高 27,944

期中増減額 △2,033

期末残高 25,911

期末時価 30,735

（賃貸等不動産関係）

前連結会計年度（自　2023年11月１日　至　2024年10月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　2024年11月１日　至　2025年10月31日）

　当社では、愛知県において、賃貸用の建物（土地を含む）を有しております。当連結会計年度における当該

賃貸等不動産に関する賃貸損益は1,954千円（賃貸収益は営業外収益に、主な賃貸費用は営業外費用に計上）

であります。

　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次の通りであります。

　（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、減少額は減価償却費（2,033千円）であります。

３．期末の時価は、「固定資産税評価額」等に基づいて自社で算定した金額であります。
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（単位：千円）

就労継続支援
B型事業

施設外作業所
事業

グループホー
ム事業

その他 計

一時点で移転される財 812,813 57,744 7,790 16,209 894,558

一定の期間にわたり移転される財 － － － － －

顧客との契約から生じる収益 812,813 57,744 7,790 16,209 894,558

外部顧客への売上高 812,813 57,744 7,790 16,209 894,558

（単位：千円）

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高）売掛金 124,676

顧客との契約から生じた債権（期末残高）売掛金 153,512

契約資産（期首残高） 545

契約資産（期末残高） －

（収益認識関係）

前連結会計年度（自　2023年11月１日　至　2024年10月31日）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「（連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項）　４．会計方針に関する事項　(4）重要な収益及び費用の計上基準」に記載の通りで

あります。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結

会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及

び時期に関する情報

(1）契約資産の残高等

　契約資産は、福祉・障害サービスにおける国民健康保険連合会との契約について期末日時点で完了し

ているが未請求の福祉・障害サービスに係る対価に対する連結子会社の権利に関するものであります。

契約資産は、対価に対する連結子会社の権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振

り替えられます。

(2）残存履行義務に配分した取引価格

　当社グループは残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当初に予

想される契約期間が１年を超える取引はないため、記載を省略しております。
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（単位：千円）

就労継続支援B型
事業

施設外作業所事業 その他 計

一時点で移転される財 991,900 88,261 13,916 1,094,078

一定の期間にわたり移転される財 － － － －

顧客との契約から生じる収益 991,900 88,261 13,916 1,094,078

外部顧客への売上高 991,900 88,261 13,916 1,094,078

（単位：千円）

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高）売掛金 153,512

顧客との契約から生じた債権（期末残高）売掛金 196,668

当連結会計年度（自　2024年11月１日　至　2025年10月31日）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「（連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項）　４．会計方針に関する事項　(4）重要な収益及び費用の計上基準」に記載の通りで

あります。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結

会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及

び時期に関する情報

(1）顧客との契約から生じた債権の残高等

(2）残存履行義務に配分した取引価格

　当社グループは残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当初に予

想される契約期間が１年を超える取引はないため、記載を省略しております。
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（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名（注）

国民健康保険団体連合会 700,771 －

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名（注）

国民健康保険団体連合会 916,837 －

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前連結会計年度（自　2023年11月１日　至　2024年10月31日）

　当社グループは、就労支援サービス事業の単一セグメントのため、記載を省略しております。

当連結会計年度（自　2024年11月１日　至　2025年10月31日）

　当社グループは、就労支援サービス事業の単一セグメントのため、記載を省略しております。

【関連情報】

前連結会計年度（自　2023年11月１日　至　2024年10月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　就労支援サービス事業の売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しており

ます。

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

　（注）　当社グループは就労支援サービス事業の単一セグメントであるため、関連するセグメント名の記載を省略して

おります。

当連結会計年度（自　2024年11月１日　至　2025年10月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　就労支援サービス事業の売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しており

ます。

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

　（注）　当社グループは就労支援サービス事業の単一セグメントであるため、関連するセグメント名の記載を省略して

おります。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　2023年11月１日　至　2024年10月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　2024年11月１日　至　2025年10月31日）

　当連結会計年度において計上した固定資産の減損損失は4,939千円であります。なお、当社グループは就

労支援サービス事業の単一セグメントであるため、報告セグメントごとの記載を省略しております。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　2023年11月１日　至　2024年10月31日）

　のれんの償却額は1,166千円、未償却残高は1,166千円であります。また、株式会社ブレースデントからの

事業譲受により発生した営業権の未償却残高が265千円あります。なお、当社グループは就労支援サービス

事業の単一セグメントであるため、報告セグメントごとの記載を省略しております。

当連結会計年度（自　2024年11月１日　至　2025年10月31日）

　のれんの償却額は2,015千円、未償却残高は16,137千円であります。また、株式会社ブレースデントから

の事業譲受により発生した営業権の未償却残高が174千円あります。なお、当社グループは就労支援サービ

ス事業の単一セグメントであるため、報告セグメントごとの記載を省略しております。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自　2023年11月１日　至　2024年10月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　2024年11月１日　至　2025年10月31日）

　該当事項はありません。
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種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

持分法適用

関連会社

㈱スマイル

ライフ

愛知県名

古屋市東

区

49,900

中古品売

買業不動

産業

（被所有）

直接　44.4
経営管理等

固定資産購

入（注）
28,453 － －

流動資産合計 22,227千円

固定資産合計 73,240千円

流動負債合計 17,303千円

固定負債合計 －千円

純資産合計 78,164千円

売上高 158,373千円

税引前当期純損失 19,126千円

当期純損失 19,309千円

【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　2023年11月１日　至　2024年10月31日）

１．関連当事者との取引

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

（ア）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

　（注）　課税明細書における評価額に基づき、決定しております。

（イ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

　該当事項はありません。

(2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

　該当事項はありません。

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1）親会社情報

　該当事項はありません。

(2）重要な関連会社の要約財務情報

　当連結会計年度において、重要な関連会社は㈱スマイルライフであり、その要約財務情報は以下の通

りであります。

当連結会計年度（自　2024年11月１日　至　2025年10月31日）

　該当事項はありません。
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当連結会計年度
（自　2023年11月１日

至　2024年10月31日）

１株当たり純資産額 70円08銭

１株当たり当期純利益 １円40銭

当連結会計年度
（自　2023年11月１日

至　2024年10月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 2,511

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 2,511

普通株式の期中平均株式数（株） 1,798,000

当連結会計年度
（2024年10月31日）

純資産の部の合計額（千円） 125,993

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） －

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 125,993

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の

数（株）
1,798,000

（１株当たり情報）

前連結会計年度（自　2023年11月１日　至　2024年10月31日）

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の通りであります。

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下の通りであります。

　　　　４．2026年８月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。当連結会計年度の期首に

おいて当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額を算定しておりま

す。
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当連結会計年度
（自　2024年11月１日

至　2025年10月31日）

１株当たり純資産額 89円70銭

１株当たり当期純利益 19円63銭

当連結会計年度
（自　2024年11月１日

至　2025年10月31日）

１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 35,284

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益

（千円）
35,284

普通株式の期中平均株式数（株） 1,798,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

第１回新株予約権

新株予約権の数　500個

新株予約権の目的となる株式の種類及び数

普通株式　100,000株

なお、新株予約権の概要は「第４提出会社の状況、１　株

式等の状況、(2）新株予約権等の状況　①　ストックオプ

ション制度の内容」に記載の通りであります。

当連結会計年度
（2025年10月31日）

純資産の部の合計額（千円） 161,277

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） －

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 161,277

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の

数（株）
1,798,000

当連結会計年度（自　2024年11月１日　至　2025年10月31日）

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記

載しておりません。

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の通りであります。

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下の通りであります。

　　　　４．2026年８月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に

おいて当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額を算定しておりま

す。
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分割前の発行済株式の総数 899,000株

今回の分割により増加する株式数 899,000株

分割後の発行済株式の総数 1,798,000株

分割後の発行可能株式総数 7,192,000株

（重要な後発事象）

（多額の資金の借入）

(1）当社連結子会社である株式会社スマイルライフは、2026年３月19日開催の取締役会において、以下の通

り資金の借入を行うことを決議いたしました。

①　資金使途　　運転資金

②　借入先名称　株式会社三十三銀行

③　借入金額　　50,000千円

④　借入金利　　変動金利　短期プライムレート＋スプレッド

⑤　借入実行日　2026年３月25日

⑥　借入期間　　７年

⑦　担保保証　　無担保・愛知県信用保証協会による債務保証

(2）当社連結子会社である株式会社IBIS東海は、2026年４月28日開催の取締役会において、以下の通り資金

の借入を行うことを決議いたしました。

①　資金使途　　運転資金

②　借入先名称　株式会社大垣共立銀行

③　借入金額　　80,000千円

④　借入金利　　変動金利　市場金利（全銀協TIBOR）＋スプレッド

⑤　借入実行日　2026年４月30日

⑥　借入期間　　10年

⑦　担保保証　　無担保・愛知県信用保証協会による債務保証

(3）当社連結子会社である株式会社IBIS東海は、2026年４月28日開催の取締役会において、以下の通り資金

の借入を行うことを決議いたしました。

①　資金使途　　運転資金

②　借入先名称　株式会社大垣共立銀行

③　借入金額　　20,000千円

④　借入金利　　変動金利　市場金利（全銀協TIBOR）＋スプレッド

⑤　借入実行日　2026年４月30日

⑥　借入期間　　３年

⑦　担保保証　　無担保・無保証

（株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更）

　当社は、2026年７月15日開催の取締役会において、株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更を行うこと

を決議いたしました。

　　　　　　１．株式分割の概要

　　　　　　　（1）分割の目的

　　　　当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げることにより、投資家の皆様が当社株式により投資しや

すい環境を整えることで、当社株式の流動性の向上と投資家層の拡大を図ることを目的としておりま

す。

　　　　　　　（2）分割の方法

　　　　　　　　　2026年７月31日（金曜日）を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の有する

株式数を１株につき２株の割合をもって分割いたします。

　　　　　　　（3）分割により増加する株式数
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基準日公告日 2026年７月16日（木曜日）

基準日 2026年７月31日（金曜日）

効力発生日 2026年８月１日（土曜日）

調整前行使価額 調整後行使価額

第１回新株予約権 1,300円 650円

（下線は変更部分）

変更前 変更後

第６条（発行可能株式総数）

当会社の発行可能株式総数は、3,596,000株とす

る。

第６条（発行可能株式総数）

当会社の発行可能株式総数は、7,192,000株とす

る。

　　　　　　　（4）分割の日程

　　　　　　　（5）１株当たり情報に及ぼす影響

　　　　　　　　前連結会計年度（自　2023年11月１日　至　2024年10月31日）

　　　　　　　　　該当事項はありません。

　　　　　　　　当連結会計年度（自　2024年11月１日　至　2025年10月31日）

　　　　　　　　「１株当たり情報」は、当該株式分割が前連結会計年度の期首に行われたと仮定して算出しており、こ

れによる影響については、当該箇所に反映されております。

　　　　　　　（6）その他

　　　　　　　　　①　資本金の額の変更

　　　　　　　　　　今回の株式分割に際して、資本金の額の変更はありません。

　　　　　　　　　②　新株予約権行使価額の調整

　　　　　　　　　　今回の株式分割に伴い、2026年８月１日以後に行使する新株予約権の１株当たりの行使価額を以下

の通り調整いたします。

　　　　　　２．株式分割に伴う定款の一部変更に関するお知らせ

　　　　　　　（1）変更の理由

　　　　　　　　　今回の株式分割に伴い、2026年７月15日付の取締役会において、会社法第184条第２項の規定に基づ

き、2026年８月１日（土曜日）をもって、当社定款第６条の発行可能株式総数を分割比率に合わせて変

更いたします。

　　　　　　　（2）変更の内容

　　　　　　　　　変更の内容は以下の通りです。
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当中間連結会計期間
（自　2025年11月１日

至　2026年４月30日）

役員報酬 26,250千円

給料手当及び賞与 12,641

賞与引当金繰入額 417

退職給付費用 1,560

採用教育費 8,504

租税公課 23,147

支払手数料 15,170

支払報酬料 24,038

業務委託費 36,080

減価償却費 5,404

のれん償却額 1,698

【注記事項】

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の通りであります。

当中間連結会計期間
（自　2025年11月１日

至　2026年４月30日）

現金及び預金勘定 335,076千円

現金及び現金同等物 335,076

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記

の通りであります。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当中間連結会計期間（自　2025年11月１日　至　2026年４月30日）

　当社グループは、就労支援サービス事業の単一セグメントのため、記載を省略しております。

報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

　のれんの償却額は1,698千円、未償却残高は14,438千円であります。また、株式会社ブレースデント

からの事業譲受により発生した営業権の未償却残高が128千円あります。なお、当社グループは就労支

援サービス事業の単一セグメントであるため、報告セグメントごとの記載を省略しております。

（重要な負ののれん発生益）

　該当事項はありません。
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（単位：千円）

就労継続支援B型事業 施設外作業所事業 その他 計

一時点で移転される財 516,480 160,919 12,520 689,920

一定の期間にわたり移転され

る財
－ － － －

顧客との契約から生じる収益 516,480 160,919 12,520 689,920

外部顧客との売上高 516,480 160,919 12,520 689,920

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当中間連結会計期間（自　2025年11月１日　至　2026年４月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年11月１日

至　2026年４月30日）

１株当たり中間純利益 17円84銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 32,079

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間

純利益（千円）
32,079

普通株式の期中平均株式数（株） 1,798,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり中間純利益の算定に含めなかった

潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変

動があったものの概要

－

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下の通りであります。

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

２．2026年８月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前中間連結会計期間の期

首において当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり中間純利益を算定しております。
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分割前の発行済株式の総数 899,000株

今回の分割により増加する株式数 899,000株

分割後の発行済株式の総数 1,798,000株

分割後の発行可能株式総数 7,192,000株

基準日公告日 2026年７月16日（木曜日）

基準日 2026年７月31日（金曜日）

効力発生日 2026年８月１日（土曜日）

調整前行使価額 調整後行使価額

第１回新株予約権 1,300円 650円

（重要な後発事象）

（株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更）

　当社は、2026年７月15日開催の取締役会において、株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更を行うこ

とを決議いたしました。

１．株式分割の概要

(1）分割の目的

　当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げることにより、投資家の皆様が当社株式により投資しや

すい環境を整えることで、当社株式の流動性の向上と投資家層の拡大を図ることを目的としておりま

す。

(2）分割の方法

　2026年７月31日（金曜日）を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の有する

株式数を１株につき２株の割合をもって分割いたします。

(3）分割により増加する株式数

(4）分割の日程

(5）１株当たり情報に及ぼす影響

　　１株当たり情報に及ぼす影響は、（１株当たり情報）に反映させております。

(6）その他

①　資本金の額の変更

　今回の株式分割に際して、資本金の額の変更はありません。

②　新株予約権行使価額の調整

　今回の株式分割に伴い、2026年８月１日以後に行使する新株予約権の１株当たりの行使価額を以下

の通り調整いたします。

２．株式分割に伴う定款の一部変更に関するお知らせ

(1）変更の理由

　今回の株式分割に伴い、2026年７月15日付の取締役会において、会社法第184条第２項の規定に基づ

き、2026年８月１日（土曜日）をもって、当社定款第６条の発行可能株式総数を分割比率に合わせて変

更いたします。
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（下線は変更部分）

変更前 変更後

第６条（発行可能株式総数） 第６条（発行可能株式総数）

当会社の発行可能株式総数は、3,596,000株とする。 当会社の発行可能株式総数は、7,192,000株とする。

(2）変更の内容

　変更の内容は以下の通りです。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － 100,000 2.50 －

１年以内に返済予定の長期借入金 33,909 48,012 1.55 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 279,982 264,469 1.05
2026年11月10日～

2037年２月10日

その他有利子負債

１年以内に返済予定の割賦未払金 － 1,200 3.30 －

長期割賦未払金 － 4,600 3.30
2026年11月27日～

2030年８月27日

合計 313,891 418,281 － －

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 54,616 52,399 41,072 28,174

長期割賦未払金 1,200 1,200 1,200 1,000

【借入金等明細表】

　（注）１．平均利率については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金及び長期割賦未払金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額

は以下の通りであります。

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

不動産賃貸借契約に伴う原状回復

義務等
13,073 2,569 956 14,686

【資産除去債務明細表】

（２）【その他】

該当事項はありません。
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（単位：千円）

前事業年度
（2024年10月31日）

当事業年度
（2025年10月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 39,458 4,482

立替金 ※ 24,096 ※ 12,726

前払費用 4,037 6,303

未収入金 978 1,047

その他 － 354

流動資産合計 68,571 24,915

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 26,346 23,804

車両運搬具（純額） 4,984 1,212

工具、器具及び備品（純額） 2,881 4,653

土地 18,286 18,286

建設仮勘定 2,788 －

有形固定資産合計 55,286 47,956

無形固定資産

ソフトウエア 3,543 3,593

無形固定資産合計 3,543 3,593

投資その他の資産

関係会社株式 61,900 111,900

長期貸付金 ※ 80,000 ※ 111,272

長期前払費用 681 237

差入保証金 16,251 26,830

繰延税金資産 1,768 1,121

その他 8 2,808

貸倒引当金 △63,190 －

投資その他の資産合計 97,419 254,171

固定資産合計 156,249 305,721

資産合計 224,820 330,637

２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】
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（単位：千円）

前事業年度
（2024年10月31日）

当事業年度
（2025年10月31日）

負債の部

流動負債

１年内返済予定の長期借入金 21,432 19,646

未払金 ※ 21,616 ※ 12,706

未払費用 63 2,029

未払法人税等 7,559 1,561

未払消費税等 3,486 4,640

前受収益 ※ 2,211 2,073

預り金 1,393 1,823

賞与引当金 396 400

流動負債合計 58,158 44,880

固定負債

長期借入金 ※ 85,825 ※ 176,179

預り保証金 1,000 1,000

長期未払金 － ※ 6,886

資産除去債務 3,090 4,260

固定負債合計 89,915 188,325

負債合計 148,073 233,205

純資産の部

株主資本

資本金 49,900 49,900

資本剰余金

資本準備金 40,000 40,000

資本剰余金合計 40,000 40,000

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △13,152 7,531

その他利益剰余金合計 △13,152 7,531

利益剰余金合計 △13,152 7,531

株主資本合計 76,747 97,431

純資産合計 76,747 97,431

負債純資産合計 224,820 330,637
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（単位：千円）

前事業年度
（自　2023年11月１日

至　2024年10月31日）

当事業年度
（自　2024年11月１日

至　2025年10月31日）

売上高 ※１ 154,390 ※１ 177,175

売上総利益 154,390 177,175

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 113,800 ※１,※２ 148,586

営業利益 40,589 28,588

営業外収益

受取利息 ※１ 703 ※１ 883

賃貸収入 ※１ 11,871 ※１ 3,318

不動産収入 ※１ 3,990 ※１ 8,473

補助金収入 327 －

営業外収益合計 16,893 12,676

営業外費用

支払利息 ※１ 799 ※１ 1,855

賃貸原価 9,920 2,033

その他 0 121

営業外費用合計 10,719 4,010

経常利益 46,762 37,254

特別利益

固定資産売却益 － ※３ 772

特別利益合計 － 772

特別損失

減損損失 － 1,219

子会社株式売却損 － 8,571

子会社株式評価損 9,899 －

貸倒引当金繰入額 63,190 －

特別損失合計 73,090 9,790

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △26,328 28,236

法人税、住民税及び事業税 10,652 6,905

法人税等調整額 △661 647

法人税等合計 9,991 7,552

当期純利益又は当期純損失（△） △36,319 20,684

②【損益計算書】
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（単位：千円）

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

当期首残高 49,900 40,000 40,000 23,166 23,166 113,066 113,066

当期変動額

当期純利益 △36,319 △36,319 △36,319 △36,319

当期変動額合計 － － － △36,319 △36,319 △36,319 △36,319

当期末残高 49,900 40,000 40,000 △13,152 △13,152 76,747 76,747

（単位：千円）

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

当期首残高 49,900 40,000 40,000 △13,152 △13,152 76,747 76,747

当期変動額

当期純利益 20,684 20,684 20,684 20,684

当期変動額合計 － － － 20,684 20,684 20,684 20,684

当期末残高 49,900 40,000 40,000 7,531 7,531 97,431 97,431

③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2023年11月１日　至　2024年10月31日）

当事業年度（自　2024年11月１日　至　2025年10月31日）
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【注記事項】

（重要な会計方針）

前事業年度（自　2023年11月１日　至　2024年10月31日）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし、建物附属設備は定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

建物　　　　　　　　定額法　５年～15年

車両運搬具　　　　　定率法　２年～６年

工具、器具及び備品　定率法　３年～５年

　取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、一括償却資産として、３年間で均等

償却しております。

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

　　関係会社に対する債権の貸倒れによる損失に備えるため、債務超過相当額を引当金に計上しておりま

す。

（2）賞与引当金

　　 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当期に見合う分を計上してお

ります。

４．収益及び費用の計上基準

　当社は、主に持株会社として子会社の経営管理及びそれに附帯する業務を行っており、契約内容に応じ

た受託業務を提供することを履行義務として識別しております。収益は、主に子会社からの経営管理手数

料となります。当該履行義務は、時の経過につれて充足されるため、一定の期間にわたる履行義務を充足

した時点で収益を認識しております。
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当事業年度（自　2024年11月１日　至　2025年10月31日）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし、建物附属設備は定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

建物　　　　　　　　定額法　10年～15年

車両運搬具　　　　　定率法　６年

工具、器具及び備品　定率法　３年～５年

　取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、一括償却資産として、３年間で均等

償却しております。

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当期に見合う分を計上してお

ります。

４．収益及び費用の計上基準

　当社は、主に持株会社として子会社の経営管理及びそれに附帯する業務を行っており、契約内容に応じ

た受託業務を提供することを履行義務として識別しております。収益は、主に子会社からの経営管理手数

料となります。当該履行義務は、時の経過につれて充足されるため、一定の期間にわたる履行義務を充足

した時点で収益を認識しております。
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当事業年度
（2024年10月31日）

有形固定資産 55,286千円

無形固定資産 3,543千円

減損損失 －

当事業年度
（2024年10月31日）

繰延税金資産（相殺前） 2,680千円

（重要な会計上の見積り）

前事業年度（自　2023年11月１日　至　2024年10月31日）

固定資産の減損損失

１．当事業年度の財務諸表に計上した金額

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　資産又は資産グループに減損の兆候が存在する場合、当該資産又は資産グループから得られる割引前

将来キャッシュ・フローに基づき、減損損失の認識の要否を判定しております。減損損失を認識すべき

であると判定された資産又は資産グループについては、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失として計上しております。

　減損損失の認識の要否を判定するに際して、割引前将来キャッシュ・フローの見積りを、取締役会で

承認された事業計画に基づき実施しており、将来の収益性の見積りを主要な仮定としております。

　これら見積り及び仮定について、将来の不確実な経営環境の変動等により見直しが必要となった場

合、翌事業年度以降の財務諸表に重要な影響を与える可能性があります。

繰延税金資産の回収可能性

１．当事業年度の財務諸表に計上した金額

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　繰延税金資産の帳簿価額は、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に係る確実な回収可能性に基

づき計上しております。

　繰延税金資産の回収可能性を判断するに際しては、貸借対照表日時点で適用されている税制、繰越欠

損金の法定繰越可能期間、過去実績を踏まえた事業計画等、入手可能なあらゆる証拠に基づいて将来の

課税所得を慎重に見積っております。繰延税金資産は税務上の繰越欠損金及び将来減算一時差異のうち

将来にわたり税金負担額を軽減することが認められる範囲内で認識し、その範囲を超える額については

評価性引当額として控除しております。見積りの前提となる事業計画には、利用者の登録数及び通所数

その他市場動向に対する仮定が含まれており、今後の動向如何により、繰延税金資産の全部又は一部に

ついて追加的な評価性引当額の計上が要求される可能性や税金費用の戻し入れを伴う評価性引当額の取

崩しが要求される可能性があります。

　これらの要因や変化は、評価性引当額の計上又は取崩される期間において、当期純利益に影響を及ぼ

します。

2026/09/01 11:31:04／26393901_株式会社アイビスホールディングス_有価証券届出書（新規公開）

- 113 -



当事業年度
（2025年10月31日）

有形固定資産 47,956千円

無形固定資産 3,593千円

減損損失 1,219千円

当事業年度
（2025年10月31日）

繰延税金資産（相殺前） 3,262千円

当事業年度（自　2024年11月１日　至　2025年10月31日）

固定資産の減損損失

１．当事業年度の財務諸表に計上した金額

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　資産又は資産グループに減損の兆候が存在する場合、当該資産又は資産グループから得られる割引前

将来キャッシュ・フローに基づき、減損損失の認識の要否を判定しております。減損損失を認識すべき

であると判定された資産又は資産グループについては、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失として計上しております。

　減損損失の認識の要否を判定するに際して、割引前将来キャッシュ・フローの見積りを、取締役会で

承認された事業計画に基づき実施しており、将来の収益性の見積りを主要な仮定としております。

　これら見積り及び仮定について、将来の不確実な経営環境の変動等により見直しが必要となった場

合、翌事業年度以降の財務諸表に重要な影響を与える可能性があります。

繰延税金資産の回収可能性

１．当事業年度の財務諸表に計上した金額

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　繰延税金資産の帳簿価額は、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に係る確実な回収可能性に基

づき計上しております。

　繰延税金資産の回収可能性を判断するに際しては、貸借対照表日時点で適用されている税制、繰越欠

損金の法定繰越可能期間、過去実績を踏まえた事業計画等、入手可能なあらゆる証拠に基づいて将来の

課税所得を慎重に見積っております。繰延税金資産は税務上の繰越欠損金及び将来減算一時差異のうち

将来にわたり税金負担額を軽減することが認められる範囲内で認識し、その範囲を超える額については

評価性引当額として控除しております。見積りの前提となる事業計画には、利用者の登録数及び通所数

その他市場動向に対する仮定が含まれており、今後の動向如何により、繰延税金資産の全部又は一部に

ついて追加的な評価性引当額の計上が要求される可能性や税金費用の戻し入れを伴う評価性引当額の取

崩しが要求される可能性があります。

　これらの要因や変化は、評価性引当額の計上又は取崩される期間において、当期純利益に影響を及ぼ

します。
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（会計方針の変更）

前事業年度（自　2023年11月１日　至　2024年10月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自　2024年11月１日　至　2025年10月31日）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022

年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第

20－３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定

める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による財務諸表への影響はありません。

前事業年度
（2024年10月31日）

当事業年度
（2025年10月31日）

流動資産

立替金 23,723千円 11,953千円

固定資産

長期貸付金 80,000 74,000

流動負債

未払金 11,036 387

前受収益 1,636 －

固定負債

長期未払金 － 6,886

長期借入金 30,000 140,000

（貸借対照表関係）

※　関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもののほか次のものがあります。
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前事業年度
（自　2023年11月１日

至　2024年10月31日）

当事業年度
（自　2024年11月１日

至　2025年10月31日）

売上高 147,250千円 173,125千円

販売費及び一般管理費 30 64

受取利息 690 684

不動産収入 3,440 4,486

賃貸収入 10,702 2,761

支払利息 60 640

前事業年度
（自　2023年11月１日

至　2024年10月31日）

当事業年度
（自　2024年11月１日

至　2025年10月31日）

役員報酬 20,100千円 24,600千円

給与手当 18,947 20,648

賞与引当金繰入額 396 400

支払報酬料 25,088 27,969

支払手数料 11,011 18,070

減価償却費 5,174 6,927

前事業年度
（自　2023年11月１日

至　2024年10月31日）

当事業年度
（自　2024年11月１日

至　2025年10月31日）

車両運搬具 －千円 772千円

計 － 772

（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次の通り含まれております。

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度100％、当事業年度１％、一般管理費に属する費用

のおおよその割合は前事業年度－％、当事業年度99％であります。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の通りであります。

※３　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

区分 当事業年度（千円）

関係会社株式 61,900

区分 当事業年度（千円）

関係会社株式 111,900

（有価証券関係）

前事業年度（2024年10月31日）

　関係会社株式は、市場価格のない株式等のため、関係会社株式の時価を記載しておりません。

　なお、市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は次の通りであります。

当事業年度（2025年10月31日）

　関係会社株式は、市場価格のない株式等のため、関係会社株式の時価を記載しておりません。

　なお、市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は次の通りであります。
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当事業年度
（2024年10月31日）

繰延税金資産

未払事業税 765千円

賞与引当金 132

未払金 684

未払費用 21

資産除去債務 1,037

減価償却超過額 39

繰延税金資産合計 2,680

繰延税金負債

除去債務対応固定資産 △912

繰延税金負債合計 △912

繰延税金資産（負債）の純額 1,768

当事業年度
（2025年10月31日）

繰延税金資産

未払事業税 135千円

賞与引当金 134

未払金 912

未払費用 20

資産除去債務 1,430

減価償却超過額 219

減損損失 409

繰延税金資産合計 3,262

繰延税金負債

除去債務対応固定資産 △1,200

その他 △940

繰延税金負債合計 △2,141

繰延税金資産（負債）の純額 1,121

当事業年度
（2025年10月31日）

法定実効税率 33.6％

（調整）

住民税均等割 1.3

税額控除 △3.4

中小法人軽減税率適用による影響 △5.3

その他 0.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 26.7

（税効果会計関係）

前事業年度（2024年10月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　税引前当期純損失のため、記載を省略しております。

当事業年度（2025年10月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳
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（企業結合等関係）

前事業年度（自　2023年11月１日　至　2024年10月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自　2024年11月１日　至　2025年10月31日）

事業分離

　連結財務諸表「注記事項　（企業結合等関係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しており

ます。

取得による企業結合

　連結財務諸表「注記事項　（企業結合等関係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しており

ます。

（収益認識関係）

前事業年度（自　2023年11月１日　至　2024年10月31日）

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関

係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

当事業年度（自　2024年11月１日　至　2025年10月31日）

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関

係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額

（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産

建物 28,463 2,074
1,219

(1,219)
29,318 5,513 3,396 23,804

車両運搬具 5,870 － 4,000 1,870 657 1,911 1,212

工具、器具及び備品 5,142 4,142 － 9,285 4,632 2,370 4,653

土地 18,286 － － 18,286 － － 18,286

建設仮勘定 2,788 － 2,788 － － － －

有形固定資産計 60,550 6,216
8,007

(1,219)
58,760 10,803 7,678 47,956

無形固定資産

ソフトウエア 11,488 1,332 － 12,820 9,226 1,281 3,593

無形固定資産計 11,488 1,332 － 12,820 9,226 1,281 3,593

長期前払費用 770 － － 770 532 443 237

④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

　（注）１．「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

２．建物の当期増加額は内装工事等附属設備2,074千円であります。

３．工具、器具及び備品の当期増加額は複合機等器具備品4,142千円であります。

４．車両運搬具の当期減少額は車両の売却に伴う減少額であります。

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

賞与引当金 396 400 396 － 400

貸倒引当金 63,190 － 63,190 － －

【引当金明細表】

（２）【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

（３）【その他】

　該当事項はありません。

2026/09/01 11:31:04／26393901_株式会社アイビスホールディングス_有価証券届出書（新規公開）

- 119 -



事業年度 毎年11月１日から翌年10月31日まで

定時株主総会 毎事業年度末日から３か月以内

基準日 毎年10月31日

株券の種類 －

剰余金の配当の基準日
毎年４月30日

毎年10月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

取扱場所
名古屋市中区栄三丁目15番33号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

取次所 三井住友信託銀行株式会社　全国本支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 －

単元未満株式の買取り

取扱場所
名古屋市中区栄三丁目15番33号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

取次所 三井住友信託銀行株式会社　全国本支店

買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公

告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載する。

公告掲載URL　https://www.ibisholdings.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。

第６【提出会社の株式事務の概要】

　（注）　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない旨

を定款に定めております。

会社法第189条第２項各号に掲げる権利

会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利

2026/09/01 11:31:04／26393901_株式会社アイビスホールディングス_有価証券届出書（新規公開）

- 120 -



第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　該当事項はありません。
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第四部【株式公開情報】
　当社株式は東京証券取引所TOKYO PRO Market及び福岡証券取引所Fukuoka PRO Marketの上場銘柄であります。

　なお、名古屋証券取引所ネクスト市場並びに福岡証券取引所Q-Board市場上場（売買開始）日の前日（2026年10月12

日）付けで当該市場について上場廃止となる予定です。

（単位：株、千円）

月別
2023年
11月

2023年
12月

2024年
１月

2024年
２月

2024年
３月

2024年
４月

2024年
５月

2024年
６月

2024年
７月

2024年
８月

2024年
９月

2024年
10月

株数 － － － － － － － － － － － －

金額 － － － － － － － － － － － －

（単位：株、千円）

月別
2024年
11月

2024年
12月

2025年
１月

2025年
２月

2025年
３月

2025年
４月

2025年
５月

2025年
６月

2025年
７月

2025年
８月

2025年
９月

2025年
10月

株数 － － － － － － － － － － － －

金額 － － － － － － － － － － － －

（単位：株、千円）

月別
2025年
11月

2025年
12月

2026年
１月

2026年
２月

2026年
３月

2026年
４月

2026年
５月

2026年
６月

2026年
７月

2026年
８月

2026年
９月

2026年
10月

株数 － － － － － － － － － － － －

金額 － － － － － － － － － － － －

第１【最近２年間の株式の月別売買高】
2024年10月期

2025年10月期

2026年10月期

（単位：株、千円）

月別
2023年
11月

2023年
12月

2024年
１月

2024年
２月

2024年
３月

2024年
４月

2024年
５月

2024年
６月

2024年
７月

2024年
８月

2024年
９月

2024年
10月

最高 － － － － － － － － － － － －

最低 － － － － － － － － － － － －

（単位：株、千円）

月別
2024年
11月

2024年
12月

2025年
１月

2025年
２月

2025年
３月

2025年
４月

2025年
５月

2025年
６月

2025年
７月

2025年
８月

2025年
９月

2025年
10月

最高 － － － － － － － － － － － －

最低 － － － － － － － － － － － －

（単位：株、千円）

月別
2025年
11月

2025年
12月

2026年
１月

2026年
２月

2026年
３月

2026年
４月

2026年
５月

2026年
６月

2026年
７月

2026年
８月

2026年
９月

2026年
10月

最高 － － － － － － － － － － － －

最低 － － － － － － － － － － － －

第２【最近２年間の月別最高・最低株価】
2024年10月期

2025年10月期

2026年10月期
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独立監査人の監査報告書

2026年９月１日

株式会社アイビスホールディングス

取締役会　御中

監査法人コスモス

愛知県名古屋市

指定社員

業務執行社員
公認会計士 小室　豊和

指定社員

業務執行社員
公認会計士 杉江　明俊

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社アイビスホールディングスの2023年11月１日から2024年10月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社アイビスホールディングス及び連結子会社の2024年10月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券届出書　第二部【企業情報】に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びに

これらの監査報告書以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等

委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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　（注） 1．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券届出書提出会社）が別途保管しております。

 2．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立

案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査

証拠を入手する。

・連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関

連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい

ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取引

や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手

する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に

対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上
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独立監査人の監査報告書

2026年９月１日

株式会社アイビスホールディングス

取締役会　御中

監査法人コスモス

愛知県名古屋市

指定社員

業務執行社員
公認会計士 小室　豊和

指定社員

業務執行社員
公認会計士 杉江　明俊

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社アイビスホールディングスの2024年11月１日から2025年10月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社アイビスホールディングス及び連結子会社の2025年10月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券届出書　第二部【企業情報】に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びに

これらの監査報告書以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等

委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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　（注） 1．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券届出書提出会社）が別途保管しております。

 2．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立

案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査

証拠を入手する。

・連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関

連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい

ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取引

や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結財務諸表に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手

するために、連結財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指揮、監督及び査閲に関

して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2026年９月１日

株式会社アイビスホールディングス

取締役会　御中

監査法人コスモス

愛知県名古屋市

指定社員

業務執行社員
公認会計士 小室　豊和

指定社員

業務執行社員
公認会計士 杉江　明俊

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アイビ

スホールディングスの2025年11月１日から2026年10月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年11月１日から

2026年４月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利

益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社アイビスホールディングス及び連結子会社の2026年４月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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　（注） 1．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（有価証券届出書提出会社）が別途保管しております。

 2．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手続

を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注

記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連

結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告

書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性

がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していな

いと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び

内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

2026/09/01 11:31:04／26393901_株式会社アイビスホールディングス_有価証券届出書（新規公開）

- 128 -



独立監査人の監査報告書

2026年９月１日

株式会社アイビスホールディングス

取締役会　御中

監査法人コスモス

愛知県名古屋市

指定社員

業務執行社員
公認会計士 小室　豊和

指定社員

業務執行社員
公認会計士 杉江　明俊

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社アイビスホールディングスの2023年11月１日から2024年10月31日までの第５期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について監査を行った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

アイビスホールディングスの2024年10月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重

要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券届出書　第二部【企業情報】に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びに

これらの監査報告書以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等

委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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　（注） 1．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券届出書提出会社）が別途保管しております。

 2．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立

案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査

証拠を入手する。

・財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施

に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関

連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継

続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか

とともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を

適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
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独立監査人の監査報告書

2026年９月１日

株式会社アイビスホールディングス

取締役会　御中

監査法人コスモス

愛知県名古屋市

指定社員

業務執行社員
公認会計士 小室　豊和

指定社員

業務執行社員
公認会計士 杉江　明俊

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社アイビスホールディングスの2024年11月１日から2025年10月31日までの第６期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行

った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

アイビスホールディングスの2025年10月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重

要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券届出書　第二部【企業情報】に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びに

これらの監査報告書以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等

委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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　（注） 1．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券届出書提出会社）が別途保管しております。

 2．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立

案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査

証拠を入手する。

・財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施

に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関

連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継

続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか

とともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を

適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
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